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第４編 小型漁船安全規則に関する細則 

第１章  総則  

(適用 ) 
第１条 船舶安全法(昭和８年法律第 11 号)第２条第１項の規定により小型漁船に関し施設しなければな

らない事項及びその標準については、他の国土交通省令又は国土交通省令・農林水産省令の規定

にかかわらず、この省令の定めるところによる。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

1.0 (a) 法第４条に基づく無線電信等については、法第 32条の２、船

舶安全法第 32条の２の船舶の範囲を定める政令、施行規則、設

備規程第８編、船舶設備規程第 311条の 22第１項第３号の無線電

信等を定める告示の定めるところによる。  

(b) 施行規則、設備規程等の関連する規定については、細則第１

編附属書 [14]の定めるところによる。

(定義 ) 

第２条 この省令において｢第１種小型漁船｣とは漁船特殊規則(昭和９年
逓信
農林

省令)第６条に規定する小

型第１種の従業制限を有する小型漁船をいい、｢第２種小型漁船｣とは同令第７条に規定する小型

第２種の従業制限を有する小型漁船をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この省令において使用する用語は、船舶安全法及び同法に基づく

国土交通省令又は国土交通省令・農林水産省令において使用する用語の例による。 

本条…全部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

(同等効力 ) 
第３条 小型漁船の船体、機関、設備及び属具であつて、検査機関がこの省令の規定に適合するものと

同等以上の効力を有すると認めるものについては、この省令の規定にかかわらず、検査機関の指

示するところによるものとする。 

本条…全部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

3.0 (a) 次表右欄に掲げる物件は、同表左欄に掲げる物件と同等以上

の効力を有するものと認めて差し支えない。

表 3.0<1> 

小型船舶用膨脹式救命いかだ 膨脹式救命いかだ  

(救命設備規則第 21条 ) 

(ただし、質量が 90kgを超える

ものであって細則第１編46.1(b

)の規定を満足する機械的進水

装置に積み付けるもの及び質

量 90kg以下のものに限る。 ) 

【】
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小型船舶用救命浮器 救命浮器 (救命設備規則第 26

条 ) 

(ただし、質量が 90kgを超える

ものであって細則第１編49.1(b

)の規定を満足する機械的進水

装置に積み付けるもの及び質

量 90kg以下のものに限る。 ) 

小型船舶用救命浮環 救命浮環 (救命設備規則第 28

条 ) 

小型船舶用救命胴衣 救命胴衣 (救命設備規則第 29

条 ) 

(ただし、膨脹式のものに限る

。 ) 

小型船舶用自己点火灯 自己点火灯 (救命設備規則第 31

条 ) 

小型船舶用自己発煙信号 自己発煙信号  

(救命設備規則第 32条 ) 

小型船舶用火せん 落下さん付信号  

(救命設備規則第 33条 ) 

小型船舶用信号紅炎 信号紅炎 (救命設備規則第 35

条 ) 

小型船舶用極軌道衛星利用非

常用位置指示無線標識装置  

浮揚型極軌道衛星利用非常用

位置指示無線標識装置  

(救命設備規則第 39条 ) 

小型船舶用ﾚｰﾀﾞｰ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ ﾚｰﾀﾞｰ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ

(救命設備規則第 40条 ) 

小型船舶用捜索救助用位置指

示送信装置  

捜索救助用位置指示送信装置

（救命設備規則第 40条の 2）  
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小型船舶用液体消火器 持ち運び式又は簡易式液体消

火器 (自動拡散型のものを除

く ) 

(船舶の消防設備の基準を定め

る告示 (平成 14年国土交通省告

示第 516号 )第 20条 ) 

小型船舶用粉末消火器 持ち運び式又は簡易式粉末消

火器 (自動拡散型のものを除

く ) 

(船舶の消防設備の基準を定め

る告示第 23条 ) 

(b) 削除

第３条 小型船舶の船体、機関、設備及び属具であつて、検査機関がこの省令に適合するものと同等以上の効力を

有すると認めるものについては、この省令の規定にかかわらず、検査機関の指示するところによるものとす

る。 

3.0 (a)(2) 削除

表 3.0<2> 削除

(c) 上記以外の船体、機関、設備及び属具について、本条により

指示しようとする場合は、あらかじめ資料を添えて本部に伺い

出ること。  
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第２章  船体  

(水密甲板の設置 ) 
第４条 小型漁船には、水密構造の全通甲板又はこれに準ずる水密構造の甲板を設けなければならな

い。ただし、第１種小型漁船については、当該小型漁船が通常操業する水面における気象、水象

等の条件、当該小型漁船の構造等を考慮して検査機関がさしつかえないと認める場合(第 20 条第 2

項において｢検査機関が認める場合｣という。)は、この限りでない。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

4.0 (a) 水密構造の全通甲板に準ずる水密構造の甲板とは、例えば暴

露甲板が全通していなくても、低船楼構造のような構造の船楼

甲板があって暴露部の水密性が確保されているものをいう。

(図 4.0<1>参照 ) 

図 4.0<1> 

(b) ただし書により検査機関が差し支えないと認める場合とは、

南西諸島周辺で操業する｢ｻﾊﾞﾆ｣又は｢ｲﾀﾂｷ｣と称される小型漁船で

あって次のすべての要件を満足するものをいう。  

(1) 船の長さ (登録長 )と船の幅の比が４以上であること。

(2) 船首部に三角形軸 (ﾋｰｼﾞﾗ)を有すること。

(3) 軽荷状態における中央部、船首部及び船尾部の乾げんがそ

れぞれ次式により算定される値以上であること。

Fm=30D+20 

Ff=11L 

Fa=９ L 

この場合において、 Fmは、中央部における乾げん (cm) 

Ffは、水面から船首端までの垂直距離 (cm) 

Faは、水面から船尾端までの垂直距離 (cm) 

Lは、船の長さ (m) 

Dは、船の深さ (m) 

(4) 次のいずれかの方法で不沈性があることが確認されるもの

であること。なお、これ以外の方法で、不沈性があることを

確認する場合は資料を添えて本部へ伺い出ること。  
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(ⅰ ) 法定備品等 (これと同質量のｳｪｲﾄで置きかえて差し支

えない。 )及び最大搭載人員 (１人当り 7.5kgの鉄片で置

き換えて差し支えない。 )を搭載して、海水を船内に入

れ、船内外の水面が同じ高さになった状態で船の長さ方

向を水平にして 24時間以上浮んでいるもの。  

(ⅱ ) 船の長さが 12ﾒｰﾄﾙ未満の木船で、敷及び外板の厚さが、

それぞれ少なくとも、 70ﾐﾘﾒｰﾄﾙ及び 30ﾐﾘﾒｰﾄﾙであり、次

の算式を満足するもの。

10
150




LB

W

６

この場合において、

W は、機関 (船尾廻りを含む )質量 (kgf) 

Lは、船の長さ (m)

Bは、船の幅 (m)

(ⅲ ) 細則第１編 15.5により不沈性が確認されたもの。

(c) (b)以外の場合であって、ただし書により検査機関が差し支え

ないと認める場合については、当該小型漁船が通常操業する水

域の範囲、当該小型漁船の構造等の資料を添えて本部に伺い出

ること。  

(甲板口のｺｰﾐﾝｸﾞ及び閉鎖装置 )
第５条 前条の規定により設けなければならない水密甲板の暴露部に設ける倉口、昇降口その他の甲板

口(機関室口を除く。次項において同じ。)には、ｺｰﾐﾝｸﾞを設け、かつ、当該甲板口が自然換水孔

を有する活魚倉の倉口である場合を除き、風雨密に閉鎖することができるふた板、ﾀｰﾎﾟﾘﾝ等適当

な閉鎖装置を備え付けなければならない。ただし、検査機関が当該甲板口の用途、当該甲板口に

設ける閉鎖装置の構造等を考慮して差し支えないと認める場合は、ｺｰﾐﾝｸﾞを設けないことができ

る。 

２ 前項のｺｰﾐﾝｸﾞの甲板上の高さは、第２種小型漁船にあつては 150 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以上、第１種小型漁船に

あつては 75 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ(長さ 12 ﾒｰﾄﾙ未満のものにあつては 50 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ)以上としなければならない。た

だし、当該甲板口が水密閉鎖装置を有する場合、自然換水孔を有する活魚倉の倉口である場合その

他検査機関がさしつかえないと認める甲板口である場合は、ｺｰﾐﾝｸﾞの高さをその指示するところに

より減ずることができる。 

２項…一部改正[昭和 53 年６月農･運令２号]、見出･１項…一部改正[平成６年５月農･運

令１号] 

5.1 (a) ｢検査機関が当該甲板口の用途、当該甲板口に設ける閉鎖装置

の構造等を考慮して差し支えないと認める場合｣については、以

下の (1)から (3)までのいずれかに該当するものとし、その場合

には当該甲板口にｺｰﾐﾝｸﾞを設けないことができる。  

(1) 次のすべての要件を満たす甲板口
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(ⅰ ) ｸﾘｯﾌﾟ、 ﾎﾞﾙﾄ、蝶ﾈｼﾞ等の締め付け装置により締め付け

られる閉鎖装置を有し、水密に閉鎖できること (ﾎｰｽの筒

先における圧力が 0.2MPa(２ kgf/cm 2)以上の射水により

漏えいしないもの。 ) 

(ⅱ ) 甲板口及びふた板が、適当な構造強度を有しているこ

と。  

(ⅲ ) 満載状態における喫水線より上方にあること。  

(ⅳ ) 容易に近づける場所に取付けられているものであって、

航海中通常閉鎖されているもの。

(2) ｱﾝｶｰﾛｯｶｰや ｱｲｽﾎﾞｯｸｽのように甲板口が設けられている区画

が船体に堅固かつ水密に固着されており、かつ、当該区画か

ら船体内部に通じるﾊｯﾁ等を有さない場合であって、当該区

画内に打ち込んだ水を有効に排水できる装置を備えているこ

と。  

(3) (ⅰ )の規定に適合する｢ﾌﾗｯｼｭﾊｯﾁ｣を (ⅱ )(ｲ)又は (ﾛ)の要件

に適合するよう設置する場合。 (本邦の海岸から 20海里以内

の海域で漁ろうに従事する第１種小型漁船に限る。 ) 

(ⅰ ) 甲板口の周りを凹入させ、その部分にｺｰﾐﾝｸﾞを設け、

ふた板の上面と周囲の暴露された水密甲板の上面との間

に段差が生じない構造のもの。 (図 5.1<1>参照 ) 

 ただし、当該甲板口を設けた甲板 (図 5.1<2>(ｲ)部 )が、

その前後の甲板 (図5.1<2>(ﾛ)部)より全幅にわたって一

段低くなった構造であり、かつ、次のすべての要件を満

足する場合は、当該甲板口を｢ﾌﾗｯｼｭﾊｯﾁ｣とはみなさない。

(ｲ) 当該甲板口のｺｰﾐﾝｸﾞ高さが、規定の高さ以上であ

ること。

(ﾛ) 波の打込み、滞留水等によりふた板がはずれたり、

甲板下に水が浸入しないことが確認され、かつ、甲

板口を有する甲板の両舷に十分な大きさの放水口を

有すること。  

(ﾊ) 甲板口を有する甲板がﾓｰﾀｰｳｪﾙと隣接する構造のも

のにあっては、ﾓｰﾀｰｳｪﾙから水が当該甲板へ流入しな
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いものであること。

F.P.
(A)

(B)

(A)矢視

甲板

甲板

ブルワーク

船体
(B)矢視

図 5.1<1> 

F.P.
(A)

(B)

(A)矢視

甲板

甲板(ﾛ)の上面

ブルワーク

船体
(B)矢視

甲板(ｲ)の上面

h
h　規定のコーミング高さ

甲板(ﾛ)

甲板(ｲ)

甲板(ﾛ)

図 5.1<2> 

(ⅱ ) 

(ｲ) 次式を満足する放水路 (図 5.1<3>における (ｲ)部を

いう。 )及び放水口を設けること。なお、放水路及び

放水口は両舷に設けること。

A≧ S/10 

B≧ S/40 

A: 放水路の最狭部の両舷の合計断面積 (m 2) 

B: 放水口の面積 (m 2) 

S: 溝 (当該甲板口のｺｰﾐﾝｸﾞ外周をいう。 )のうち

図 5.1<3>(ﾛ)の部分の面積 (m 2) 
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放水口

ﾊｯﾁｺｰﾐﾝｸﾞ

(ｲ)

(ﾛ)

図 5.1<3> 

(ﾛ) 波の打込み、滞留水等によりふた板がはずれたり、

甲板下に水が浸入しないことが確認され、かつ、両

舷に適当な排水能力を有する放水路及び放水口を設

けること。  

5.2 (a) 甲板口 (機関室囲壁、甲板室又は船楼に設ける開口 (以下、 5.2

(a)において｢開口｣という。 )を含む。以下同じ。 )について、た

だし書によりｺｰﾐﾝｸﾞ(開口にあっては敷居。以下同じ。 )の高さ

を減ずる場合の基準は、次によること。  

(1) はめ込式等の閉鎖装置であって、倉口の開口面積が 0.45m 2

未満で次のすべての要件を満足する場合には、当該倉口のｺｰ

ﾐﾝｸﾞの高さを 1/2まで減じてもよい。

(ⅰ ) 満載状態における喫水線から Bの 0.25倍の値又は Lの

0.07倍の値のうち大きい方の値以上の位置にあること。

(ⅱ ) ﾎｰｽの筒先における圧力が 0.2MPa(２ kgf/cm 2)以上の射

水により漏えいしないものであること。

(ⅲ ) 容易に近づける場所にとり付けられているものであっ

て、航海中通常閉鎖されているものであること。

(つり台及び張出甲板の排水構造 ) 

第７条 舷
げん

側に設けるつり台及び張出甲板は、十分に排水できる構造のものでなければならない。 

(漁獲物の横移動防止装置 ) 
第８条 幅が当該小型漁船の船体最広部におけるﾌﾚｰﾑの外面から外面までの水平距離の２分の１を超え

る魚倉を有する小型漁船には、その魚倉内に漁獲物の横移動を防止するための船首尾方向の荷止

板等の装置を設けなければならない。ただし、検査機関が当該小型漁船の構造等を考慮してさし

つかえないと認める場合は、この限りでない。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

8.0 (a) 漁獲物を箱詰にし、漁獲物が横移動しないように積載する魚

倉については横移動防止装置を省略して差し支えない。

(上甲板以上の場所にとう載する燃料油ﾀﾝｸの容量 ) 
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第９条 上甲板以上の場所に設ける主機関用燃料ﾀﾝｸ(第２種小型漁船に設けるものに限る。)の容量は、

全燃料油ﾀﾝｸの容量の 100分の 15を超えてはならない。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

(甲板上の活魚槽等)
第 10条 甲板上に設ける活魚槽、清水槽及び予冷槽は、甲板に特に堅固に取り付けなければならない。 

(水密隔壁の設置) 
第 11 条 第２種小型漁船(木製船体のものを除く。)には、船首より上甲板のﾋﾞｰﾑの上面の延長面におけ

る船首材の前面から船尾材の後面までの水平距離の 0.05 倍の箇所から 0.13 倍の箇所までの間

及び機関室の前端にそれぞれ水密隔壁を設けなければならない。ただし、船首部に設けなけれ

ばならない水密隔壁の位置については、検査機関が当該船首部の構造、形状等を考慮して差し

支えないと認める場合は、検査機関の指示するとことによることができる。 

２ 第１種小型漁船(木製船体のものを除く。)には、機関室の前端に水密隔壁を設けなければなら

ない。 

３ 前２項の隔壁は、水密甲板を有する小型漁船にあつては、当該水密甲板まで達しさせなければ

ならない。 

１項…一部改正･２項…追加･旧２項…一部改正し３項に繰下[昭和 53 年６月農･運令２

号]、１･２項…一部改正[平成６年５月農･運令１号] 

11.1 (a) ただし書を適用する船舶は、船首部が特に突出した構造の第

２種小型漁船であって、船首隔壁を規定の位置に設けることが

困難又は不合理と認められるものとし、このような船舶につい

ては、｢0.13L｣を ｢0.02L+２｣と読み替えて船首隔壁の位置を定

めて差し支えない。  

(隔壁の設置 ) 
第 12条 木製船体の小型漁船には、機関室の前端に堅ろうな隔壁を設けなければならない。 

(小型船舶安全規則の準用 ) 
第 13 条 小型船舶安全規則(昭和 49 年運輸省令第 36 号)第５条、第６条及び第 10 条から第 13 条までの

規定は、小型漁船の船体について準用する。この場合において、同令第 10 条第１項及び第 11 条

第１項中｢第７条第１項｣とあるのは｢小型漁船安全規則第４条｣と、同令第 10 条第３項及び第 11

条第３項中｢第８条第２項｣とあるのは｢小型漁船安全規則第５条第２項｣と、同令第 11 条第１項

中｢第８条｣とあるのは｢小型漁船安全規則第５条｣と、同令第 12 条中｢小型船舶｣とあるのは｢小型

漁船｣と、同令第 13 条第１項中｢暴露甲板｣とあるのは｢第２種小型漁船については暴露甲板｣と読

み替えるものとする。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号･平成６年５月１号] 

13.0 (a) 細則第１編 5.0(a)及び (b)は本項について準用する。なお、

排水量型の小型漁船は、鋼製漁船構造基準又はｱﾙﾐﾆｳﾑ合金製漁船

構造基準（平成６年版）によっても差し支えない。

（ 5.0(b)(2)（ⅰ） (ﾛ)関連）  

第５条 船体は、適当な材料を使用したものであり、かつ、航行に十分堪えることができる構造のものでなければ

ならない。 

5.0 (a) ｢適当な材料｣については、次によること。

(1) 鋼製船体

鋼製船体に使用する鋼材は、 JIS G 3101の SS400の規格に相

当するものを使用すること。

(2) 木製船体
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木製船体の材料は、有害な節、繊維の目ぎれ、その他の著

しい欠点がなく、かつ、腐れのないもので十分に乾燥したも

のであること。

木材の品質、強度等については、平成 10年３月 31日運輸省

令第 16号附則第３項により廃止される前の木船構造規則に基

づく船舶検査心得  2-2 木船構造規則  第２章 [木材 ]を参考

として差し支えない。

(3) FRP製船体

FRP製船体の主要部材を構成する材料は、附属書 [3]｢強化ﾌﾟ

ﾗｽﾁｯｸ船 (FRP船 )暫定基準｣の３材料によること。

(4) 軽合金製船体

軽合金製船体に使用される材料については、附属書 [4]｢軽

合金製船体工作基準｣の１ (材料 )によること。

(5) ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製又はﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製の船体（長さが６ﾒｰﾄﾙ未満の小

型船舶に限る。）

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製又はﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製の船体の主要部材を構成する材

料は、附属書 [5-3]｢ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製又はﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製の小型船体暫

定基準｣の 2．材料によること。

(6) ABS樹脂製船体 (長さが６ﾒｰﾄﾙ未満の小型船舶に限る。 )

ABS樹脂の船体の主要部材を構成する材料は、附属書 [5-4]

「 ABS樹脂製小型船体暫定基準」の 2．材料によること。

(7) その他

(1)～ (6)により難い場合は、資料を添えて本部に伺い出

ること。

(b) ｢航行に十分堪えることができる構造｣については、次によるこ

と。 

(1) 主要構造部材の配置

部材相互の配置及び固着は、著しい不連続を生じないよう

に、その周囲に配置される部材と調和のとれたものとするこ

と。

(2) 鋼製船体

(ⅰ ) 排水量型船 ( 6.3LV である小型船舶。 V:最強速力 (ﾉ

ｯﾄ)) 

(ｲ) 長さ 12 ﾒｰﾄﾙ未満の小型船舶

航行に十分堪えることができる適当な構造とすること。



4 編 -2 章 -8 

(ﾛ) 長さ 12 ﾒｰﾄﾙ以上の小型船舶

廃止される前の国土交通省「小型鋼船構造基準」又は日

本海事協会「鋼船規則 CS 編」を満足すること。ただし、

限定沿海区域及び平水区域を航行区域とする小型船舶にあ

っては、適当に斟酌して差し支えない。

(ⅱ ) 軽構造船 (V L  3 6. である小型船舶。 V:最強速力 (ﾉｯ

ﾄ))

附属書 [5-1]｢軽構造小型船体暫定基準｣を満足するこ

と。ただし、長さ６ﾒｰﾄﾙ未満の小型船には、同基準に代

えて、附属書 [5-2]｢落下試験｣に定める基準を適用するこ

とができる。

(3) FRP製船体

(ⅰ ) 長さ 15ﾒｰﾄﾙ未満の小型船舶

(ｲ)から (ﾊ)までのいずれかの方法により、適正な船体強

度を有することが確認されたものであること。（ただ

し、特殊小型船舶にあっては、 (ﾊ)の方法によること｡）

(ｲ) 船体の縦曲げ試験

２点で支持された船体 (軽荷状態 )の支点間 ℓ(少なく

とも 0.6L)に荷重をかけた状態において、たわみ又は

変形量が次の値以下であること。

ｷｰﾙのたわみ   500 

幅の変形量   250 

深さの変形量   500 

この場合の荷重は、滑走艇 (V L  9となる小型船

舶。 )にあっては、｢(1.25×満載 )-(軽荷 )｣とし、非滑

走艇 (V L  9となる小型船舶。 )にあっては、｢(満

載 )-(軽荷 )｣とする。また、 Vは最強速力 (ﾉｯﾄ)とす

る。

(ﾛ) 板厚計測による強度確認

1) 次の式に適合すること。

σ d≦σ b かつ  σ s≦σ b 

この場合において、 

a: 滑走艇にあっては、 1.25 

非滑走艇にあっては、 1.00 



4 編 -2 章 -9 

W : 満載排水量 (ﾄﾝ) 

t d  : 上甲板の船体中央部における板厚 (mm) 

t s  : 船側外板の船体中央部における板厚 (mm) 

t b  : 船底外板の船体中央部における板厚 (mm) 

B d  : 上甲板の船体中央部の片舷の幅 (ﾒｰﾄﾙ) 

σ d: 上甲板の引張り強さ (N/mm 2) 

σ s: 船側外板の引張り強さ (N/mm 2) 

σ b: 船底外板の引張り強さ (N/mm 2) 

なお、上甲板、船側外板及び船底外板の引張り

強さσ x(σ d,σ s又はσ b)は以下の i)又は ii)のい

ずれかの方法により確認すること。ただし、各部

(上甲板、船側外板又は船底外板 )にロービングク

ロスを 25～ 65%(ガラス質量比 )使用している場合の

引張り強さσ xは 98(N/mm 2)とすることができる。

i) 材料試験の成績書による確認

各部の積層板 (上甲板、船側外板及び船底外

板 )の材料試験 (引張り試験 )の成績書により確認

する。

ii) 以下のｲ)～ﾆ)のいずれかの式による算定

同一の材料を使用した小型船舶 (積層構成が異

なる場合を含む )の建造実績がない場合又は国土

交通省海事局検査測度課長の承認のない材料を

使用する場合は、以下の式により求めた値に 0.8

を乗じた値とする。

ｲ) チョップマット、ロービングクロス、ロー

ビングクロスとチョップマットの混合又は

マルチ方向ファブリック

σ x=800ψ 2-80ψ +37

ﾛ) チョップマット (スプレーアップ用に限る )

σ x=150ψ +25 

ﾊ) 単一方向ファブリック (繊維の方向が船首尾

方向の場合に限る )

σ x=880ψ 2+140ψ +140 

ﾆ) 積層構成が不明の場合

σ x=70 

ガラス含有率ψは基材及び成形の種類に応じ

て表 1の値を用いて以下の計算例を参考に求め
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ること。

<計算例 > 

ハンドレイアップ法により製造された船舶で積

層構成がゲルコート +チョップマット (300g/m 2)×2+

ロービングクロス (580g/m 2)+チョップマット

(450g/m 2) の場合

チョップマット (300g/m 2)のガラス含有率ψ 1及び

ガラス質量 w1はそれぞれψ 1=0.30(表 5.0〈 1〉 ), 

w1=2×0.3 =0.60 kg/m 2 

同様にロービングクロス (580g/m 2)のガラス含有

率ψ 2及びガラス質量 w2はそれぞれψ 2=0.48 (表

5.0〈 1〉 ), w2=0.58 kg/m 2、チョップマット

(450g/m 2)のガラス含有率ψ 3及びガラス質量 w3はそ

れぞれψ 3=0.30 (表 5.0〈 1〉 ), w3=0.45 kg/m 2とな

る。

従ってガラス含有率ψは

表 5.0〈 1〉

ガラス含有率  ψ

成型の種類

基材の種類

ハンドレイアップ

法又はスプレーア

ップ法

真空成形法

チョップマットのみ 0.30(30%) 0.36(36%) 

ロービングクロスのみ 0.48(48%) 0.58(58%) 

ロービングクロスとチョ

ップマットの混合

0.46-0.18R 

(46%-18R%) 

R=チョップマット

の合計質量 (kg/m 2)/

積層のガラス繊維

の合計質量 (kg/m 2) 

0.56-0.22R 

(56%-22R%) 

R=チョップマットの

合計質量 (kg/m 2)/積

層のガラス繊維の合

計質量 (kg/m 2) 

マルチ方向ファブリック 0.50(50%) 0.60(60%) 

単一方向ファブリック 0.55(55%) 0.66(66%) 
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また、強度部材として算入する上甲板、船側外板

又は船底外板の板厚 (td、 ts、 tb)は、以下の算式に

より求めた板厚 tc(mm)又は実測した板厚 ta(mm)の

うちいずれか小さい値とすること。

ただし、スプレーアップ法によりチョップマット

のみを積層した場合や積層構成が不明なものとして

引張り強さσを求めた場合は、実測した板厚 t a(mm)

を使用して差し支えない。

w:各基材の単位面積あたりのガラス質量 (kg/m 2) 

2) 附属書 [3]「強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ船（ FRP船）暫定基準」

の規定を満足する｢FRPｻﾝﾄﾞｲｯﾁ構造｣のものについて

は、以下を適用して差し支えない。

ⅰ ) 1)の式中の各部の板厚 (td、 ts及び tb)の値

は、 FRP内外皮それぞれの板厚の合計値に、縦強

度に寄与すると認められる心材の板厚を加えた

値とする。この場合、木材製心材は、その板厚

に当該木材と FRP積層板との引張り弾性係数の比

を乗じて算定する。なお、米松、ﾗﾜﾝ材及び構造

用合板については、この比を次表の値として差

し支えない。また、ﾊﾞﾙｻ材及び硬質ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ発泡

体は、板厚に算入しない。

表 5.0<2> 

心材の種類 係数

米松 1.0 

ﾗﾜﾝ材 1.0 

構造用合板 (※ ) 0.8 

※ この場合の｢構造用合板｣とは、構造用合板の

日本農林規格(昭和44年農林省告示第1371号)に

定める構造用合板又はこれと同等以上の性能を

有するものであって、次の各項目が明示されて

いる合板とする。 

･ 使用樹種名

･ 単板構成

･ 耐水性の区分 (日本農林規格表示で差し支
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えない。 ) 

ⅱ ) ｻﾝﾄﾞｲｯﾁ構造の確認は、次によること。

ｲ) 船体各部の積層要領図の提出を求め、設計

上の FRP内外皮及び心材の材料及び厚さを確認

すること。

ﾛ) 成型作業場において、実際に製造者が使用

している心材の種類及び板厚を確認するこ

と。

(ﾊ) 落下試験

附属書 [5-2]｢落下試験｣に定める基準を満足するこ

と。

(ⅱ ) 長さ 15ﾒｰﾄﾙ以上の小型船舶

国土交通省「強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（ FRP船）特殊基準」を満

足すること。ただし、長さ 24ﾒｰﾄﾙ未満の小型船舶にあっ

ては、各章の適用については表 5.0〈 3〉のとおりとして

差し支えない。

表 5.0〈3〉  

FRP 特殊基準の章 適用

第 1 章 総則
適用。なお、FRP 暫定基準に適合する場合は

本章に適合するものとみなす。  

第 2 章 工場施設及び管理

技術者等
適用

第 3 章 船体材料

適用。なお、同一の材料を使用した小型船舶

(積層構成が異なる場合を含む )の建造実績が

ある場合は本章に適合するものとみなす。  

第 4 章 成型工事等
適用。なお、FRP 暫定基準に適合する場合は

本章に適合するものとみなす。  

第 5 章 構造寸法等

適用。なお、縦曲げ試験又は板厚計測による強

度確認により直接的に船体の強度を確認する

場合は本章に適合するものとみなす。  

第６章  検査の方法
適用。ただし、第６章 1.(1)の表 6 は、下表 5.0

〈4〉に読み替える。  
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表 5.0〈 4〉

船体長さ (※ 1) 24m 未満

区分 新型船 同型船

建造前材料試験 ○ (※ 2) × 

設計検査 ○ (※ 3) △

建造中検査 ○ (※ 3) ○(※3)

完成検査 ○ ○

切り出し材料試験 ○ (※ 3) × 

縦曲げ試験 △ (※ 4) × 

○印は、行うことを示す。

△印は、当該検査項目の一部又は全部を省略することを示す。

×印は、行わないことを示す。

※ 1 小型船舶安全規則第 2 条第 1 項第 2 号の「船体長さ」をいう。

※ 2 同一の材料を使用した小型船舶 (積層構成が異なる場合を含む )の

建造実績がある場合又は国土交通省海事局検査測度課長の承認を

受けた材料を使用する場合は省略して差し支えない。

※ 3 (i)の (ｲ)縦曲げ試験又は (ﾛ)板厚計測による強度確認を行う場合は

省略して差し支えない。

※ 4 設計検査又は建造中検査を省略する場合は、 (i) の (ｲ)縦曲げ試験

又は (ﾛ)の板厚計測により、船体の強度を確認すること。

(4) 軽合金製船体

軽構造船 ( 6.3LV である小型船舶。 V:最強速力 (ﾉｯﾄ))に

あっては、次によること。

附属書 [5-1]｢軽構造小型船体暫定基準｣を満足すること。

ただし、長さ６ﾒｰﾄﾙ未満の小型船には、同基準に代えて、附

属書 [5-2]｢落下試験｣又は附属書 [5-5]｢アルミ合金製小型船体

暫定基準｣に定める基準を適用することができる。

(5) ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製又はﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製の船体 (船の長さが６ﾒｰﾄﾙ未満

の小型船舶に限る。 ) 

附属書 [5-3]｢ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製又はﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製の小型船体暫定基

準｣の 3.構造強度によること。

(6) ABS 樹脂製船体 (長さが 6 ﾒｰﾄﾙ未満の小型船舶に限る。 )

附属書 [5-4]｢ABS 樹脂製小型船体暫定基準｣の 3．構造強度

によること。

(7) その他
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(1)から (6)により難い場合は、資料を添えて本部に伺い出

ること。

(b) 細則第１編 6.0(1)～ (6)及び (8)は本項について準用する。

第６条 各部の工事は、良好かつ有効なものでなければならない。 

6.0 (a) ｢工事｣については、次によること。

(1) 鋼製船体

(ⅰ ) 溶接工事は、構造規則第６条第１項の試験に合格した

者が行うものとする。

(ⅱ ) 次の各号に掲げる者は、 (ⅰ )の試験に合格したものと

みなす。

(ｲ) 日本海事協会が発行する溶接技量資格証明書を受

有する者

(ﾛ) （一社）日本溶接協会が発行した技量証明書の交

付を受けた者又は（一財）発電用熱機関協会が行う

溶接士の技能に関する確認試験に合格した者

(ﾊ) ﾎﾞｲﾗ及び圧力容器安全規則 (昭和 47年労働省令第 33

号 )第 104条に規定する溶接士 (都道府県労働基準局長

が発行したﾎﾞｲﾗ溶接士免許証の交付を受けた者。 ) 

(2) 木製船体

主要部材相互の接面を十分密着させ、木甲板等水密を要す

る部材の縁は、十分な水密工事を施したものであること。

(3) FRP製船体

FRP製船体の成型については、附属書 [3]｢強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ船

(FRP船 )暫定基準｣の４により行うこと。

(4) 軽合金製船体

軽合金製船体は、附属書 [4]｢軽合金製船体工作基準｣によ

り工作されたものであること。なお、この基準により難い場

合は、資料を添えて本部に伺い出ること。

(5) ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製又はﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製の船体

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製又はﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製の船体の船体の成型について

は、附属書 [5-3]「ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製又はﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ製の小型船体暫

定基準」の 4.成型工事によること。

(6) ABS樹脂製船体

ABS樹脂製船体の成型については、附属書 [5-4]｢ABS樹脂製
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小型船体暫定基準｣の 4.成型工事によること。

(8) その他

(1)～ (7)により難い場合は、資料を添えて本部に伺い出る

こと。

(c) 細則第１編 10.2(a)は本項について準用する。

第 10 条２ 前項の機関室口囲壁に設ける窓、出入口その他の開口には、風雨密に閉鎖することができる適当な閉鎖

装置を備え付けなければならない。ただし、機関の運転中換気のため開放する天窓、通風筒であつて、検

査機関が当該天窓、通風等の構造等を考慮してさしつかえないと認めるものについては、この限りでな

い。 

10.2 (a) ｢風雨密に閉鎖することができる適当な閉鎖装置｣とは、次に

よること。

(1) 細則第２編 2-1-4(1)(ⅲ )表 2-2に示す方法で試験を行い著

しい変形及び漏れのないものであること。

(2) ｢窓 ｣にあっては、直径 200mm以下の丸窓を標準とし、開閉

式の場合は内ふた付とすること。開閉式でない場合で搭載

物等により窓ｶﾞﾗｽを損傷する恐れのあるものは、損傷を防

止するため暴露部に面する側に金属製の枠棒を取り付ける

等適当な防護措置を施したものであること。

(d) 小安則第 10条第２項のただし書の｢差し支えないと認めるも

の｣とは次に掲げる高さ以上のｺｰﾐﾝｸﾞをいう。

(1) 第２種小型漁船の場合は上甲板上 60cm。ただし、直接雨

浪の侵入しない構造の開口については、上甲板上 30cmまで

減ずることができる。  

(2) 第１種小型漁船の場合は上甲板上 30cm。

(e) 小安則第 11条の｢風雨密に閉鎖できる適当な閉鎖装置｣につい

ては小安則第 10条によること。

(f) 小安則第 12条のげん側諸開口については次によること。

(1) 上甲板下の外板に設ける窓は、日本産業規格｢船用丸窓｣C

級の規格に適合する丸窓又はこれと同等以上のものとする

こと。  

(2) 小安則第 12条のただし書の｢差し支えないと認める場合｣

は、満載喫水線より上方の位置に設ける機関の空気取入口、

ﾋﾞﾙｼﾞ排出管の開口端等において当該開口から船内に直接波

浪が浸入しにくいように管を上方に湾曲させる等適当な措

置がとられている場合とする。  
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(3) 水密閉鎖とは、ﾎｰｽ内の圧力 0.2MPa(2kgf/cm 2)以上で射水

した場合に内部に漏水しないように閉鎖できるものをいう。

(g) 小安則第 13条第３項の｢放水口及び排水孔の大きさ｣は、次に

よること。

(1) 各舷における放水口の面積は、次表に掲げる値を標準と

する。

表 13.0<1> 

L(m) ８

以下

９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

放水

口の

面積

(cm 2

) 

38 56 73 90 108 125 143 160 177 195 212 230 247 264 282 299 317 

備考  船の長さが表に掲げる船の長さの中間にあるものにあって

は、放水口の面積は、中間挿入法により求めるものとする。  

(2) 排水孔の面積は、５ cm 2(排水管にあっては内径 2.5cm)以

上を標準とする。
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第３章  機関  

(内燃機関の備品 ) 
第18条 内燃機関を有する小型漁船には、次の表に掲げる備品を機関室又は船内の適当な場所に備え付

けなければならない。ただし、検査機関が必要がないと認めるものにあつては、この限りでな

い。 

備 品 の 名 称 数量 

第２種小型漁船 第１種小型漁船 

噴射弁 １個 － 

噴射ﾎﾟﾝﾌﾟの動作部品(ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ、弁、ﾊﾞﾈ等をいう。) １噴射ﾎﾟﾝﾌﾟ分 － 

噴射管及び接合金具 各種の形状及び寸法

のもの各１個 

同左 

点火ﾌﾟﾗｸﾞ １個 同左 

本条…全部改正[昭和53年６月農･運令２号]、一部改正[平成６年５月農･運令１号] 

18.0 (a) ｢検査機関が必要ないと認める物｣とは、次によること。

(1) 主機にあっては、次のものとする。

(ⅰ ) 同型の主機を２基以上搭載している場合の主機の備

品。  

(ⅱ ) 漁業無線等有効な通信設備を有する第１種小型漁船

にあっては、主機の備品。  

(2) 補助機関にあっては、次のものとする。

(ⅰ ) 主要な補助機関 (小型漁船の推進、排水その他安全性

に直接関係ある発電機及び補機を駆動する補助機関を

いう。 )以外の補助機関の備品。  

(ⅱ ) 主要な補助機関を２基以上 (同一用途に使用する場合

に限る。 )搭載している場合は、すべての主要な補助機

関の備品。なお、主要な補助機関のほかに主機によっ

て駆動する小型漁船の推進、排水その他安全性に直接

関係ある発電機及び補機を有する場合についても、本

規定を適用する。

(ⅲ ) 漁業無線等有効な通信設備を有する第１種小型漁船

にあっては、補助機関の備品。

(3) また、機関の種類等により必要がないと認められる機関

の備品は省略して差し支えない。例えば、ｷｬﾌﾞﾚﾀｰ式のｶﾞｿﾘ

ﾝ機関にあっては噴射弁、噴射ﾎﾟﾝﾌﾟの動作部品、噴射管及

び接合金具は省略することができる。
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(小型船舶安全規則の準用 ) 
第 19 条 小型船舶安全規則第３章(第 39 条を除く。)の規定は、小型漁船の機関について準用する。こ

の場合において、同章(第 31 条の３を除く。)中｢小型船舶｣とあるのは｢小型漁船｣と、同令第

31 条の３中｢近海以上の航行区域を有する小型船舶｣とあるのは｢第２種小型漁船｣と読み替える

ものとする。 

本条…全部改正[昭和 53年６月農･運令２号]、一部改正[平成６年５月農･運令１号] 

19.0 (a) 細則第１編 21.1及び 21.2(a)は本項について準用する。

第 21 条 小型船舶の機関(小型船舶の主機、ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸系、補助機関、圧力容器、補機及び管装置をいう。以下同

じ。)であつて、小型船舶の推進、排水その他の安全性に直接関係のない機関であると検査機関が認めるも

のについては、次条、第 25 条及び第 31 条の規定は、適用しない。 

２ 圧力容器については、この章の規定によるほか、検査機関が適当と認めるところによる。 

21.1 (a) 「小型船舶の主機｣には、船位保持のために備え付ける船外

機（他に主機を備え付けている船舶に備え付けるものに限

る。）を含まないものとする。

(b) ｢小型船舶の推進、排水その他の安全性に直接関係のない

機関｣とは、漁集灯のみに用いられる発電機を駆動する原動機

及び冷凍機を駆動する原動機等のようなものをいう。

21.2 (a) ｢検査機関が適当と認めるもの｣とは、次のものとすること。

(1) 機関規則の圧力容器に関する規定に適合するもの。

(2) 日本海事協会鋼船規則の圧力容器に関する規定に適合す

るもの。なお、機関規則、日本海事協会鋼船規則以外のも

のにあっては、高圧ｶﾞｽ保安法 (昭和 26年法律第 204号 )に規

定する高圧ｶﾞｽを充てんする容器の強度に係るものについて

認めても差し支えない。

(b) 細則第１編 22.0(a)は本項について準用する。

第 22 条 機関は、その使用目的に応じ適当な材料を使用したものでなければならない。 

22.0 (a) ｢適当な材料｣とは、例えば軸類にあっては、次の規格に相当

するものとすること。

(1) JIS G 3201に適合する鍛鋼材

(2) JIS G 4051に適合する機械構造用炭素鋼鋼材

(3) JIS G 4105に適合するｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼鋼材

(4) JIS G 4103に適合するﾆｯｹﾙｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼鋼材

(5) JIS G 4303に適合するｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼材

(6) JIS H 3250に適合するﾈｰﾊﾞﾙ黄銅棒、高力黄銅棒及び特殊

ｱﾙﾐﾆｳﾑ青銅棒

(7) その他 (1)から (6)までにより難い場合は、資料を添えて

本部に伺い出ること。

(b) 船外機等に使用される材料であって外気に晒されるものにあ

っては、次の規格に適合する材料を「適当な材料」と取り扱
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って差し支えない。

(1) JIS Z 2371:2000「塩水噴霧試験方法」及び JIS A

1415:1999「高分子系建築材料の実験室光源による暴露試験

方法」
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(c) 細則第１編 23.0(a)、 23.1(a)、 23.2(a)及び (c)、 23.3(a)並

びに 23.4は本項について準用する。

第 23 条 機関は、容易かつ確実に操作、点検及び保守ができる適当な構造のものでなければならない。 

２ 主機を始動した際に急に発進するおそれのある小型船舶には、急発進を防止するための適当な措置を講じ

なければならない。 

３ 主機は、適当な装置を用いて容易かつ確実に小型船舶に後退力を与えることができるものでなければなら

ない。 

４ 遠隔操作装置により主機を操作する小型船舶には、その操作場所に必要な計器類を備え付け、かつ、当該

主機は、手動によつても操作できるものでなければならない。ただし、検査機関が当該主機の構造等を考慮

してさしつかえないと認める場合は、当該計器類を省略することができる。 

23.0 (a) ｢容易かつ確実に操作、点検及び保守ができる適当な構造の

もの｣とは、遠隔操作装置にあっては 23.1の要件に適合するこ

と。

(b) 遠隔操作装置に関する定義は次によること。

(1) ｢遠隔操作装置｣とは、機側以外の場所で主機の始動及び

停止その他の機関の作動のため必要な操作 (以下｢主機の操

作｣という。 )を行う装置（船外機におけるﾃｨﾗｰﾊﾝﾄﾞﾙを除

く。）をいう。ただし、機関に備え付けられている計器を

直視できること等により主機を常時監視できるような場所

に近接して設置されたものは含まない。

(2) ｢遠隔操作場所｣とは、遠隔操作装置により主機の操作を

行う場所をいう。

(3) ｢手動操作場所｣とは、｢遠隔操作場所｣以外の場所で主機

の操作を行う場所をいう。

23.1 (a) 遠隔操作装置は次のすべての要件に適合するものであるこ

と。

(1) 遠隔操作場所及び手動操作場所の操作装置には、次の表

示がなされていること。ただし、手動操作場所であって、

表示が著しく困難な場合、取扱説明書にその操作方法を明

示すること。

(ⅰ ) 前進、中立、後進を示す表示

(ⅱ ) 100%負荷を示す表示 (構造的に設計負荷以上とならな

い主機を除く。 ) 

(ⅲ ) 増減速方向を示す表示

(2) 遠隔操作装置は、遠隔操作から手動操作への切替えが容

易に行えるものであること。

(3) 複数の船員により運行される船舶にあっては、遠隔操作

場所と手動操作場所の相互間には遠隔操作装置の故障に際
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し、手動で円滑な操作ができるように適当な通信装置を設

けること。ただし、遠隔操作場所と手動操作場所が近接し

ていること等により大声で相互連絡がとれる場合は、この

限りでない。

(4) 次の要件に適合する安全装置を有するものであること。

(ⅰ ) 電源のそう失により主機が停止した後に、電源の復

帰により、自動的に再始動が行われないものであるこ

と。

(ⅱ ) 遠隔操作装置が故障した場合にも主機が過負荷とな

らないものであること。

(5) 複数の遠隔操作場所を設けた場合は、主たる操作場所と

の切替ｽｲｯﾁ及びいずれの場所で操作を行っているかを示す

表示を主たる操作場所に設けなければならない。ただし、

遠隔操作場所の操作盤と主たる操作場所の操作盤とが連動

しているものにあってはこの限りでない。

23.2 (a) ｢急に発進するおそれのある小型船舶｣とは、次のいずれかに

該当する小型船舶以外のものをいう。

(1) V L  3 6.

(2) 主機が１機の場合で、当該主機の連続最大出力が

3.3kW(4.5PS)未満のもの

(3) 主機が２機で同時に始動する構造となっている場合で、

当該主機の連続最大出力の合計が 3.3kW(4.5PS)未満のもの

(4) 主機が２機で同時に始動しない構造となっている場合

で、いずれの主機の連続最大出力も 3.3kW(4.5PS)未満のも

の

(5) その他急に発進するおそれがないと判断されるもの (関係

図面及び資料を添えて本部に伺い出ること。 ) 

(c) 次の ISO規格に適合するものについては、本項の要件に適合

するものと認めて差し支えない。

ISO 11547:1994「 Small craft –  Start-in-gear 

protection（舟艇－スタート・イン・ギヤ・プロテクショ

ン）」

23.3 (a) ｢適当な装置｣には、船外機の回頭方式 (1.5kW (2PS)以下のも

のにあっては左右 90度以上回頭するものでよい。 )のものも含

まれるものとすること。

23.4 (a) ｢必要な計器類｣とは、潤滑油圧力計 (圧力警報装置でもよい。)

及び回転計とすること。なお、操作場所には23.1(a)(5)の複数の
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遠隔操作場所の操作盤を含む。 

(b) ｢差し支えないと認める場合｣とは、次に掲げる場合であって、

それぞれの場合に応じ省略できる計器は、当該各号に掲げるもの

とすること。 

(1) 混合燃料油 (潤滑油と燃料を混合したものをいう。 )を用

いる機関の場合……潤滑油圧力計

(2) 強制潤滑方式以外 (分離給油方式を含む。 )の場合……潤

滑油圧力計

(3) 37kW(50PS)以下の船外機の場合……潤滑油圧力計及び回転

計

(4) 遠隔操作場所から機関に備え付けられている計器が直視

できる場合……潤滑油圧力計及び回転計

(5) 遠隔操作場所から機関の潤滑油圧力警報が確認できる場

合……潤滑油圧力計
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(d) 細則第１編 24.2、 24.4及び 24.6は本項について準用する。

第 24 条２ 機関は、前項のｶﾞｽを速やかに排出することができるような通風良好な場所に設置しなければならない。 

４ 排気管、消音器その他の機関の高熱部分で取扱者に障害を与えるおそれのあるもの又は火災の危険のあ

るものには、適当な防熱装置を備え付けなければならない。 

６ ｶﾞｿﾘﾝを燃料とする内燃機関を設置した区画には、爆発を防止するため、十分な能力を有する排気式機

械通風装置を備え付けなければならない。 

24.2 (a) ｢ｶﾞｽを速やかに排出することができるような通風良好な場

所｣とは、下記 (1)に該当する場所 (総区画容積１ m 3に対して当

該区画の隔壁に大気に直接暴露した開口が 0.34m 2以上ある場所

を除く。 )においては、下記 (2)に掲げる要件に適合する場所及

び第 24条第６項に適合する場所とする。

(1) 適用対象区画

(ⅰ ) ｶﾞｿﾘﾝ又は灯油用の燃料ﾀﾝｸが取り付けられた区画 (ﾎﾟ

ｰﾀﾌﾞﾙﾀﾝｸで、ﾀﾝｸの空気抜き管が開放場所に導かれてい

る合計内容積 25ﾘｯﾄﾙ未満のもののみが取り付けられた

区画を除く。 ) 

(ⅱ ) 灯油を燃料とする内燃機関を設置した区画。

(ⅲ ) 上記 (ⅰ )又は (ⅱ )の区画との間に開口がある区画 (開

口面積が､これらの区画間の隔壁面積の２ %以下の場合

を除く。 ) 

(2) 換気の要件

(ⅰ ) それぞれの区画には、暴露部に通じた吸気口 (又はﾀﾞ

ｸﾄ)及び排気口 (又はﾀﾞｸﾄ)が設けられ、換気が適切に行

われる構造のものであること。

(ⅱ ) 排気は安全な場所に排出されていること。

(ⅲ ) 吸気ﾀﾞｸﾄ及び排気ﾀﾞｸﾄの当該区画内の開口端は有効

に換気が行われるよう設けること。

(ⅳ ) 吸気口 (又はﾀﾞｸﾄ)及び排気口 (又はﾀﾞｸﾄ)の各断面積

は、次式の値以上であること。

(ｲ) V=0.5未満の場合  A=80V

(ﾛ) V=0.5を超え 2.0未満の場合  A=80V/３ +80/３

(ﾊ) V=2.0以上の場合  A=10V+60

ここで、 Aは吸気口 (又はﾀﾞｸﾄ)及び排気口 (又はﾀﾞｸﾄ)

の断面積 (cm 2)、 Vは換気される区画の正味容積 (m 3)。た

だし、

1) (換気される区画の正味容積 )/(換気される区画

の総容積 )<0.2のときは換気される区画の総容積の

0.2倍とする。
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2) 同一区画に燃料ﾀﾝｸとﾊﾞｯﾃﾘｰとが設けられている

場合は区画の総容積とする。

(b) 次の ISO規格に適合する区画に設置されるガソリン機関及びガ

ソリン用の燃料油タンクについては、本項に規定の「通風良好

な場所」に設置したものと認めて差し支えない。

ISO 11105:1997「 Small craft - Ventilation of petrol 

engine and/or petrol tank compartments （舟艇－ガソリン

機関区画及びガソリンタンク区画の換気）」

24.4 (a) ｢適当な防熱装置｣とは、珪酸ｶﾙｼｳﾑ、 ﾛｯｸｳｰﾙ又はｸﾞﾗｽｳｰﾙ等

の断熱材により表面の温度上昇が 100℃程度に抑制され、か

つ、断熱材への油の浸透による火災発生を防止するため断熱材

の表面を金属板、金属箔等で油密となるよう被覆すること。た

だし、船外機にあってはｶｳﾘﾝｸﾞ（ 100℃以上の耐熱性があり、

表面温度が 100℃を超えないもの）をもって「適当な防熱装

置」として差し支えない。また、循環水により冷却している排

気管等は、火災の危険がないものとして防熱の必要はない。

なお、取扱者が通常の作業時に触れるおそれのあるものに

は、この他に保護覆等を設けること。

(b) 排気管には塩化ﾋﾞﾆﾙを使用してはならない。

24.6 (a) ｢区画｣には、内燃機関を設置した区画との間に開口がある区

画を含むものとする。ただし、開口面積が、これらの区画間の

隔壁面積の２ %以下の場合を除く。なお、総区画容積１ m 3に対

して当該区画の隔壁に大気に直接暴露した開口が 0.34m 2以上あ

る区画は｢区画｣に含まれないものとする。

(b) ｢排気式機械通風装置｣とは、次に適合するものとすること。

(1) 内燃機関を設置した区画に設けるﾓｰﾀｰは、 JIS F 8004若

しくは JIS C 0903の規格に基づく爆発引火試験又は ISO 

8846:1990「 Small craft - Electrical devices - 

Protection against ignition of surrounding flammable 

gases （舟艇－電気装置－周囲の可燃性ガスへの引火防

止）」に定める試験に合格したもの。

(2) (1)の規定にかかわらず、駆動部が当該区画外にあるもの

にあっては、その区画とｶﾞｽ密になっている隔壁の軸貫通部

が気密となっているものとすることができる。

(3) 回転翼とその周囲の保護ｶﾊﾞｰ(回転翼が接触する可能性の

ない部分を除く。 )が接触した場合に火花が生じないような

材質により構成され、又は措置がなされているもの。
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(c) ｢十分な能力を有する｣とは、次の要件を満足することをい

う。

(1) それぞれの換気を要する区画には、暴露部に通じた吸気口

(又はﾀﾞｸﾄ)及び排気口 (又はﾀﾞｸﾄ)が設けられ、換気が適切

に行われる構造のものであること。

(2) 排気は安全な場所に排出されていること。

(3) 吸気ﾀﾞｸﾄ及び排気ﾀﾞｸﾄの当該区画内の開口端は有効に換

気が行われるよう設けること。

(4) 換気装置の能力は、当該区画を１時間に 20回以上換気で

きるものであること。

(5) 換気装置が作動していない場合にも、自然換気が行われ

る構造のものであること。

(d) 次の (i)の ISO規格の要件に基づいて設置される (ii)の ISO規

格に適合する通風装置については、本項に規定の「十分な能力

を有する排気式機械通風装置」に適合するものと認めて差し支

えない。

(ⅰ ) ISO 11105:1997「 Small craft - Ventilation of 

petrol engine and/or petrol tank compartments 

（舟艇－ガソリン機関区画及びガソリンタンク区画の

換気）」

(ⅱ ) ISO 9097:1991「 Small craft; electric fans （舟

艇－電動ファン）

(e) 細則第１編 25.0は本項について準用する。

第 25 条 主機、補助機関及びﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸系は、十分な強さの構造のものであり、かつ、連続最大出力(計画した状態

(主機にあつては、満載きつ水の状態で航行する状態)で安全に連続使用することができる機関の最大出力を

いう。以下同じ。)の状態において円滑に作動するものでなければならない。 

25.0 (a)(1) ｢十分な強さの構造｣とは、表 25.0<1>に掲げる主機等の据

付け方式に応じ、表 25.0<2>の基準に適合すること。

表 25.0<1> 主機等の据付け方式及び適用基準の区分

据付け

方式

適   用   基   準

原動機 動力伝達装置及び軸系

船内機 E1 及び E3 

ｱｳﾄﾄﾞﾗｲﾌﾞ装置及び

その他の動力伝達装

置 

S1、 S2 又は S3 

その他の軸系 S1 又は S2 

船内外機 E1 及び E3 S1、 S2 又は S3 

船外機 ｶﾞｿﾘﾝ機関 E2又は E3 E2、 S1、 S2 又は S3 
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ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機

関

E1又は E3 S1、 S2 又は S3 

表 25.0<2> 原動機、動力伝達装置及び軸系の適用基準

区

分

原動機 区

分

動力伝達装置及び軸系

E1 機関規則の内燃機関に関する規

定 (圧力試験に関する規定を除

く。 )に適合するもの又は日本

海事協会鋼船規則のﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機

関に関する規定 (圧力試験に関

する規定を除く。 )に適合する

もので陸上試運転を行ったも

の。

S1 機関規則の動力伝達装置及び軸

系に関する規定に適合するもの

又は日本海事協会鋼船規則の動

力伝達装置及び軸系に関する規

定に適合するもの若しくは日本

機械学会の動力伝達用歯車設計

資料調査研究分科会の「インボ

リュート円筒歯車の負荷容量計

算式」に適合するもの。なお、

これらの規定以外の規定を適用

する場合は、本部が認める場合

に限る。

E2 附属書 [8](｢ｶﾞｿﾘﾝ船外機のｸﾗﾝｸ

軸径等の強度基準｣)の規定に適

合するものであって、陸上試運

転を行ったもの。

S2 備考に定める基準に適合するも

の。

E3 当該機関の１気筒当りの爆発回

数で 10 7 回以上の時間の耐久試

験 (連続最大出力とする。 )を行

い各部に異常のないものの型式

と同一のものであって、陸上試

運転を行ったもの。

S3 当該機関の１気筒当りの爆発回

数で 10 7 回以上の時間の耐久試

験 (連続最大出力とする。 )を行

い各部に異常のないものの型式

と同一のものであって、陸上試

運転を行ったもの。
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備考  ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸系の基準

次の２条件を満足するﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸及び中間軸 (以下｢軸｣という。 )

に適合する。

6
106

90
108.1 46

2








dn

V
sn

Cs


かつ

この場合において、

:s ｽﾄﾛｰｸ(mm)

:n 機関の連続最大出力 (RPM) 

:d ｸﾗﾝｸ軸のｼﾞｬｰﾅﾙの実径 (mm)とする。

(1) 軸の径

3365
RSt

T
CDs




:Ds 軸の径 (mm)

:R 計算する軸の連続最大回転数 (RPM) 

:T 連続最大出力 (kW) 

:St 使用する材料の許容応力 (St 値 )で表 25.0<3>の値。

ただし、本表に掲げる値により難い場合は、資料を添

えて本部に伺い出ること。

:C 係数で表 25.0<4>の値

(備考 ) 

ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸及び中間軸に、ｷｰ及びﾉｯｸﾋﾟﾝ等の安全措置

を施すこと。

(2) 軸つぎ手ﾎﾞﾙﾄの径

1

3

75.0
Nd

Ds
d 

:d  軸つぎ手ﾎﾞﾙﾄの径 (mm)

:N  ﾎﾞﾙﾄの数

:1d  ﾋﾟｯﾁ円の径 (mm)

:Ds  軸つぎ手ﾎﾞﾙﾄの材料に応じて (1)により算定された軸

径 (mm) 
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ただし、使用材料の引張強さが 440N/mm 2 を超えるも

のにあっては、上記算式により得られた軸つぎ手ﾎﾞﾙﾄ

の径に次の 1k の値を乗じたものとすることができる。  

Sk /4401 

:S 使用材料の規格の最小引張強さ (N/mm 2) 

ただし、 S が 830 を超えるときは S を 830 とす

ること。

表 25.0<3> 

使用条件

使用材料

St (注 ) 

ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸 中間軸

腐食環境 非腐食環境

鍛鋼材  (注 ) 90 90 90 

機械構造用炭素鋼鋼材  (注 ) 90 110 110 

ｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼鋼材 90 140 260 

ﾆｯｹﾙｸﾛﾑﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ鋼鋼材 90 140 260 

ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼材 (ｵｰｽﾃﾅｲﾄ系 ) 80 90 90 

ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼材 (析出硬化系 ) 180 250 290 

高力黄銅棒 90 100 100 

ﾈｰﾊﾞﾙ黄銅棒 70 80 80 

特殊ｱﾙﾐﾆｳﾑ青銅棒 140 140 140 

注 :鍛鋼材又は機械構造用炭素鋼鋼材を用いる場合であって、当該材料

の 引 張 強 さ が 440N/mm 2 を 超 え る も の に あ っ て は 、 上 記 St 値 に

 
440

4403/2440  S
( 但 し 、 S: 使 用 材 料 の 規 格 の 最 小 引 張 り 強 さ

(N/mm 2))を乗じた値を修正 St 値とすることができる。

表 25.0<4> 

係数 ｶﾞｿﾘﾝ機関 ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関

Ｃ値
ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸 1.04 1.08 

中間軸 1.00 1.04 

(f) 細則第１編 26.1及び 26.2は本項について準用する。

第 26 条 内燃機関の気化器は、内燃機関が停止した場合自動的に燃料油の供給がしや断され、かつ、気化器の空気

入口から燃料又は可燃性ｶﾞｽが漏れないように装置したものでなければならない。 

２ 内燃機関のｼﾘﾝﾀﾞと気化器の間又は気化器の空気入口には、金網を備え付けなければならない。ただし、

ﾊﾞﾂｸﾌｱｲﾔのおそれのない構造の内燃機関については、この限りでない。
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26.1 (a) ｢自動的に燃料油の供給がしゃ断されるもの｣とは、次のもの

とすること。

(1) ﾌﾛｰﾄ式気化器でﾆｰﾄﾞﾙﾊﾞﾙﾌﾞにより燃料をしゃ断するも

の。

(2) 電子制御燃料噴射ｼｽﾃﾑにあっては、機関停止した際に加

え、電源喪失した際にも燃料が漏れださない構造のもので

あること。

(3) 直接噴射式のもの、その他 (1)、 (2)以外のものにあって

は、燃料ﾎﾟﾝﾌﾟが機関の回転に直結しているもの。

26.2 (a) 次の ISO規格に規定の「 flame arrester（フレームアレス

タ）」の要件に適合するものについては、本項本文に規定の

「金網」に適合するものと認めて差し支えない。

ISO 13592:1998「 Small craft - Backfire flame control 

for petrol engines （舟艇－ガソリン機関の火炎逆流制

御）」

（注）  次の ISO規格においては、気化器及び燃料噴射装置の

スロットルボディに対し、一部を除いて、 ISO 13592の

規定によるフレームアレスタの設置が要求される。

ISO 15584:2001「 Small craft - Inboard petrol 

engines - Engine- mounted fuel and electrical 

components （舟艇－ガソリン用船内機及び船内外機

－機関据付形の燃料系及び電気系コンポーネント）」

(b) ただし書の規定を適用するものは、ﾘｰﾄﾞ式 ﾊﾞﾙﾌﾞ、 ﾛｰﾀﾘ式 ﾊﾞﾙ

ﾌﾞ、 ﾋﾟｽﾄﾝ式 ﾊﾞﾙﾌﾞ又はこれに類するﾊﾞﾙﾌﾞを吸入系統に装置し

ている機関とすること。

(g) 細則第１編 28.2は本項について準用する。

第 28 条２ 内燃機関の電気点火装置のｺｲﾙ及び点火配電器は、爆発性ｶﾞｽに触れるおそれのない場所に設け、又は爆

発性ｶﾞｽによる爆発の危険のない構造のものでなければならない。 

28.2 (a) ｢爆発性ｶﾞｽに触れるおそれのない場所｣とは、第 24条第６項

により通風機を設けられた区画等とすること。

なお、船外等、ｶｳﾘﾝｸﾞや ﾊﾟｯｹｰｼﾞ等の覆いが為されている機

関にあっては、当該覆い内にｶﾞｽが滞留しない構造のものであ

ること。

(b) ｢爆発性ｶﾞｽによる爆発の危険のない構造のもの｣とは、次の

いずれかとする。

(1) ｶﾞｽ密構造のもの
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(2) ｵｿﾞﾝ抜き穴に 150ﾒｯｼｭ以上の金網が設けられていて、か

つ、内部爆発に耐えられる強度を有しているもの

(3) 次の ISO規格に適合するもの

ISO 8846:1990「 Small craft - Electrical devices - 

Protection against ignition of surrounding flammable 

gases （舟艇－電気装置－周囲の可燃性ガスへの引火防

止）」

(h) 細則第１編 30.0は本項について準用する。

第 30 条 主機には、連続最大回転数(連続最大出力の状態における機関の回転数をいう。)における速度上昇を瞬時

に 1.2 倍以内に制御できる過速度調速機を備え付けなければならない。ただし、検査機関が当該主機の構造

等を考慮してさしつかえないと認める場合は、この限りでない。 

30.0 (a) 「検査機関が当該主機の構造等を考慮してさしつかえないと

認める場合」とは、次のものとする。

(1) 気化器を用いる火花点火機関で調速機を備え付けたもの

と同程度の調速性能を有するもの

(2) ｶﾞｿﾘﾝ機関であって過回転防止機構を有するもの

(i) 細則第１編 31.0は本項について準用する。

第 31 条 潤滑油装置は、適当な位置に圧力計若しくは油の流動状況が見える装置又はこれらに準ずる装置を備え付

けたものでなければならない。ただし、検査機関が当該主機又は補助機関の構造等を考慮してさしつかえな

いと認める場合は、この限りでない。 

31.0 (a) ｢準ずる装置｣とは、強制潤滑式のものにあっては圧力警報装

置又はﾗﾝﾌﾟ表示方式のものとすること。

(b) ただし書の規定を適用するものは、混合燃料を使用して潤滑

を行う機関とすること。

(j) 細則第１編 31-2.0は本項について準用する。

第 31 条の２ 強制潤滑式(ﾍｯﾄﾞﾀﾝｸを用いる方式を含む。)の主機及び主要な補助機関(発電機を駆動する補助機関及

び小型船舶の推進に関係のある補機を駆動する補助機関をいう。)には、潤滑油のこし器を設けなけれ

ばならない。 

31-2.0 (a) ｢強制潤滑式｣とは、ﾎﾟﾝﾌﾟ等により潤滑油を機関に供給し

、潤滑するものをいう。

(b) ｢潤滑油のこし器｣には、分離給油方式の船外機の潤滑油の

｢油こし網｣を含む。

(k) 細則第１編 32.1及び 32.2は本項について準用する。

第 32 条 ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸の軸身が水により腐食されるおそれのある場合は、当該ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸の軸身には、適当な防食措置を

施さなければならない。 

２ 前項のﾌﾟﾛﾍﾟﾗ軸のｽﾘｰﾌﾞの船尾端とﾌﾟﾛﾍﾟﾗﾎﾞｽの間は、水が浸入しないよう適当な措置を講じなければなら

ない。 

32.1 (a) ｢腐食されるおそれのある場合｣とは、次に掲げるもの以外の

ものとする。

(1) ｽﾃﾝﾚｽ鋼棒 (ｵｰｽﾃﾅｲﾄ系及び析出硬化系に限る。 )
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(2) 高力黄銅棒

(3) ﾈﾊﾞｰﾙ黄銅棒

(4) ｱﾙﾐﾆｳﾑ青銅棒

(b) ｢適当な防食措置｣とは、図 32.1<1>のような構造のものとす

ること。
青銅鋳物または黄銅鋳物製スリーブ

プロペラ軸

プロペラ

青銅鋳物または黄銅鋳物製スリーブ

プロペラ軸

プロペラ防食ペイントを塗って銅板を巻いたもの
または、ゴム等で防食したもの

図 32.1<1> 適当な防食措置

32.2 (a) ｢適当な措置｣とは、図 32.2<1>のような構造のものとすること

。 

プロペラ軸

ナット

ゴムパッキン

プロペラボス

図 32.2<1> 水が浸入しないような適当な措置

(l) 小安則第 33条については次によること。

(1) 第１項の｢始動に圧縮空気を必要とする内燃機関｣とは、

通常は空気始動をするが手動でも始動できる内燃機関以外

の内燃機関とすること。  

(2) 第１項の｢適当な空気ﾀﾝｸ｣とは、第２種小型漁船にあって

は２本以上、第１種小型漁船にあっては１本以上の空気ﾀﾝｸ

で自己逆転機関にあっては 12回以上、間接逆転方式 (船外機

で回頭できるもの及び可変ﾋﾟｯﾁﾌﾟﾛﾍﾟﾗを含む。 )のものにあ

っては、６回以上始動できる容量のものを標準とすること。

(3) 第１項の適当な充気装置とは、 (2)の空気ﾀﾝｸに 1時間以内

を標準にして所定の圧力に充気できる動力圧縮機又は充気

弁及び手動圧縮機とすること。ただし、第１種小型漁船で

あって空気ﾀﾝｸを２本持っている場合は、動力圧縮機又は手

動圧縮機１台のみとすることができる。  

(4) 第４項の｢十分な容量の畜電池｣とは、再充電しないで前

記 (2)に規定する回数だけ始動できるものとすること。
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(m) 細則第１編 34.0(a)は本項について準用する。

第 34 条 補機及び管装置は、十分な強さの構造のものであり、かつ、使用状態において円滑に作動するものでなけ

ればならない。 

34.0 (a) ｢十分な強さの構造｣とは、次のいずれかとする。

(1) 細則第２編 2-1-4(2)(ⅲ )表 2-3の圧力に耐える構造のもの

(2) 次のいずれかの ISO規格に適合する構造のもの

(ⅰ ) ISO 10088:2001「 Small craft - Permanently

installed fuel systems and fixed fuel tanks （舟

艇－恒久的に取り付けられた燃料装置及び燃料タン

ク）」

(ⅱ ) ISO 21487:2006「 Small craft -- Permanently 

installed petrol and diesel fuel tanks（舟艇－固

定式ガソリン及びディーゼル燃料タンク）」

(n) 細則第１編 34-2.0は本項について準用する。

第 34 条の２ 計画圧力を超えるおそれのある管系には、逃し弁又はこれに代わる安全装置を備え付けなければなら

ない。 

34-2.0 (a) ｢計画圧力を超えるおそれのある管系｣とは、ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ式、

歯車式等構造上計画圧力を超えるおそれのあるﾎﾟﾝﾌﾟの吐出

側をいう。

(o) 細則第１編35.1(a)、35.3及び35.4は本項について準用する。

第 35 条 燃料油ﾀﾝｸは、鋼板又はこれと同等以上の材料を使用したものであり、かつ、容易に油量の確認、内部の

点検及び掃除ができる構造のものでなければならない。 

３ 燃料油管及びその接手は、使用する燃料油の種類に応じ適当な材料及び種類のものとし、かつ、燃料油ﾀﾝ

ｸ壁に連結する部分に確実に閉鎖できる弁又はｺﾂｸを備え付けたものでなければならない。

４ 燃料油ﾀﾝｸには、空気管を設け、その端を排出ｶﾞｽによる危険のない場所に導き、排出ｶﾞｽの流通の妨げ又

は波浪の浸入のおそれのないよう装置しなければならない。 

35.1 (a) ｢鋼板又はこれと同等以上の材料｣とは、次によること。

(1) 附属書 [9-1]の規定に適合する小型船舶用ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製持ち

運び式燃料油ﾀﾝｸ(以下 35.1において｢ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製持運び式油

ﾀﾝｸ｣という。 )及び附属書 [9-2]の規定に適合するﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

製船体固定式ｶﾞｿﾘﾝ燃料油ﾀﾝｸ(以下 35.1において｢船体固定

式ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ｣という。 )以外の燃料油ﾀﾝｸにあっては、表

35.1<1>の材料とする。ただし、次のいずれかの ISO規格に

適合するものについては、この限りでない。

(ⅰ ) ISO 10088:2001「 Small craft - Permanently 

installed fuel systems and fixed fuel tanks （舟艇

－恒久的に取り付けられた燃料装置及び燃料タンク）」

(ⅱ ) ISO 21487:2006「 Small craft - Permanently 

installed petrol and diesel fuel tanks（舟艇－固

定式ガソリン及びディーゼル燃料タンク）」
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また、船体の一部を形成しない燃料油ﾀﾝｸにあっては表

35.1<1>の最小板厚を標準とすること。ただし、船外機用

の持運び式燃料油ﾀﾝｸ(公称容量 30ﾘｯﾄﾙ以下のものに限

る。 )であって、タンクの内外面に亜鉛メッキ又はこれと

同等以上の防食措置を施しているもの、又は次の ISO規格

に適合するものについては、この限りでない。

ISO 13591:1997「 Small craft - Portable fuel 

systems for outboard motors （舟艇－携帯用燃

料装置）」

なお、この基準により難い場合は、関係図面及び資料を

添えて本部に伺い出ること。

表 35.1<1> 

材料 最小板厚

(ﾐﾘﾒｰﾄﾙ)

備考

鋼板 (JIS G 3101,3106等 ) 2.0 *1

ｱﾙﾐ板 (JIS H 4000) 2.5 

銅ﾆｯｹﾙ合金 (JIS H 3216) 1.5 

ｽﾃﾝﾚｽ鋼 (ｵｰｽﾃﾅｲﾄ系 ) 1.2 

ｽﾃﾝﾚｽ鋼 (ﾌｪﾗｲﾄ系 ) 1.5 

FRP - *2

その他のもの - *3

備  考

*1. 鋼板の場合は、外面に防食塗装をすること。また、引火点 60

℃未満の燃料油に用いる場合はﾀﾝｸ内面も亜鉛ﾒｯｷ又はこれと同

等以上の防食措置を施すこと。

*2. FRPﾀﾝｸ用の材料であってﾏｯﾄ及びﾛｰﾋﾞﾝｸﾞｸﾛｽで構成され、か

つ、ｶﾞﾗｽ繊維の質量が 2500g/m 2以上のもの。 (ｽﾌﾟﾚｰｱｯﾌﾟのもの

を除く。 ) 

*3. 次の試験に合格したもの。
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125mm
40mm

ブンゼンバーナー
(プロパンガス使用)

外面

内面 供試体

(注)内炎の先を供試体にあてること

図 35.1<1> 材料の耐炎試験

ﾌﾞﾝｾﾞﾝﾊﾞｰﾅｰにより図 35.1<1>のような炎をつくり、内炎の

先端を供試体の外面に当て 10分間以上 (水上ｵｰﾄﾊﾞｲ等水上にお

いて横転、再航走を繰り返し使用され、火災に対する考慮が

なされているものにあっては 2分 30秒間として差し支えな

い。 )加炎して内面に異常が生じず、かつ、試験後頂板上 2.5ﾒ

ｰﾄﾙの水高圧力に耐えるもの。ただし、保護ｶﾊﾞｰがついている

船外機頭上設置型燃料ﾀﾝｸであって容量が５ﾘｯﾄﾙ以下のものに

用いられる材料にあっては、加炎時間を 30秒間としても差し

支えない。

なお、容量が 10ﾘｯﾄﾙ未満の高分子材料の燃料油ﾀﾝｸについて

は、外国の公的機関の証明書を有し、外国規則の適用状況を

調査して適当なものと確かめられたものは燃料油ﾀﾝｸの耐炎試

験を省略して差し支えない。

(2) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製持運び式燃料油ﾀﾝｸは、次の要件に適合している

こと。

(ⅰ ) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製持運び式燃料油ﾀﾝｸは附属書 [9-1]の試験及

び基準に適合したものであること。ただし、次の ISO規

格に適合するものについては、附属書 [9-1]5.(2)の試験

は省略して差し支えない。

ISO 13591:1997「 Small craft - Portable fuel 

systems for outboard motors （舟艇－携帯用燃料

装置）」

(ⅱ ) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製持運び式燃料油ﾀﾝｸを船舶に備え付ける方法

は次によること。

(ｲ) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製持運び式燃料油ﾀﾝｸに接続する燃料配管

の着脱継手は、当該継手が離脱した場合に燃料の漏

れを自動的にしゃ断する構造のものであること。

(ﾛ) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製持運び式燃料油ﾀﾝｸは、風通しのよい場所

にあって、かつ、当該ﾀﾝｸより燃料油が流出した場合に

当該燃料油が広範囲に広がる恐れの少ない場所(ﾄﾘﾑし
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た甲板の後端付近を含む。)に設置すること。 

(ﾊ) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製持運び式燃料油ﾀﾝｸは、移動しないよう

に、かつ、振動等により摩耗しないように固定する

こと。

(ﾆ) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製持運び式燃料油ﾀﾝｸは、排気管、消音器

その他の高熱部から十分離し、かつ、当該高熱部の

真上に設けることとならないように配慮すること。

ただし、配置上これにより難い場合は、適当な防熱

措置及び漏油を当該高熱部からしゃ蔽する装置を施

したときに限り、これによらないことができる。

(ﾎ) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製持運び式燃料油ﾀﾝｸは、当該ﾀﾝｸの開口部

が電気機械又は電気器具に近接しない場所に配置する

こと。 

(3) 船体固定式ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾀﾝｸは、次の要件に適合していること。

(ⅰ ) 船体固定式ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾀﾝｸは、附属書 [9-2]に規定する基

準に適合したものであること。

(ⅱ ) 船体固定式ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾀﾝｸを船体に据え付ける方法は次に

よること。

(ｲ) 船体固定式ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾀﾝｸは、船体の構造の一部を構

成せず、甲板、隔壁その他の船体の構造部材を支持

するものでなく、備付け面においていかなる方向に

も移動しないように固定されていること。

(ﾛ) 船体固定式ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾀﾝｸは、機関の上部に据え付け

てはならないこと。

(ﾊ) 25G 未満の垂直方向加速度により附属書 [9-2]に規

定する衝撃試験を行った船体固定式ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾀﾝｸは、

船体の長さの 1/2 より後部に設置すること。

35.3 (a) ｢燃料油管の適当な材料｣とは、次のものとすること。

(1) 鋼管

(2) 銅管

(3) ｱﾙﾐ管

(4) ｺﾞﾑﾎｰｽにあっては、次の要件のいずれかに適合しているもの

(ⅰ ) JIS K 6343 ｢送油用ｺﾞﾑﾎｰｽ｣の規格のうち、ｺﾞﾑ層の

引張り強さ及び伸びの試験、ｺﾞﾑ層の老化試験及びｺﾞﾑ

層の耐油試験に合格したものにあっては、図 35.3<1>

の耐炎試験に合格したものであって内径が 26mm以下の

もの
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125mm

40mm

ブンゼンバーナー
(プロパンガス使用)

供試体

(注)内炎の先を供試体にあてること

 

図 35.3<1> 

(ｲ) 船外機に用いられるものであって内径が 13mm以

下のものにあっては 15秒間加炎し、その後最高使

用圧力の 1.25倍の圧力をかけ、漏れないもの。  

(ﾛ) (ｲ)以外に用いられるものであって内径が13mm以下

のものにあっては30秒間、内径が13mmを超え26mm以

下のものにあっては60秒間加炎し、その後最高使用

圧力の1.25倍の圧力をかけ、漏れないもの。 

(ⅱ ) ISO 7840:2004「 Small craft - Fire-resistant   

fuel hoses（舟艇－耐火性燃料ホース）」の要件に適

合しているもの。ただし、機関が設置されている区画

以外の場所において使用する場合は、 ISO 8469:2006

「 Small craft - Non-fire-resistant fuel hoses

（舟艇－非耐火性燃料ホース）」の要件に適合してい

るものを使用して差し支えない。なお、燃料油ﾀﾝｸと

機関を接続する管等常時ｶﾞｿﾘﾝが滞留又は通過するも

のにあっては、上記規格に基づく燃料浸透率試験によ

る燃料浸透率が 24時間あたり 100g/m 2以下のもの (｢A1｣

又は｢B1｣であること (表 35.3<1>参照 )。 )。  

表 35.3<1> 燃料ﾎｰｽの使用区分  

燃料の種類及び使用形態  機関室内  機関室外  

ｶﾞｿﾘﾝ燃料  

常時燃料が滞留

又は通過  
｢A1｣ ｢A1｣又は｢B1｣ 

一時的な燃料の

通過のみ  
｢A1｣又は｢A2｣ 

｢A1｣、 ｢A2｣、 ｢B1｣又は

｢B2｣ 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃料  ｢A1｣又は｢A2｣ 
｢A1｣、 ｢A2｣、 ｢B1｣又は

｢B2｣ 

 備考  

A：  耐火燃料ﾎｰｽ 

B：  非耐火燃料ﾎｰｽ 

1：  燃料浸透率が 24 時間あたり 100g/m 2 以下のﾎｰｽ 

2：  燃料浸透率が 24 時間あたり 300g/m 2 以下のﾎｰｽ 
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(b) ｢接手の適当な材料及び種類｣とは、次のものとすること。

(1) 金属管を用いる場合

(ⅰ ) 溶接接手

(ⅱ ) ﾌﾗﾝｼﾞ接手

(ⅲ ) ﾕﾆｵﾝ接手

(2) ｺﾞﾑ管を用いる場合ｺﾞﾑ管と接続される管との関係が図

35.3<2>に適合し、かつ、ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ式、ねじ締め式のﾊﾞﾝﾄﾞで

締め付ける方式又はかしめ式のもの。

D 1.6D 以上

ゴム管

1.05D 以上 1.15D 以上

1.2D 以上

接続部分4D以上

ゴム管が接続される管

図 35.3<2> ｺﾞﾑ管と連続される管との関係

(c) 次のいずれかの ISO規格に適合する燃料油管及びその接手に

ついては、「適当な材料及び種類」に適合するものと認めて

差し支えない。

(ⅰ ) ISO 15584:2001「 Small craft - Inboard petrol 

engines - Engine- mounted fuel and electrical 

components （舟艇－ガソリン用船内機及び船内外機

－機関据付形の燃料系及び電気系コンポーネント）」

(ⅱ ) ISO 16147:2002「 Small craft - Inboard diesel 

engines - Engine- mounted fuel and electrical 

components （舟艇－船内ディーゼル機関―機関据付

形の燃料系及び電気系コンポーネント）」

(d) ﾀﾝｸ頂部に燃料油管が接続され、当該接続部分からﾀﾝｸ頂部よ

り高い位置にある弁又はｺｯｸまでの間の燃料油管内の燃料油が

滞留することなしにﾀﾝｸに戻る構造を有する場合は、弁又はｺｯｸ

が燃料油ﾀﾝｸ壁に連結する部分に備えられていなくても差し支

えない (図 35.3<3>参照 )。
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図 35.3<3> 弁又はｺｯｸを燃料油ﾀﾝｸ壁に連結させなくて良い場合  

(e) ﾀﾝｸの頂部より低い位置に燃料油管が配置されない場合は、

弁又はｺｯｸを備え付けなくても差し支えない (図 35.3<4>参照 )。  

 

 

 

 

 

 

 

図 35.3<4> 弁又はｺｯｸを備え付けなくてよい場合  

(f) 次の ISO規格に適合する燃料油管及びその接手については、

本項の要件に適合するものと認めて差し支えない。  

ISO 10088:2001「 Small craft - Permanently installed 

fuel systems and fixed fuel tanks （舟艇－恒久的に取

り付けられた燃料装置及び燃料タンク）」  

35.4 (a) ｢空気管｣の内径は 14mm又は機関に燃料を供給する燃料油管の

最小内径以上を標準とすること。  

 なお、燃料ﾀﾝｸの構造、容量等からこの基準により難い場

合は、関係図面及び資料を添えて本部に伺い出ること。  

(b) 次の ISO規格の燃料油タンクに設けられる「 vent lines（ベ

ントライン）」の要件に適合する空気管については、本項の

要件に適合するものと認めて差し支えない。  

ISO 10088:2001「 Small craft - Permanently 

installed fuel systems and fixed fuel tanks 

（舟艇－恒久的に取り付けられた燃料装置及び燃料タ

ンク）」  
 

 
燃料油ﾀﾝｸ 

(省略可）  

ﾊﾞﾙﾌﾞ 燃料油管  

(省略可 ) 

機  関  

燃料ﾀﾝｸ 

燃料油管  

機  関  
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(p) 細則第１編 36.1は本項について準用する。

第 36 条 燃料油ﾀﾝｸ、こし器等は、排気管、消音器その他の高熱部から十分離し、かつ、当該高熱部の真上に設け

ることとならないように配置しなければならない。ただし、配置上これにより難い場合は、適当な防熱措置

及び漏油を当該高熱部からしやへいする措置を施したときに限り、これによらないことができる。 

36.1 (a) 次の ISO規格に従って配置する燃料油タンクについては、本

項本文の要件に適合するものと認めて差し支えない。

ISO 10088:2001「 Small craft - Permanently 

installed fuel systems and fixed fuel tanks 

（舟艇－恒久的に取り付けられた燃料装置及び燃料タ

ンク）」

(b) ただし書の規定を適用する場合には、船外機の頭上式燃料

油ﾀﾝｸ壁の表面温度が 43℃を超えないような防熱措置をし、漏

油をしゃ蔽する措置をしたときとすること。ただし、燃料油ﾀﾝ

ｸ壁の表面温度が 43℃を超えないものは、この限りでないもの

とすること。

(q) 細則第１編 37.1及び 37.2は本項について準用する。

第 37 条 燃料油ﾀﾝｸの内部の液量を計測するための装置は、破損により当該燃料油ﾀﾝｸの内部の燃料油が流出するお

それのないものでなければならない。 

２ 引火点が摂氏 60 度以下の燃料油を使用する燃料油ﾀﾝｸには、ｶﾞﾗｽ油面計を用いてはならない。 

37.1 (a) 液量計測装置に使用する材料は、表 35.1<1>備考 *3.の耐炎試

験に合格し、かつ、耐油性のあるものでなければならない。た

だし、無機ｶﾞﾗｽ及び当該液量計測装置が破損した場合でも、ﾀﾝ

ｸ内の燃料油が流出しない構造の液量計測装置にあっては、耐

炎試験を省略できる。

(b) 連通管を用いて油面を直接視認できる構造の｢ｶﾞﾗｽ油面計｣

は、破損によりﾀﾝｸ内の燃料油が流出しないよう弁又はｺｯｸを備

え付けたものであり、かつ、外傷を防止するための保護装置が

あること。

(c) 次の ISO規格に適合するディーゼル用の燃料油タンクに設け

られる「 sounding pipe（油面計）」については、本項の要件

に適合するものと認めて差し支えない。

ISO 10088:2001「 Small craft - Permanently 

installed fuel systems and fixed fuel tanks （舟艇

－恒久的に取り付けられた燃料装置及び燃料タンク）」

37.2 (a) ｢引火点｣とは、密閉式引火点測定器により測定されたものと

する。
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(r) 細則第１編 37-2.0は本項について準用する。

第 37 条の２ 喫水線付近又は水中に排気口を有する排気管装置は、当該排気口から海水が機関に浸入することを防

止するための措置が講じられたものでなければならない。 

37-2.0 (a) ｢喫水線付近又は水中に排気口を有する排気管装置｣とは、

排気口を設ける位置に応じて次のいずれかによること。

(1) 喫水線付近に排気口を有する場合 (排気口の一部が最高

喫水線と最高喫水線上 500mmの位置の間に設けられている

場合をいう。 ) 

(ⅰ ) 排気管の一部を開口部より上方にわん曲させるこ

と等により、海水が内燃機関に浸入しないよう措置

すること。

(ⅱ ) 最高喫水線より下方の排気管については外板と同

等以上の構造等であること。

図 37-2.0<1> 

図 37-2.0<2> 

(2) 水中に排気口を有する場合 (排気口の上端が最高喫水線

より下方に設けられる場合をいう。 )は、次によること。

(ⅰ ) 最高喫水線上 100mmの位置から上方の排気管の一部

を上方にわん曲させること等により、海水が内燃機

関に浸入しないよう措置すること。

(ⅱ ) 排気管の最高喫水線上 100mm下方の部分 (以下｢水中

部分｣という。 )は船体に作り付けたﾄﾗﾝｸの中を通す

こと。

(ⅲ ) 排気管の水中部分の材料は、耐食性のものとする

こと。



4 編 -3 章 -25 

(ⅳ ) ﾄﾗﾝｸの強度は船底外板と同程度以上のものとし、

船底外板に強固に取り付けること。

(ⅴ ) ﾄﾗﾝｸの排気管貫通部分は水密構造とし、排気管はﾄ

ﾗﾝｸに強固に取り付けること。

(ⅵ ) 排気管の内燃機関出口とﾄﾗﾝｸ貫通部分の間に防振

継手を設けること。

(ⅶ ) 排気管内に注水する等により排気管外周の温度を

下げること。

(ⅷ ) 内燃機関低出力時の換気のため、次の方法により

排気管の支管を設けること。

(ｲ) 排気管 (主管 )からの支管取り出し口は排気管

(主管 )のﾄﾗﾝｸ貫通部より上方とし、支管出口は最

高喫水線より上方とすること。

(ﾛ) 支管の一部を上方にわん曲させること。

図 37-2.0<3> 

(s) 細則第１編 38.1は本項について準用する。

第 38 条 船外から水を吸入する管及び船外へ水を排出する管は、直接又は適当な器具をもつて外板に取り付けた弁

又はｺﾂｸに連結しなければならない。ただし、検査機関が当該管の配置等を考慮してさしつかえないと認め

る場合は、この限りでない。 

38.1 (a) ｢適当な器具｣とは、次のものとすること。

(1) ﾃﾞｨｽﾀﾝｽﾋﾟｰｽ

(2) 座金

(3) 船体の一部を形成する海水箱等

(b) 次の ISO規格に従って、外板に取り付けた弁又はコックに対

して吸入管又は排出管を連結するものについては、本項本文の

要件に適合するものと認めて差し支えない。
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(ⅰ ) ISO 9093-1:1994「 Small craft - Seacocks and 

through-hull fittings - Part 1: Metallic （舟艇

－海水コック及び船体貫通金物－第 1部：金属性）」

(ⅱ ) ISO 9093-2:2002「 Small craft - Seacocks and 

through-hull fittings - Part 2: Non-metallic 

（舟艇－海水コック及び船体貫通金物－第 2部：非金

属性）」

(c) ただし書の規定を適用するものは、次のものとすること。

(1) ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾕﾆｯﾄから吸排水するもの。

(2) 最高喫水線上 500mm以上の位置に開口している船外排出

管又は最高喫水線より上方に開口しているもので管の一

部を上方にわん曲させているもの。

(3) 37-2.0(a)に規定する排気管内に排水するもの。

(4) 7.2(a)(1)に掲げる (ⅰ )から (ⅳ )までの要件をすべて満た

す船舶又は米国ﾎﾞｰﾄ安全規則 (CFR33§183.235 level

flotation test)のﾚﾍﾞﾙﾌﾛｰﾃｰｼｮﾝの要件に適合しているこ

とを、第３者機関が発行した証明書 (試験結果及び計算結

果を含む )により適合していることを確認した船舶に設置

されるもの。

(t) 細則第１編 40.0は本項について準用する。

第 40 条 小型船舶には、次の表に定める備品を機関室又は船内の適当な場所に備え付けなければならない。ただ

し、検査機関が必要がないと認めるものにあつては、この限りでない。 

備 品 の 名 称 数 量 

ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ １組 

ﾚﾝﾁ １組 

ﾌﾟﾗｲﾔｰ １個 

ﾌﾟﾗｸﾞﾚﾝﾁ １個 

備考 

ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ及びﾚﾝﾁにあつては、各種ねじに使用できるものを１組とする。

40.0 (a) 各種の形状及び寸法のﾎﾞﾙﾄ、 ﾅｯﾄ等に使用できる場合は、ﾚﾝﾁ

１組に代えてﾓﾝｷﾚﾝﾁ１個を備え付けてもよい。
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第４章  排水設備  

(ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟ)
第 20 条 第２種小型漁船には、動力ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟ及び手動ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟ各１台を備え付けなければならな

い。 

２ 第１種小型漁船には、ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟ１台を備え付けなければならない。ただし、検査機関が認め

る場合は、あかくみ及びﾊﾞｹﾂ各１個を備え付けておくことをもつて足りる。 

1項…一部改正･２項…追加[昭和 53年６月農･運令２号] 

20.1 (a) 第２種小型漁船に備え付ける動力ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟ(主機駆動のも

のを含む。 )は、次式により算定される容量以上の能力を有す

るものであること。

 10120100  L ﾘｯﾄﾙ/時

ただし、 Lは船の長さ (ﾒｰﾄﾙ)で、船の長さが 10ﾒｰﾄﾙ以下のも

のにあっては L =10とする。  

20.2 (a) ただし書の｢認める場合｣とは、船外機を主機とする小型漁船

の場合とし、これ以外の場合については、当該小型漁船が通常

操業する水域の範囲、当該小型漁船の構造等の資料を添えて本

部に伺い出ること。  

(小型船舶安全規則の準用 ) 
第 21 条  小型船舶安全規則第 42 条の規定は、小型漁船の排水設備について準用する。この場合におい

て、同条中｢小型船舶｣とあるのは、｢小型漁船｣と読み替えるものとする。 

本条…全部改正[昭和 53年６月農･運令２号･平成６年５月１号] 

21.0 (a) 細則第１編 42.1は本項について準用する。

第 42 条 小型船舶には、船内の各区画からﾋﾞﾙｼﾞを確実に排出することができるようにﾋﾞﾙｼﾞ吸引管の配置その他の

適当な措置を講じなければならない。 

42.1 (a) ｢船内の各区画｣とは、船体、水密隔壁、水密甲板等により囲

まれる区画をいう。

また、以下のようなﾋﾞﾙｼﾞが溜まる可能性が無い区画は除外

する。

(1) 発泡剤等が充填されている区画

(2) 開口部がﾎﾞﾙﾄ締め等で水密に閉鎖された通常使用されな

い小区画

(b) ｢その他の適当な措置｣は、次によること。

(1) 当該船舶の航行区域、各区画の大きさ、運航形態等を勘

案してﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟの種類、能力、配管の有無等排水手段を

選択すること。

(2) 縦通材、ﾌﾛｱ等でﾋﾞﾙｼﾞの吸引が阻害される場合は、ﾘﾝﾊﾞｰ

ﾎｰﾙを設ける等適当に措置すること。

(c) 次の ISO規格に適合する措置については、本項の要件に適合

するものと認めて差し支えない。

ISO 15083:2003「 Small craft - Bilge-pumping systems 

（舟艇－ビルジポンプ装置）」
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第５章  操舵
だ

、係船及び揚 錨
びょう

の設備  

(補助の操舵
だ

装置 ) 

第 22条 動力による操舵
だ

装置を常用する小型漁船には、補助の操舵
だ

装置を備え付けなければならない。 

(舵柄の回転止め ) 

第 23 条 甲板上には、舵柄の回転止めを備え付けなければならない。ただし、検査機関が当該操舵
だ

装置

の構造等を考慮してさしつかえないと認める場合は、この限りでない。 

本条…一部改正[昭和 53年 6月農･運令 2号] 

23.0 (a) 操舵
だ

装置に舵柄の回転止めの装置を組み込んだもの及び手動

により直接舵柄を作動するものにあっては、回転止めを備え付

けることを要しない。

(小型船舶安全規則の準用 ) 
第 24 条 小型船舶安全規則第 43 条第１項及び第３項、第 44 条並びに第 45 条の規定は、小型漁船の操

舵
だ

、係船及び揚錨
びょう

 の設備について準用する。この場合において同令第 43 条第３項、第 44 条及

び第 45 条中｢小型船舶｣とあるのは｢小型漁船｣と、同条中｢航行する航路等｣とあるのは｢通常操業

する水面における気象、水象等の条件｣と読み替えるものとする。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号]、一部改正[昭和 55年５月農･運令１号] 

24.0 (a) 細則第１編 44.0は本項について準用する。

第 44条 小型船舶には、適当な係船装置及び係船索を備え付けなければならない。 

44.0 (a) ｢適当な係船装置及び係船索｣は、下表を標準とすること。

表 44.0<1> 

径 (mm) 

L(m) ﾏﾆﾗ麻索の

場合

ﾅｲﾛﾝ索、

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ索

の場合

ﾋﾞﾆﾛﾝ索、

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ索

の場合

索の長さ

(m) 

数量 (本 ) 

３未満 ９ ６ ７ 4.5 ２

３以上４未満 10 ７ ８ 6.0 ２

４以上６未満 11 ８ ９ 9.0 ２

６以上８未満 13 ９ 11 12.0 ２

８以上 10 未満 16 11 13 15.0 ２

10 以上 12 未満 18 13 15 18.0 ２

12 以上 14 未満 20 14 17 21.0 ２

14 以上 16 未満 22 15 18 24.0 ２

16 以上 18 未満 24 17 20 27.0 ２

18 以上 20 未満 26 18 21 30.0 ２

20 以上 22 未満 30 21 25 35.0 ２

22 以上 24 未満 34 24 28 40.0 ２
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(b) 細則第１編 45.0(a)は本項について準用する。

第 45条 小型船舶には、適当なｱﾝｶｰ及びｱﾝｶｰﾁｴﾝ又はｱﾝｶｰ索を備え付けなければならない。ただし、検査機関が当

該小型船舶の航行する航路等を考慮してさしつかえないと認める場合は、この限りでない。 

45.0 (a) ｢適当なｱﾝｶｰ及びｱﾝｶｰﾁｴﾝ又はｱﾝｶｰ索 ｣は、下表を標準とする

こと。

ただし、下記の表以外のｱﾝｶｰであって、附属書 [10]の試験に

より求めた最大把駐力係数 (λ )が 12以上のものはﾀﾞﾝﾎｰｽｱﾝｶｰ

と、 12未満８以上のものは CQR又はﾌﾞﾙｰｽｱﾝｶｰと、８未満４以上

のものは日本型錨と同等に取扱って差し支えない。

表 45.0<1> 

ｱﾝｶｰ ｱﾝｶｰ索

重量 (kg) 径 (mm) 

L(m) 
ﾀﾞﾝﾎｰｽｱ

ﾝｶｰの場

合

CQR 又

はﾌﾞﾙｰｽ

ｱﾝｶｰの

場合

日 本 型

錨 の 場

合 

ﾏ ﾆ ﾗ麻

索の場

合

ﾅ ｲ ﾛ ﾝ

索、ﾎﾟ

ﾘｴｽﾃﾙ

索の場

合 

ﾋ ﾞﾆﾛﾝ

索、ﾎﾟ

ﾘｴﾁﾚﾝ

索の場

合 

ﾁ ｴ ﾝの

場合
長さ 

３未満 2.5 3.5 6.0 ９ ６ ７ 30 

３以上４未満 3.0 4.0 8.0 10 ７ ８ 30 

４以上６未満 3.5 5.5 11.5 11 ８ ９ 40 

６以上８未満 5.5 8.5 17.0 13 ９ 11 40 

８以上 10 未満 8.0 11.5 22.0 16 11 13 40 

10 以上 12 未満 10.0 14.5 27.0 18 13 15 50 

12 以上 14 未満 12.5 17.5 32.0 20 14 17 12 50 

14 以上 16 未満 15.5 21.5 38.0 22 15 18 13 50 

16 以上 18 未満 18.5 25.0 44.0 24 17 20 14 60 

18 以上 20 未満 21.5 29.0 51.0 26 18 21 16 70 

20 以上 22 未満 25.0 34.5 60.0 30 21 25 17 80 

22 以上 24 未満 32.0 41.5 70.0 34 24 28 19 90 

(c) 第１種小型漁船であって、定置網漁業等のように操業する海

域が特定されており、かつ、その海域が比較的近距離であって

錨泊の必要がないと認められるものについては、小安則第 45条

ただし書の規定を適用してｱﾝｶｰ等の備え付けを省略して差し支

えない。  
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第６章  救命設備  

(救命設備の要件 ) 
第 25 条 再帰反射材は、船舶救命設備規則(昭和 40 年運輸省令第 36 号)第 42 条の２の規定に適合す

るものでなければならない。 

２ 小型船舶用膨脹式救命いかだ、小型船舶用救命浮器、小型船舶用救命胴衣、小型船舶用救命

浮環、小型船舶用救命浮輪、小型船舶用自己点火灯、小型船舶用自己発煙信号、小型船舶用火

せん、小型船舶用信号紅炎、小型船舶用極軌道衛星利用非常用位置指示無線標識装置、小型船

舶用ﾚｰﾀﾞｰ・ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ及び小型船舶用捜索救助用位置指示送信装置は、小型船舶安全規則第６

章第１節及び第４節の規定に適合するものでなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、専ら本邦の海岸から 20 海里以内の海面において従業する小型漁船

に備え付ける小型船舶用膨脹式救命いかだには、救難食糧、飲料水、ｺｯﾌﾟ、笛又は同等の音響

信号器、応急医療具、保温具、救命信号説明表、水密電気灯、日光信号鏡及び海面着色剤を備

え付けることを要しない。 

１･２項…一部改正[昭和 53 年６月農･運令２号]、１･２項…一部改正･３項…追加[昭和 62

年８月農･運令２号]、１項…一部改正[平成３年 10 月農･運令２号]、１～３項…一部改正

[平成６年５月農･運令１号]、2項…一部改正[平成 21 年 12月国土交通省令 69号] 

25.0 (a) 細則第１編 46.1(a)は本項について準用する。

第 46条 小型船舶用膨脹式救命いかだは、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。 

一 完全に膨脹して天幕を上にして浮いている場合に海上において安全性を有すること。 

二 ５ﾒｰﾄﾙの高さ(水面からの高さが５ﾒｰﾄﾙを超える場所に積み付けられる救命いかだにあつては、当該積

付場所)から水上に投下した場合に救命いかだ及びその艤
ぎ

装品が損傷しないものであること。 

三 次に掲げる要件に適合する天幕を有すること。 

ｲ 容易に天張することができること。

ﾛ 暴露による傷害から乗員を保護することができること。

ﾊ 雨水を集める装置を備え付けること。

ﾆ 非常に見やすい色のものであること。

四 十分な長さのもやい綱が取り付けられ、かつ、救命いかだの外周及び内周に救命索が取り付けられてい

ること。 

五 上下を逆さにして膨脹した場合に１人で容易に反転させることができること。 

六 入口に水中の人がよじ登ることができる装置が取り付けられている乗込口を２箇所以上有すること。 

七 海上において遭遇する状態における激しい磨損に耐えられるように作られた袋その他の容器に格納した

ものであり、当該容器内にある状態で膨脹のための作動ができ、かつ、浮くことができるものであるこ

と。 

八 気室は、救命いかだの外側に沿つて配置されており、かつ、救命いかだの定員を水面上に支えることが

できる浮力を有するものであること。 

八の２ 質量は、容器及び艤
ぎ

装品を含めて 90 ｷﾛｸﾞﾗﾑを超えないこと(検査機関が適当と認める機械的に進水

させる装置に積み付けるものを除く。) 

九 床は、防水性のものであること。 

十 人体に対して無害な気体を使用して、索を引くことその他同様に簡単かつ効果的な方法により自動的に

膨脹するものであること。高圧ｶﾞｽを使用する場合にあつては、高圧ｶﾞｽを充てんするための容器(高圧ｶﾞｽ

保安法(昭和 26年法律第 204号)の規定に適合するもの)及び充てん装置は、気室の外側に格納され、か

つ、常時安全に保たれるように適当な材料で保護されていること。 

十一 充気ﾎﾟﾝﾌﾟ又はﾌｲｺﾞを圧力の維持のために使用することができるような装置が取り付けられているこ

と。 

十二 検査機関が適当と認める材料及び構造のものであること。 

十三 膨脹した状態において円形、だ円形又はこれらに類似する形状を有するものであること。 

十四 摂氏 40度から摂氏零下 20度までの範囲の温度を通じて使用することができること。 

十五 定員は、４人以上であること。 

46.1 (a) 第３号ﾆの｢非常に見やすい色のもの｣とは、次の要件に適合

する色により構成されているものを標準とする。

JIS Z 8721(三属性による色の表示方法 )による色相が 7.5RP

～ 2.5GY に相当するもので、明度 /彩度が次の範囲のもの。

7.5RP 以上 10.0RP 未満  ５以上 /12 以上

10.0RP 以上 10.0R 未満 ５以上/12 以上、又は、４以上/14 以上 
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10.0R 以上 5.0YR 以下 ６以上/12 以上、又は、５以上/14 以

上 

5.0YR 以上 10.0YR 以下  ７以上 /12 以上

10.0YR 以上 2.5GY 以下  ８以上 /10 以上

ただし、暴露部に備え付けるものにあっては、 JIS Z 8721

による色相が 5.0R～ 5.0Y に相当するもので、明度 /彩度が次の

範囲のもの。

5R 5/12～ 13 4.5/13～ 15 

7.5R 5.5/12～ 13 ５ /13～ 14 4.5/14～ 15 

10R ６ /12～ 13 5.5/13～ 14 ５ /14～ 15 

2.5YR 6.5/11～ 12 6/12～ 14 5.5/13～ 14 

5YR ７ /12 6.5/14 

7.5YR ７ /13～ 14 

10YR 7.5/14～ 15 

2.5Y 8.5/11 ８ /12～ 14 

5Y 8.5/11～ 12 

(b) 細則第１編 53.1は本項について準用する。

第 53条 小型船舶用救命胴衣は、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。 

一 適正な工作方法及び材料で作られたものであること。 

二 軽量でかさばらず、かつ、柔軟で着用者の身体によくなじむ構造であること。 

三 容易に着用でき、かつ、誤つた方法で着用されないように作られたものであること。 

四 着用した状態で船内活動を行うのに支障がなく、かつ、なるべく通気性がよいものであること。 

五 七・五キログラム（小児（一歳以上十二歳未満のものをいう。以下同じ。）用の小型船舶用救命胴衣に

あつては、体重が四十キログラム未満の小児用のものは五キログラム、体重が十五キログラム未満の小児

用のものは四キログラム）の質量の鉄片を淡水中で二十四時間以上支えることができること。 

六 非常に見やすい色のものであること。 

七 通常の環境条件及び油又は油製品により急激な強度劣化及び浮力変化のないものであること。 

八 水中において、顔面を水面上に支持し、身体が垂直よりも後方に傾き、安全な浮遊姿勢となるように作

られたものであること。 

九 耐食性材料で作られた笛がひもで取り付けられていること。 

53.1 (a) 第６号の｢非常に見やすい色のもの｣とは、救命胴衣の上部２

分の１の部分の 75%以上が、次の要件に適合する色により構成

されているものを標準とする。 JIS Z 8721による色相が 7.5RP

～ 2.5GYに相当するもので、明度 /彩度が次の範囲のもの。

7.5RP以上 10.0RP未満 ５以上 /12以上

10.0RP以上10.0R未満 ５以上/12以上、又は、４以上/14以上 

10.0R以上 5.0YR以下 ６以上 /12以上、又は、５以上 /14以上

5.0YR以上 10.0YR以下 ７以上 /12以上

10.0YR以上 2.5GY以下 ８以上 /10以上
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(救命設備の備付数量 ) 
第 26条 第２種小型漁船には、次の各号に掲げる救命設備を備え付けなければならない。 

一 最大搭載人員を収容するため十分な小型船舶用膨脹式救命いかだ 

二 最大搭載人員と同数の小型船舶用救命胴衣 

三 小型船舶用救命浮環 ２個 

四 小型船舶用自己点火灯 １個 

五 小型船舶用自己発煙信号 １個 

六 小型船舶用火せん ６個 

七 小型船舶用極軌道衛星利用非常用位置指示無線標識装置 １個 

八 小型船舶用ﾚｰﾀﾞｰ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ又は小型船舶用捜索救助用位置指示送信装置 １個 

２ 第１種小型漁船には、次の各号に掲げる救命設備を備え付けなければならない。 

一 最大搭載人員と同数の小型船舶用救命胴衣。ただし、小型船舶用膨脹式救命いかだ又は小型

船舶用救命浮器を備え付けた小型漁船にあつては、当該救命いかだ又は救命浮器に収容する

ことのできる人員と同数の小型船舶用救命胴衣を減ずることができる。 

二 小型船舶用救命浮環又は小型船舶用救命浮輪 １個 

三 小型船舶用信号紅炎(無線電話を備え付けていない小型漁船に限る。) ２個 

１項…一部改正･２項…追加[昭和 53 年６月農･運令２号]、２項…一部改正[昭和 62 年８

月農･運令２号]、１項…一部改正[平成３年 10 月農･運令２号･６年５月１号]、1 項…一部

改正[平成 21年 12月国土交通省令 69号] 

26.1 (a) 第７号及び第８号に掲げる設備は、施行規則第４条第１項の

規定により、無線電信等を施設することを免除された同項第３

号に掲げる搭載船には備え付けることを要しない。  

26.2 (a)最遠操業海域において陸上と交信できる漁業無線等有効な通信

設備又は集団操業を行う小型漁船に備える漁業無線等有効な通

信設備であって、常に僚船と交信できるものは、第２項第３号

の無線電話を備え付けているものとみなして差し支えない。  

(再帰反射材 ) 
第 26 条の２ 小型漁船に備え付ける小型船舶用膨脹式救命いかだ、小型船舶用救命浮器、小型船舶用救

命浮環、小型船舶用救命浮輪及び小型船舶用救命胴衣には、検査機関の適当と認める方法

により再帰反射材を取り付けなければならない。 

本条…追加[昭和 62年８月農･運令２号] 

26-2.0 (a) 細則第 1編 58-2.0は本項について準用する。

58-2.0 (a) ｢適当と認める方法｣とは、次に掲げる方法を標準とする。

(1) 救命いかだ

(ⅰ ) ５ cm以上の幅を有する面積 150cm 2以上の反射材を

天幕の頂部 (天幕の半径の 1/2より上側 )に十字に貼り

付ける。

(ⅱ ) ５ cm以上の幅を有する面積 50cm 2以上の反射材を天

幕の周辺 (天幕の半径の 1/2の箇所 )に６ヶ所等間隔に

貼り付ける。

(ⅲ ) ５ cm以上の幅を有する面積 50cm 2以上の反射材を気

室の上半分に６ヶ所等間隔に貼り付ける。
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R

1/2R
5cm以上の幅を有する
面積50c㎡以上

5cm以上の幅を有する
面積150c㎡以上

図 26-2.0<1> 

(2) 救命浮器

５ cm以上の幅を有する面積 50cm 2以上の反射材を１ m以

下のﾋﾟｯﾁで上下面に貼り付ける。

5cm以上の幅を有する
面積50c㎡以上

1m以下

図 26-2.0<2> 

(3) 救命浮環又は救命浮き輪

幅５ cm以上の反射材を対面に２ヶ所貼り付ける。
幅5cm以上

図 26-2.0<3> 

(4) 救命胴衣

(ⅰ ) 合計面積が 100cm 2以上の反射材をできる限り供試

体の上部に分散して貼り付ける。

(ⅱ ) 裏返しでも着用できるものにあっては、 (ⅰ )の方

法により反射材を両面に貼り付ける。

合計面積が 100cm2

以上で、できる限

り上部に分散す

る。 

図 26-2.0<4> 
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(小型船舶用極軌道衛星利用非常用位置指示無線標識装置等 ) 
第 26 条の３ 小型船舶用極軌道衛星利用非常用位置指示無線標識装置、小型船舶用ﾚｰﾀﾞｰ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ及

び小型船舶用捜索救助用位置指示送信装置は、非常の際に小型船舶用膨脹式救命いかだの

いずれか一隻とともに使用することができるように積み付けなければならない。 

本条…追加[平成６年５月農･運令１号]、見出・本条…一部改正[平成 21年 12月農・国令 2号] 

26-3.0 (a) 細則第１編 63.0 は本項について準用する。

第 63条 小型船舶用極軌道衛星利用非常用位置指示無線標識装置、小型船舶用ﾚｰﾀﾞｰ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ及び小型船舶用捜

索救助用位置指示送信装置は、非常の際に小型船舶用膨脹式救命いかだのいずれか一隻又は小型船舶用救命

浮器のいずれか１個とともに使用することができるように積み付けなければならない。 

63.0 (a) 小型船舶用極軌道衛星利用非常用位置指示無線標識装置、小

型船舶用ﾚｰﾀﾞｰ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟﾝﾀﾞｰ、小型船舶用捜索救助用位置指示送

信装置及びﾚｰﾀﾞｰ反射器は、操舵
だ

場所等通常乗組員がいる場所

に、迅速に使用できるよう積み付けること。

(小型船舶安全規則の準用 ) 
第 27 条 小型船舶安全規則第６章第３節(第 63 条を除く。)の規定は、小型漁船に積み付ける救命設備

の積付方法について準用する。この場合において、同令第 60 条第２項中｢小型船舶｣とあるの

は、｢小型漁船｣と読み替えるものとする。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号･平成６年５月１号] 

27.0 (a) 細則第１編 59.0は本項について準用する。

第 59条 小型船舶用膨脹式救命いかだ及び小型船舶用救命浮器は、非常の際に容易かつ迅速に使用できるよう検査

機関が適当と認める方法により積み付けなければならない。 

59.0 (a) ｢適当と認める方法｣とは、船舶の沈没の際自動的に浮揚する

よう格納されていること及び外的損傷から保護されていること

をいう。なお、小型船舶用膨脹式救命いかだ及び小型船舶用救

命浮器 (膨脹式のものに限る。 )にあっては自動的に展張するも

のであること。ただし、附属書 [7]の不沈性能を有する船舶又は

15.5(a)(2)の｢十分な内部浮体｣を有する船舶の場合の膨脹式救

命いかだ又は救命浮器の積み付け方法については、資料を添え

て本部に伺い出ること。

(b) 細則第１編 60.2は本項について準用する。

第 60条 ２ 小型船舶に積み付ける小型船舶用救命浮環及び小型船舶用救命浮き輪には、十分な長さの浮揚性の救

命索を取り付けなければならない。 

60.2 (a) 救命浮環、浮き輪に取り付ける救命長さは 15ﾒｰﾄﾙ以上を標準

とし、浮揚性を有するものであること。

(c) 細則第１編 61.1及び 61.2は本項について準用する。

第 61条 小型船舶用救命胴衣は、容易かつ迅速に取り出すことできるように船内の適当な場所に積み付けなければ

ならない。 

２ 小型船舶用救命胴衣を積み付けた場所にはその旨を明りように表示し、かつ、着用方法の説明書を船内の

見やすい場所に掲示しなければならない。ただし、小型船舶用救命胴衣を積み付けた場所が明らかに視認で

きると検査機関が認める場合は、これを積み付けた旨を表示することを要しない。 

61.1 (a) ｢船内の適当な場所｣とは、乗船者が常時いる場所の近くをい
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う。

61.2 (a) ｢検査機関が認める場合｣とは、可搬型小型船舶、ｺﾞﾑﾎﾞｰﾄ等

救命胴衣の格納場所が無く、救命胴衣及び小型船舶用救命ｸｯｼｮ

ﾝを ﾌﾛｱｰ等の容易に視認できる場所に積み付ける場所等をい

う。

(d) 細則第１編 62.0は本項について準用する。

第 62条 小型船舶用自己点火灯及び小型船舶用自己発煙信号は、小型船舶用救命浮環又は小型船舶用救命浮き輪の

近くに、かつ、容易に取り出せるように積み付けなければならない。 

62.0 (a) ｢小型船舶用自己点火灯、小型船舶用自己発煙信号｣以外の信

号装置は、格納箱 (袋 )に入れ、湿気の多い場所、海水のかかり

やすい場所を避けて保管すること。  
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第７章  消防設備  

(消防設備の備付数量 ) 
第 29 条 第２種小型漁船には、機関区域及び居住区域に各２個の小型船舶用液体消火器又は小型船舶用

粉末消火器(自動拡散型のものを除く。次項及び次条において同じ。)を備え付けなければなら

ない。 

２ 第１種小型漁船には、機関区域及び居住区域に各１個の小型船舶用液体消火器又は小型船舶

用粉末消火器を備え付けなければならない。ただし、機関区域及び居住区域に備え付けなけれ

ばならない消火器のうち１個は、外面が赤色の消防用手おけ又はﾊﾞｹﾂ１個を備え付けることを

もつて代えることができる。 

３ 船外機のみを有する第１種小型漁船にあつては、前項の消火器１個を減ずることができる。 

本条…全部改正[昭和 53 年６月農･運令２号]、１項…一部改正[平成４年 11 月農･運令１

号] 

29.2 (a) ｢消防用手おけ又はﾊﾞｹﾂ｣は、次の要件に適合していること。

(1) 外面の全部又は一部が明瞭な赤色であること。

(2) 海水を汲み上げるために十分な長さ (少なくとも 2.5 ﾒｰﾄ

ﾙ)の紐が取り付けられていること。

(3) 原則として木、金属、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等の固形の材料で作られた

ものであること。布製とする場合には、次の要件に適合す

るものであること。  

(ⅰ ) 満水状態で水平面に置いた場合、満水状態のまま、

形を保持できるものであること。  

(ⅱ ) 満水状態で布地から漏水しないものであること。

(ⅲ ) 満水状態で１ﾒｰﾄﾙの高さからｺﾝｸﾘｰﾄ面に落下させた

場合に破損しないこと。

(ⅳ ) 上端及び下端の周囲に、径６ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以上のﾛｰﾌﾟが堅

固に取り付けられている等、消火作業時の水の汲み上

げ及び射水に支障がないこと。  

(ⅴ ) 上端に満水状態で有効に持上げることのできる取手

が付けられたものであること。  

(ⅵ ) 射水の際、射水効果が著しく低下するような変形を

生じないものであること。  

(予備の消火剤 ) 
第 30 条 第２種小型漁船には、前条第１項の規定により備え付ける小型船舶用液体消火器又は小型船舶

用粉末消火器２個分の予備の消火剤を備え付けなければならない。この場合において、同項に

規定する数を超えて備え付ける小型船舶用液体消火器又は小型船舶用粉末消火器に充てんされ

ている消火剤は、予備の消火剤とみなすことができる。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

30.0 (a) 予備の消火剤は、固化、吸湿、変質その他の異常を生じない  
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ように容器に封入し、その容器の表面に次の事項をすべて表示

しているものであること。  

(1) 充てんする消火器の種類

(2) 容量又は質量

(3) 封入年月又は製造年月

(4) 封入者名又は製造者名

(小型船舶安全規則の準用 ) 
第 31 条 小型船舶安全規則第 65 条、第 71 条及び第 72 条の規定は、小型漁船の消防設備について準用

する。この場合において、同令第 71 条第２項中｢第 70 条第１項から第３項までの｣とあるの

は、｢小型漁船安全規則第 29 条第１項又は第２項の規定により機関区域に備え付けなければな

らない｣と読み替えるものとする。 

本条…一部改正[昭和 53 年６月農･運令２号･平成６年５月１号] ・一部追加[平成 14 年 6 月農林･国交令

第 4号] 

31.0 (a) 細則第１編 71.0は本項について準用する。

第 71 条 遠隔操作装置により操作される主機を設置した通常乗組員が近づかない機関室には、当該機関室の容積、

機関の配置等を考慮して、十分な数の自動拡散型の液体消火器若しくは粉末消火器又は検査機関が適当と認

める消火装置を備え付けなければならない。 

２ 前項の規定により自動拡散型の液体消火器若しくは粉末消火器又は消火装置を備え付けた場合は、第 70

条第１項から第３項までの消火器１個を減ずることができる。 

71.0 (a)(1) ｢通常乗組員が近づかない機関室｣には、操船中に目視等

により火災発生を速やかに発見でき、かつ、小型船舶用粉

末消火器等により有効な消火活動が行える機関室を含めな

いものとする。この場合、｢有効な消火活動が行える｣とは

機関室の側方から消火活動の行えること等をいい、機関室

の上方から以外に消火活動が行えないものは含まない。 (図

71.0<1>参照 ) 

(A) 自動拡散型の消火器を備え付けなくても差し支えない機関室

操舵
だ

室

(操舵
だ

場所 ) 
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(ⅰ ) 

(ⅱ ) 

(B) 自動拡散型の消火器を備え付けなければならない機関室

図 71.0<1> 

(2) 機関を覆う FRP 等のｶﾊﾞｰ(以下｢機関室ｶﾊﾞｰ｣という。 )に

より機関室の上部が構成されている船舶であって、次の要

件のすべてを満足する場合は、｢通常乗組員が近づかない機

関室｣には該当しないものとして取扱って差し支えない。

(図 71.0<2>参照 ) 

(ⅰ ) 機関と操舵
だ

場所とが至近距離 (手を伸ばせば届く程

度の距離 )にある構造であり、機関の異状を速やかに

感知できること。

(ⅱ ) 搭載される機関のほとんどの部分が艇体のﾌﾛｱよりも

上方に配置され、かつ、次のいずれかの構造を有する

ものであること。

(ｲ) 機関室ｶﾊﾞｰの下部 (ﾌﾛｱとの取合い部 )から容易に

開放し得る構造であり、かつ、ﾌﾛｱより上方の機関

室隔壁のうち少なくとも３方向の隔壁の外側に容易

操舵
だ

室 

(操舵
だ

場所 ) 

操舵
だ

室 

(操舵
だ

場所) 
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に接近できるﾌﾛｱ上十分な空間を有する構造

(ﾛ) ﾌﾛｱより上方の機関室隔壁の外側全周から機関室

ｶﾊﾞｰの上部開口部に容易に接近できるﾌﾛｱ上十分な

空間を有する構造

(ⅰ ) 

(ⅱ ) 

(ⅲ ) 

操舵
だ

場所

ﾌﾛｱ
ｴﾝｼﾞﾝ

機関室

操舵
だ

場所

ｴﾝｼﾞﾝ
ﾌﾛｱ

機関室

ｴﾝｼﾞﾝ

機関室

操舵
だ

場所

ﾌﾛｱ
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(ⅳ ) (ⅰ )､(ⅱ )及び (ⅲ )の機関室付近の横断面

図 71.0〈 2〉

(b) 自動拡散型の消火器を備え付ける場所の選定にあたっては

以下の事項を考慮すること。

(1) 自動拡散型の消火器は消火器の周囲の空気温度が熱感知

部と消火器本体が分離型の消火器にあっては摂氏 90度から

150度、その他のものにあっては摂氏 90度から 110度になら

なければ作動しないため、熱感知部の空気温度が上昇する

前に火災が拡大し、消火が困難となることのないよう熱感

知部を内燃機関の排気管等火災発生の確率が高いと思われ

る場所の近傍に取り付けること。

(2) 自動拡散型の消火器は消火剤の性状及び拡散方式により

その有効範囲が異なるので、ﾒｰｶｰの仕様書等により有効範

囲を確認し、火災発生の確率が高いと思われる範囲が有効

範囲内にあることを確認すること。

(c) ｢検査機関が適当と認める消火装置｣とは、次のいずれかと

する。なお、これにより難い場合であって、機関室の構造及び

配置等から有効な消火活動が行われると思われるものにあって

は資料を添えて本部に伺い出ること。

(1) 次の全ての装置を備えるもの。

(ⅰ ) 機関室に火災が発生した場合において、容易にかつ

迅速に利用できるように設けられた機関室の外部の注

入口 (図 71.0<3>参照 )、機関室外部から内部に通じるﾉ

ｽﾞﾙ付固定配管等を利用して、当該機関室外部から小型

船舶用消火器を用いて機関室内に消火薬剤を有効に拡

散して注入する装置 (図 71.0<4>参照 ) 

機関室

ｴﾝｼﾞﾝ
ﾌﾛｱ
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(ⅱ ) 機関室内で火災が発生した場合に操舵
だ

場所で警報を

発する火災探知機

(ⅲ ) 小型船舶安全規則第 70条第１項から第３項の規定に

より備え付ける小型船舶用消火器に加えて１個の小型

船舶用消火器

図 71.0<3> 

図 71.0<4> 

(2) 次のいずれかの ISO規格の｢fixed fire-extinguishing

system(固定式消火装置 )｣の要件に適合するもの。

ただし、｢manual system(手動装置 )｣の要件に適合するも

のについては、機関室内で火災が発生した場合に操舵場所

で警報を発する火災探知機を備えること。

(ⅰ ) ISO 9094-1:2003｢Small craft - Fire protection 

- Part 1: Craft with a hull length of up to and

including 15 m (舟艇－防火－第１部：船体の長さ 15m

以下の舟艇 )｣ 

(ⅱ ) ISO 9094-2:2002｢Small craft - Fire protection - 

Part 2: Craft with a hull length of over 15 m 

（舟艇－防火－第２部：船体の長さ 15m超の舟艇）｣ 

火 災 警 報 装 置

☆

機関室

エンジン

操舵
だ

室 

(操舵
だ

場所) 

注 入 口

火 災 探 知 器

出 入 口

☆

機関室

エンジン

操舵
だ

室 

(操舵
だ

場所) 

火 災 探 知 器

出 入 口 注 入 口

火 災 警 報 装 置
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第７章の２  防火措置

(小型船舶安全規則の準用 ) 
第 31条の２ 小型船舶安全規則第 72条の２の規定は、小型漁船の防火措置について準用する。 

本条…追加 [平成６年５月農･運令１号]、一部改正[平成 14年６月農林水産・国土交通省令第４号] 

31-2.0 (a) 細則第１編 72-2.0(a)は本項について準用する。

第 72条の２ 内燃機関等に接近していて燃焼のおそれがある船体の部分及び構造物は、金属板等難燃性の材料で保

護する等適当な措置を講じなければならない。 

72-2.0 (a) ｢燃焼のおそれのある船体の部分及び構造物｣とは、船体構

造に直接触れる煙突の部分等をいう。
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第８章  居住、衛生及び脱出の設備

(最大搭載人員 ) 
第 32条 第２種小型漁船の最大とう載人員は、各居室の定員の合計数とする。 

２ 第１種小型漁船の最大とう載人員は、各居室の定員及び乗組員のとう載に充てる場所(居室を

除く。以下この条において同じ。)に収容することのできる乗組員の数の合計数とする。 

３ 前２項の各居室の定員及び乗組員のとう載に充てる場所に収容することのできる乗組員の数

は、次の各号により算定した数とする。 

一 寝台を設ける居室については、寝台の数と寝台以外の場所の面積(単位 平方ﾒｰﾄﾙ)を第二種

小型漁船にあつては 0.70、第一種小型漁船にあつては 0.45 で除して得た最大整数との合計数 

二 寝台を設けない居室については、その面積(単位 平方ﾒｰﾄﾙ)を第二種小型漁船にあつては

0.70、第一種小型漁船にあつては 0.45で除して得た最大整数 

三 乗組員のとう載に充てる場所については、その面積(単位 平方ﾒｰﾄﾙ)を 0.45 で除して得た

最大整数 

４ 次の各号に掲げる漁業に従事する小型漁船については、検査機関がやむを得ないと認める場合

は、前項の規定にかかわらず、その指示するところにより各居室の定員及び乗組員のとう載に充

てる場所に収容することのできる乗組員の数を定めるものとする。 

一 かつおさおづり漁業 

二 まき網漁業 

三 定置漁業 

四 前各号に掲げる漁業に準ずる漁業 

５ 乗組員のとう載に充てる場所は、操船の妨げにならないように配置しなければならない。 

本条…全部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

32.4 (a) 本項各号に掲げる漁船の居室については、その面積 (平方ﾒｰﾄ

ﾙ)を第２種小型漁船にあっては 0.45で、また第１種小型漁船に

あっては 0.3で除して得た最大整数を単位面積の軽減の限度と

する。  

(居室 ) 
第 33条 第２種小型漁船には、風雨、波浪等からしやへいされた居室を設けなければならない。 

２ 前項の居室は、次の各号に適合するものでなければならない。 

一 燃料油ﾀﾝｸの隔壁又は頂板に隣接していないこと。ただし、燃料油ﾀﾝｸの隔壁又は頂板の外面

を不燃性塗料で塗装し、かつ、居室に内張板を張つた場合又は燃料油ﾀﾝｸの隔壁と居室とを隔

離するため通風十分な間げきをもつて隔壁を設けた場合は、この限りでない。 

二 十分な広さの寝台その他の乗組員の休養に適する設備を有すること。 

三 採光通風のための設備を有すること。 

見出･２項…全部改正･１項…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

33.2 (a) 不燃性のﾃﾞｯｷｺﾝﾎﾟｼﾞｼｮﾝは、不燃性塗料に含めて差し支えな

い。また居室にこれを施した場合は、これを内張板とみなして

差し支えない。  

(b) ただし書の規定により隔壁を設ける場合は、油ﾀﾝｸの隔壁と

の間隔は少なくとも 15cmとすること。居室の下部に油ﾀﾝｸを設

置する場合において不燃性塗料を施さないﾀﾝｸ頂板と床との間

隔についても同様する。  

(c) 寝台の広さについては、操業日数に応じ適当なものとすること。

(d) 構造上自然採光が困難と認める場合は人工照明装置としてよ
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い。

第 34 条 第１種小型漁船に居室を設ける場合にあつては、当該居室は、風雨、波浪等からしやへいされ

たものでなければならない。 

２ 前条第２項の規定は、前項の居室について準用する。 

本条…全部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

(保護装置 ) 
第 35条 暴露甲板には、ﾌﾞﾙﾜｰｸ、さく欄その他適当な保護装置を設けなければならない。 

(大便所 ) 
第 36条 第２種小型漁船には、大便所を設けなければならない。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

36.0 (a) 大便所は、甲板室内等閉囲された場所に設けることが望まし

いが構造配置上検査機関がやむを得ないと認める場合は、暴露

部に設けることができる。  

(b) (a)により暴露部に大便所を設ける場合は用便中の乗組員が

波浪、船舶の動揺等により船外に転落しないよう、十分な保護

措置を講じたものとすること。  

(c) 便器については、ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾄｲﾚ的なものであっても差し支えな

い。

(脱出設備 ) 
第 37 条 小型漁船には、居室及び乗組員が通常業務に従事する場所から開放甲板までの間に、それぞれ

脱出設備(非常の際に乗組員が脱出することができるように配置された一群の階段、はしご、出

入口等をいう。以下同じ。)を設けなければならない。 

２ 機関室及び上甲板下にある居室には、少なくとも２の脱出設備を設けなければならない。た

だし、遠隔操作装置により操作される機関を備え付けた通常乗組員が近づかない機関室その他

検査機関がさしつかえないと認める機関室又は居室にあつては、この限りでない。 

２項…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

37.2 (a) ｢検査機関が差し支えないと認める機関室又は居室｣について

は、次のとおりとする。

(1) 機関室からの脱出設備であって、当該場所から容易に解

放場所に通じ、かつ、出入口の大きさが 38.0(a)(1)又は

38.0(a)(2)に適合する場合  

(2) 定員 10人以下の居室からの脱出設備であって、当該場所

から容易に解放場所に脱出できる場合

(迅速な利用 ) 
第 38 条 脱出設備は、乗組員が混雑することなく速やかに脱出することができるものでなければならな

い。 

38.0 (a) ｢脱出設備｣は次の要件に適合すること。
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(1) 脱出設備の幅は 50ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ以上であること。

(2) 上方への脱出口は、一辺の長さが 50ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ以上の正方形

又はこれと同等以上のものとすること。

(3) 脱出設備を２系統設けた場合は、 (1)にかかわらずその幅

又はその一辺を 45cm以上として差し支えない。

(4) 機関室と居室との間に出入口がある場合は脱出口の一と

みなして差し支えない。 (図 38.0<1>参照 ) 

図 38.0<1> 
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第９章  航海用具  

(航海用具の備付け ) 
第 39 条 小型漁船には、次の表に定める航海用具を備え付けなければならない。 

航海用具の名称 

数量 

摘 要 第２種小

型漁船 

第１種小

型漁船 

号鐘 １個 １個 一 音圧等について告示で定める要件に適合する

ものであること。 

二 全長 20 ﾒｰﾄﾙ未満の小型漁船には、備え付け

ることを要しない。 

双 眼 鏡 １個 － 

気 圧 計 １個 － 

ｺﾝﾊﾟｽ １個 １個 検査機関が適当と認めるものであること。 

ﾏｽﾄ灯 １個 １個 一 全長 20 ﾒｰﾄﾙ以上の小型漁船にあつては第１

種ﾏｽﾄ灯又は第２種ﾏｽﾄ灯、全長 12 ﾒｰﾄﾙ以上 20

ﾒｰﾄﾙ未満の小型漁船にあつては第１種ﾏｽﾄ灯、

第２種ﾏｽﾄ灯又は第３種ﾏｽﾄ灯、全長 12 ﾒｰﾄﾙ未

満の小型漁船にあつては第１種ﾏｽﾄ灯、第２種ﾏ

ｽﾄ灯、第３種ﾏｽﾄ灯又は第４種ﾏｽﾄ灯とするこ

と。

二 船舶以外の物件(綱、なわその他の漁具を除

く。)を引く作業に従事する小型漁船(以下｢物

件えい航小型漁船｣という。)は、ﾏｽﾄ灯２個を

増備しなければならない。ただし、最後に引か

れる物件の後端から当該小型漁船の船尾までの

距離が 200 ﾒｰﾄﾙを超えないものにあつては、増

備するﾏｽﾄ灯は、１個とすることができる。 

舷
げん

灯 １対 １対 一 全長 12 ﾒｰﾄﾙ以上の小型漁船にあつては、第

１種舷
げん

灯又は第２種舷
げん

灯とすること。ただし、

全長 20 ﾒｰﾄﾙ未満の小型漁船にあつては、第１

種両色灯１個をもつて代用することができる。 

二 全長 12 ﾒｰﾄﾙ未満の小型漁船にあつては、第

１種舷
げん

灯、第２種舷
げん

灯又は第３種舷
げん

灯とするこ

と。ただし、第１種両色灯又は第２種両色灯１

個をもつて代用することができる。 

船 尾 灯 １個 １個 第１種船尾灯又は第２種船尾灯とすること。 

停 泊 灯 １個 １個 第１種白灯又は第２種白灯とすること。 

紅 灯 ２個 ２個 第１種紅灯又は第２種紅灯とすること。 

引き船灯 １個 １個 一 第１種引き船灯又は第２種引き船灯とするこ

と。 

二 物件えい航小型漁船以外の小型漁船には、備

え付けることを要しない。 

紅色閃
せん

光灯 １個 １個 一 第２種紅色閃
せん

光灯とすること。 

二 海上交通安全法施行令(昭和 48 年政令第５

号)第５条の規定により緊急用務を行うための

船舶として指定された小型漁船(以下｢指定小型

漁船｣という。)以外の小型漁船には、備え付け

ることを要しない。 

漁 業 灯 １式 １式 本表備考によること。 

漁業形象物 １式 １式 
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黒色球形形象物 ３個 ３個 一 大きさ等について告示で定める要件に適合す

るものであること。 

二 全長 12 ﾒｰﾄﾙ未満の小型漁船にあつては、２

個とすることができる。 

黒色円すい形形象物 １個 １個 一 大きさ等について告示で定める要件に適合す

るものであること。 

二 帆を有する小型漁船以外の小型漁船には、備

え付けることを要しない。 

紅色円すい形形象物 １個 １個 一 大きさ等について告示で定める要件に適合す

るものであること。 

二 指定小型漁船以外の小型漁船には、備え付け

ることを要しない。 

黒色ひし形形象物 １個 １個 一 大きさ等について告示で定める要件に適合す

るものであること。 

二 物件えい航小型漁船であつて最後に引かれる

物件の後端から当該小型漁船の船尾までの距離

が 200 ﾒｰﾄﾙを超えるもの以外の小型漁船には、

備え付けることを要しない。 

探 照 灯 － １個 一 夜間において２そうびきでけた網その他の漁

具(船舶の操縦性能を制限するものに限る。)を

水中で引く方法により漁ろうに従事する全長

20 ﾒｰﾄﾙ以上の小型漁船以外の小型漁船には、

備え付けることを要しない。 

二 対をなしている他方の漁船の進行方向を照射

することができるように備え付けなければなら

ない。 

汽   笛 １個 １個 一 音圧等について告示で定める要件に適合する

ものであること。 

二 全長 12 ﾒｰﾄﾙ未満の小型漁船には、備え付け

ることを要しない。 

国際信号旗 NC２旗 －  

ｼｰ･ｱﾝｶｰ １個 － 効果的なものであること。 

海   図 １式 －  機能等について告示で定める要件に適合する電

子海図情報表示装置を備える小型漁船には、備え

付けることを要しない。 

音響信号器具 １個 １個  号鐘又は汽笛を備え付ける小型漁船には、備え

付けることを要しない。 

備 考 

一 漁業灯を備え付けるべき小型漁船の種別並びに備え付けるべき漁業灯の種類及び数は、次のｲ

からﾎまでに掲げるところによる。ただし、紅灯又はﾆにより備え付けるべき白灯のうち１個は、

この表の規定により備え付ける紅灯又は停泊灯をもつて兼用することができる。 

ｲ 夜間においてけた網その他の漁具(船舶の操縦性能を制限するものに限る。)を水中で引く方

法により漁ろうに従事する小型漁船 全長 20 ﾒｰﾄﾙ以上の小型漁船にあつては第１種緑灯又は

第２種緑灯１個及び第１種白灯又は第２種白灯１個並びに白色底びき網漁業灯及び紅色底び

き網漁業灯各２個、全長 20 ﾒｰﾄﾙ未満の小型漁船にあつては第１種緑灯又は第２種緑灯１個及

び第１種白灯又は第２種白灯１個 

ﾛ ｲの方法により漁ろうに従事する小型漁船であつて、かけまわし漁法による底びき網漁業を

行うもの ｲの漁業灯のほか、かけまわし漁法灯１個 

ﾊ 夜間において網、なわその他の漁具(船舶の操縦性能を制限するものに限る。)を用いる方法

(ｲの方法を除く。)により漁ろうに従事する小型漁船であつて、当該漁具を水平距離 150 ﾒｰﾄﾙ

を超えて船外に出さないもの 第１種紅灯又は第２種紅灯及び第１種白灯又は第２種白灯各

１個 

ﾆ ﾊの方法により漁ろうに従事する小型漁船であつて、当該漁具を水平距離 150 ﾒｰﾄﾙを超えて

船外に出すもの ﾊの漁業灯のほか、第１種白灯又は第２種白灯１個 

ﾎ ﾊの方法により漁ろうに従事する小型漁船であつて、きんちゃく網漁業を行うもの ﾊ又はﾆ

の漁業灯のほか、きんちゃく網漁業灯１対 
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二 漁業形象物を備え付けるべき小型漁船の種別並びに備え付けるべき漁業形象物の種類及び数

は、次のｲ及びﾛに掲げるところによる。 

ｲ 前号ｲ及びﾊの小型漁船 大きさ等について告示で定める要件に適合する黒色形象物１個

ﾛ 前号ﾆの小型漁船 ｲの漁業形象物のほか、大きさ等について告示で定める要件に適合する黒

色円すい形形象物１個

２ 前項に規定にかかわらず、全長 12 ﾒｰﾄﾙ未満の小型漁船(物件えい航小型漁船を除く。以下同

じ。)にあつては、ﾏｽﾄ灯及び船尾灯(同項の表備考第一号ｲからﾎまでに掲げる小型漁船にあつて

は、ﾏｽﾄ灯)の備付けに代えて、第１種白灯又は第２種白灯１個を備え付けることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、全長７ﾒｰﾄﾙ未満の小型漁船であつて最強速力が７ﾉｯﾄを超えないも

のにあつては、ﾏｽﾄ灯、げん灯及び船尾灯(第１項の表備考第一号ｲからﾎまでに掲げる小型漁船にあ

つては、ﾏｽﾄ灯)の備付けに代えて、第１種白灯又は第２種白灯１個を備え付けることができる。 

４ 前２項の白灯は、第１項の表備考第一号ｲからﾎまでに掲げる小型漁船にあつては、同号ｲからﾎま

での規定により備え付ける白灯をもつて兼用することができる。 

本条…一部改正[昭和 52 年７月農･運令１号]、１項…一部改正･２･３項…追加[昭和 53 年６月農･運

令２号]、１項…一部改正[昭和 55 年５月農･運令１号]、１項…一部改正･２項…追加･旧２･３

…一部改正し１項ずつ繰下[昭和 58 年５月農･運令１号]、見出･１項…一部改正[昭和 59 年８月

農･運令１号]、１項…一部改正[昭和 61 年６月農･運令１号･62 年８月２号･平成７年 10 月１

号]、１～４項…一部改正･旧 40 条…繰上[平成 10 年４月農･運令１号]、一部改正[平成 14 年６

月農林水産･国土交通省令第４号] 

39.0 (a) 表中ｺﾝﾊﾟｽの適用の欄の｢適当と認めるもの｣とは、日本形磁

石であってもよい。  

(b) 表中、号鐘、汽笛、電子海図情報表示装置及び形象物の告示

で定める要件については、附属書 [１ ]｢小型漁船の基準を定め

る告示の解釈等｣による。  

(c) 表中｢音響信号器具｣とは、十分な音量を有する汽笛、ｻｲﾚﾝ、

ﾌｫｰﾝ等をいう。

(d) 表中備考中漁業形象物で｢小型漁船の大きさに適した大きさ｣

とは、 (b)と同じとする。

(船灯等 ) 
第 40 条 船灯(前条の規定により小型漁船に備えつけなければならない灯火をいう。)及び操船信号灯

は、それぞれの灯火等について告示で定める要件に適合するものでなければならない。 

本条…追加[平成 10 年４月農･運令１号]、一部改正[平成 14 年６月農林水産・国土交通省令第４号] 

40.0 (a) 告示で定める要件とは、附属書 [１ ]｢小型漁船の基準を定め

る告示の解釈等｣による。

(その他の設備) 
第 41 条 ｱﾝﾓﾆｱ式冷却機の設備を有する小型漁船には、ｱﾝﾓﾆｱ防毒ﾏｽｸ２個以上を備え付けなければなら

ない。 
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(小型船舶安全規則の準用 ) 
第 42 条 小型船舶安全規則第 84 条の３から第 84 条の５までの規定は、小型漁船の航海用具について準

用する。 

本条…追加[平成 14 年６月農林水産・国土交通省令第４号] 

42.0 (a) 細則第１編 84-3.0 は本項について準用する。

ただし、細則第 1 編 84-3.0(b)の規定により「航海用ﾚｰﾀﾞｰ反

射器の設置を要しない小型船舶」は、準用する同規定にかかわ

らず次のいずれかのものとする。  

(1) 平成 14 年 6 月 30 日までに建造又は建造に着手されたもの

(2) 湖川のみを航行するもの

第 84条の３ 小型船舶(昼間のみを航行するものを除く。)には、効果的な航海用ﾚｰﾀﾞｰ反射器を備え付

けなければならない。ただし、検査機関が当該小型船舶の航海の態様等を考慮して差し支

えないと認めるものにあっては、この限りでない。 

84-3.0 (a) ｢効果的なﾚｰﾀﾞｰ反射器｣とは、周波数 9320～ 9500MHz の電

波を照射した際、水平方向 360°のうち 240°以上にわたっ

てﾚｰﾀﾞｰ断面積が 2.5m 2 以上で、かつ、ﾚｰﾀﾞｰ断面積が 2.5m 2

未満となる方向が 10°以上連続しないもの（ただし、平成

22 年 10 月 1 日前に建造され、又は建造に着手された船舶に

設置する場合は、 360°のうち 240°以上にわたってﾚｰﾀﾞｰ断

面積が 0.3m 2 以上のものとすることができる。）とし、その

設置方法は次のとおりとする。

(1) 方法

航海用ﾚｰﾀﾞｰ反射器は反射器が正しい向きになるように

固定して取り付けるか、または、固定して吊り下げる。

(2) 位置

航海用ﾚｰﾀﾞｰ反射器は、できるだけ影となる方向がない

よう最適な位置に装備しなければならない。

(3) 取り付け高さ

航海用ﾚｰﾀﾞｰ反射器は、ﾏｽﾄ、ｷｬﾋﾞﾝ頂部等海面高さ１ m

以上のできるだけ高い位置に装備しなければならない。

(b) 「検査機関が当該小型船舶の船質、航海の態様等を考慮し

て差し支えないと認めるもの」等の規定により航海用ﾚｰﾀﾞｰ

反射器の設置を要しない小型船舶は、次のいずれかのもの

とする。

(1) 平成 6 年 11 月 3 日までに建造又は建造に着手されたも

の
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(2) 平成 14 年 6 月 30 日までに建造又は建造に着手された

ものであって、次のいずれかに該当するもの

(ⅰ ) 船質が、鋼製又はｱﾙﾐ製である場合

(ⅱ ) 海上交通安全法第 1 条第 2 項に規定する同法を適用

する海域及び船舶安全法施行規則第 1 条第 6 項第 7 号

の水域を航行しない場合

(3) 湖川のみを航行するもの

(c) 航海用ﾚｰﾀﾞｰ反射器と同等と認められるものについては資料

を添えて本部に伺い出ること。

(b) 細則第１編 84-5.0(a)は本項について準用する。

第 84条の５ A4水域又は A3水域を航行する小型船舶には、HF ﾃﾞｼﾞﾀﾙ選択呼出装置及び HF ﾃﾞｼﾞﾀﾙ選択

呼出聴守装置(それぞれの機能等について告示で定める要件に適合するもの限る。)を備え付けなけれ

ばならない。ただし、ｲﾝﾏﾙｻｯﾄ直接印刷電信又はｲﾝﾏﾙｻｯﾄ無線電話を備え付けるもの及び検査機関が航

海の態様等を考慮して差し支えないと認めるものについては、この限りでない。 

84-5.0 (a) 告示で定める要件とは、附属書 [13]｢小型船舶の基準を定

める告示の解釈等｣による。



4 編 -10 章 -1 

第 10章  電気設備  

(小型船舶安全規則の準用 ) 
第 43 条 小型船舶安全規則第 10 章の規定は、小型漁船の電気設備について準用する。この場合におい

て、同章中｢小型船舶｣とあるのは｢小型漁船｣と読み替えるものとする。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

43.0 (a) 細則第１編 85.0(a)は本項について準用する。

第 85 条 小型船舶の推進、排水その他の安全性に直接関係のある補助設備が電力のみにより維持される小型船舶に

は、必要な電力を十分に供給できる発電設備を備え付けなければならない。ただし、当該電力の供給を外部

から受ける係留船については、この限りでない。 

85.0 (a) ｢小型船舶の推進、排水その他の安全性に直接関係のある補

助設備｣とは、次のような設備に使用するものとすること。

(1) 冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ、潤滑油ﾎﾟﾝﾌﾟ、燃料油移送ﾎﾟﾝﾌﾟ、空気圧縮

機等推進機関の運転に直接又は間接的に関係のある設備

(2) ｾﾙﾓｰﾀｰ

(3) 操舵
だ

設備

(4) ﾋﾞﾙｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟ

(5) 船灯

(6) 揚錨設備

(7) 係船設備

(8) 無線設備

(b) 小安則第 85条の｢必要な電力を十分に供給できる発電設備｣と

は、次に適合するものとすること。

(1) 第２種小型漁船にあっては、充電装置付きの発電機及び

航行中に点灯するすべての航海灯に対して 12時間以上給電

できる蓄電池よりなるものをいう。  

(2) 第１種小型漁船にあっては、充電装置付きの発電機及び

航行中に点灯するすべての航海灯に対して６時間以上給電

できる蓄電池よりなるものをいう。ただし、航海灯、ｾﾙﾓｰﾀ

ｰ及び小容量の室内灯等を使用するものにあっては、ﾊﾞｯﾃﾘｰ

のみで差し支えない。この場合のﾊﾞｯﾃﾘｰの容量は、航海灯

への６時間の給電の外にそれらに必要な十分な容量とする

こと。

(c) 細則第１編 86.0は本項について準用する。

第 86 条 供給電圧は、250 ﾎﾞﾙﾄを超えてはならない。 

本 条 … 一 部 改 正 [平 成 ６ 年 ５ 月 運 輸 令 19 号 ] 

86.0 (a) 次のいずれかの ISO規格に適合するものについては、本条の

要件に適合するものと認めて差し支えない。



4 編 -10 章 -2 

(ⅰ ) ISO 10133:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Extra-low-voltage d.c. installations 

（舟艇－電気装置－低電圧直流電気装置）」

(注 ) この規格は、直流 50V以下で作動する電気装置

に対して適用される。

(ⅱ ) ISO 13297:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Alternating current installations （舟

艇－電気装置－交流電気設備）」

(注 ) この規格は、交流 250V未満で作動する電気装置に

対して適用される。

(d)細則第１編 88.1、 88.2、 88.3及び 88.4は本項について準用する。

第 88 条 電気機械及び電気器具は、その使用目的に応じた十分な性能を有するものでなければならない。ただし、

小型船舶の推進、排水その他の安全性に直接関係のない電気機械及び電気器具であると検査機関が認めるも

のついては、この限りでない。 

２ 電気機械及び電気器具は、通常の使用に際して、取扱者に危険を与えない構造のものでなければならな

い。 

３ 水滴、油、ビルジ等の落下、はねかえり又は浸水のおそれのある場所に設置する電気機械及び電気器具

は、正常な機能を妨害されないように保護しなければならない。 

４ 爆発若しくは引火しやすい物質が発生し、蓄積し、又は貯蔵される場所に設ける電気機械及び電気器具

は、爆発性ｶﾞｽによる爆発の危険のない構造のものとしなければならない。 

88.1 (a) ｢その使用目的に応じた十分な性能を有するもの｣とは、それ

ぞれ次に適合するものとすること。なお、以下 88.1において使用

する用語の定義は、設備規程第171条に定めるところによる。 

(1) 発電機及び電動機

(ⅰ ) 負荷試験を行い、温度上昇が表 88.1<1>に掲げる値を超

えないものであり、かつ、異常な振動、有害な火花の発

生 (整流不良等による )のないもの

表 88.1<1> 発電機及び電動機の温度上昇限度 (度 ) 

(基準周囲温度の限度 45℃ ) 

A 種絶縁 E 種絶縁 B 種絶縁 F 種絶縁 H 種絶縁

電動機又は

発電機の部分

温

度

計

法

抵

抗

法

押

込

温

度

計

法

温

度

計

法

抵

抗

法

押

込

温

度

計

法

温

度

計

法

抵

抗

法

押

込

温

度

計

法

温

度

計

法

抵

抗

法

押

込

温

度

計

法

温

度

計

法

抵

抗

法

押

込

温

度

計

法

固定子巻線 45 55 55 60 70 70 65 75 75 80 95 95 100 120 120 

絶縁された

回転子巻線
45 55 - 60 70 - 65 75 - 80 95 - 100 120 - 

(注 ) 温度測定方法は JIS C 4004 の定めるところによる。
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(ⅱ ) 定格速度の 120%の速度で１分間の過速度試験を行い支

障なく運転できるもの

(ⅲ ) 絶縁抵抗試験を行い、次の値以上あるもの

絶縁抵抗 =(定格電圧×３)/(定格出力(kW又はkVA)+1000)MΩ 

(2) 変圧器

定格出力で負荷試験を行い、温度上昇が表 88.1<2>の値を超

えないもの

表 88.1<2> 温度上昇限度 (度 ) 

(基準周囲温度の限度 45℃ ) 

部  分 測定方法 A 種絶縁 E 種絶縁 B 種絶縁 F 種絶縁 H 種絶縁 

巻

線

乾式変圧器 抵抗法 55 70 75 95 120 

油入変圧器 抵抗法 60 - - - - 

油 温度計法 45 

鉄  心  表  面 温度計法 絶縁物を損傷しない温度

(b) 次のいずれかの ISO規格に適合するものについては、「その使

用目的に応じた十分な性能を有するもの」と認めて差し支えな

い。

(ⅰ ) ISO 8849:2003「 Small craft - Electrically 

operated direct-current bilge pumps （舟艇－電動ビ

ルジポンプ）」

(ⅱ ) ISO 9097:1991「 Small craft; electric fans （舟艇

－電動ファン）」

88.2 (a) ｢通常の使用に際して、取扱者に危険を与えない構造のもの｣と

は、居住区に設置する変圧器にあっては乾式自冷式のものとする

こと。

(b) 次のいずれかの ISO規格に適合するものについては、本項の要

件に適合するものと認めて差し支えない。

(ⅰ ) ISO 9097:1991「 Small craft; electric fans （舟艇

－電動ファン）」

(ⅱ ) ISO 13297:2000「 Small craft - Electrical systems 

- Alternating current installations （舟艇－電気装

置－交流電気設備）」

88.3 (a) 次のいずれかの ISO規格に適合する電気機械及び電気器具につ

いては、本項の要件に適合するものと認めて差し支えない。
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(ⅰ ) ISO 8849:2003「 Small craft - Electrically 

operated direct-current bilge pumps （舟艇－電動ビ

ルジポンプ）」

(ⅱ ) ISO 9097:1991「 Small craft; electric fans （舟艇

－電動ファン）」

(ⅲ ) ISO 10133:2000「 Small craft - Electrical systems 

- Extra-low-voltage d.c. installations （舟艇－電気

装置－低電圧直流電気装置）」

(ⅳ ) ISO 13297:2000「 Small craft - Electrical systems 

- Alternating current installations （舟艇－電気装

置－交流電気設備）」

88.4 (a) ｢爆発若しくは引火しやすい物質が発生し、蓄積し、又は貯蔵

される場所｣とは、ｶﾞｿﾘﾝﾀﾝｸを設置している区画、ﾍﾟｲﾝﾄ類を貯蔵

する場所等をいう。なお、第 24条第６項に規定する区画は、本条

第４項に規定する場所とみなさなくてよい。

(b) 次のいずれかの ISO規格に適合する電気機械及び電気器具につ

いては、本項の要件に適合するものと認めて差し支えない。

(ⅰ ) ISO 8846:1990「 Small craft - Electrical devices - 

Protection against ignition of surrounding 

flammable gases （舟艇－電気装置－周囲の可燃性ガス

への引火防止）」

(ⅱ ) ISO 8849:2003「 Small craft - Electrically 

operated direct-current bilge pumps （舟艇－電動ビ

ルジポンプ）」

(ⅲ ) ISO 9097:1991「 Small craft; electric fans （舟艇

－電動ファン）」

(ⅳ ) ISO 10133:2000「 Small craft - Electrical systems 

- Extra-low-voltage d.c. installations （舟艇－電気

装置－低電圧直流電気装置）」

(ⅴ ) ISO 13297:2000「 Small craft - Electrical systems 

- Alternating current installations （舟艇－電気装

置－交流電気設備）」

(注 ) (ⅱ )～ (ⅴ ) に掲げる ISO規格により爆発性ガスが

侵入する可能性のある区画に設置されるものには、 (ⅰ )の

ISO規格による防爆性が要求される。
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(e) 細則第１編 89.0は本項について準用する。

第 89 条 電気設備の絶縁抵抗は、検査機関の適当と認める値以上でなければならない。 

89.0 (a) ｢検査機関の適当と認める値｣とは、それぞれ次の値を標準と

すること。

(1) 回転機

絶縁抵抗=(定格電圧×３)/(定格出力(kW又はkVA)+1000)MΩ

(2) 電路  0.1MΩ

(3) 配電盤  １ MΩ

(f) 細則第１編 90.1は本項について準用する。

第 90 条 蓄電池は、適当な換気装置を備え付けた蓄電池室又は保護おおいを施した適当な箱に収めて通風良好な場

所に設置しなければならない。ただし、検査機関が当該蓄電池の構造等を考慮してさしつかえないと認める

場所は、この限りでない。 

90.1 (a) ｢適当な換気装置を備え付けた蓄電池室｣又は｢通風良好な場

所｣とは、次のものをいう。

(1) 当該区画内で充電を行う場合以下のいずれかの条件を満

足している場合

(ⅰ ) 24.2(a)に適合する場所又は 24.6(c)の要件を満足す

る場所

(ⅱ ) 機関室

(ⅲ ) 常時換気されている旅客室等であって十分な広さの

区画 (この場合設置されるﾊﾞｯﾃﾘｰは小型のもの (12Vに換

算した合計容量が５ m 3の区画で 70Ah、 10m 3の区画で

120Ah程度までを標準とする。 )に限る。 ) 

(ⅳ ) 発生した水素が発火源と接触する危険のない方法で

ﾊﾞｯﾃﾘｰから暴露部に直接、かつ、確実に導かれている

蓄電池室

(2) 当該区画で充電を行わない場合適当な換気口 (1個でも差

し支えない。 )が設けられていること。

(b) 次の ISO規格に従って設置された蓄電池については、本項本

文の要件に適合するものと認めて差し支えない。

ISO 10133:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Extra-low-voltage d.c. installations 

（舟艇－電気装置－低電圧直流電気装置）」
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(g) 細則第１編 92.1及び 92.2は本項について準用する。

第 92 条 配電盤の盤材料は、非吸湿性のものであり、かつ、難燃性のものでなければならない。 

２ 配電盤には、回路の過電流を自動的にしや断できる装置を備え付けなければならない。 

92.1 (a) ｢難燃性のもので非吸湿性のもの｣とは、ｴﾎﾞﾅｲﾄ、鉄板等とす

ること。なお、難燃処理及び非吸湿性の処理をした合板は、本

項に適合しているものとみなして差し支えない。

92.2 (a) ｢回路の過電流を自動的にしゃ断できる装置｣とは、ﾋｭｰｽﾞで

あっても差し支えないものとすること。

(b) 次のいずれかの ISO規格に適合する配電盤については、本項

の要件に適合するものと認めて差し支えない。

(ⅰ ) ISO 10133:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Extra-low-voltage d.c. installations 

（舟艇－電気装置－低電圧直流電気装置）」

(ⅱ ) ISO 13297:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Alternating current installations （舟

艇－電気装置－交流電気設備）」

(h) 細則第１編 92.3は本項について準用する。

第 92 条３ 発電機を制御する配電盤には、必要な計器類を備え付けなければならない。 

92.3 (a) ｢必要な計器類｣とは、表 92.3<1>に適合するものとすること。 

表 92.3<1> 

発電機の種別 計器類 備 考

直流発電機 電圧計
充電専用の発電機にあっては、充放電の状態

を確認できるものでもよい。

交流発電機 電圧計

航行中に利用できる計器類は発電機本体等に

設置されている場合は当該計器類を省略して

よい。

(b) 次の ISO規格に適合する配電盤については、本項の要件に適

合するものと認めて差し支えない。

ISO 13297:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Alternating current installations 

（舟艇－電気装置－交流電気設備）」

(i) 細則第１編 93.0は本項について準用する。

第 93 条 配電盤の前後及び床面には、感電防止のための措置を施さなければならない。ただし、定格電圧 35 ﾎﾞﾙﾄ

以下の配電盤については、この限りでない。 

93.0 (a) ｢感電防止のための措置｣とは、絶縁ﾏｯﾄ、手すり等とするこ

と。
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(j) 細則第１編 94.0は本項について準用する。

第 94 条 船内の給電路には、配線工事にあつてはｹｰﾌﾞﾙを、小形の電気器具以外の移動式電気器具にあつてはｷﾔﾌﾞﾀ

ｲﾔｹｰﾌﾞﾙを使用しなければならない。ただし、検査機関が当該給電路の電圧等を考慮してさしつかえないと認

める場合は、この限りでない。

94.0 (a) ｢ｹｰﾌﾞﾙ｣とは、 JIS C 3410 ｢舶用電線｣及び JIS C 3401 ｢制

御用ﾋﾞﾆﾙ絶縁ﾋﾞﾆﾙｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ(CVV)｣に適合するもの又はこれと同

等以上の効力を有するものとする。

(b) ｢ｷｬﾌﾞﾀｲﾔｹｰﾌﾞﾙ｣とは、 JIS C 3312 ｢ﾋﾞﾆﾙ絶縁ﾋﾞﾆﾙｷｬﾌﾞﾀｲﾔｹｰ

ﾌﾞﾙ(VCT)｣に適合するもの又はこれと同等以上の効力を有する

ものとする。

(c) ただし書を適用するものは、定格電圧 35ﾎﾞﾙﾄ以下の給電路に

使用される JIS C 3406 ｢自動車用低圧電線 (AV)｣の規格に適合

するもの又はこれと同等以上の効力を有するもので、水、油、

ﾋﾞﾙｼﾞ等のはねかえり又は浸水のおそれのない場所、爆発若し

くは引火しやすい物質が発生し又は蓄積するおそれのない場所

並びに他動的損傷及び熱による傷害をうけるおそれのない場所

に布設されるものとすること。

(d) 次のいずれかの ISO規格に適合する電線については、本条た

だし書の要件に適合するものと認めて差し支えない。

(ⅰ ) ISO 10133:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Extra-low-voltage d.c. installations 

（舟艇－電気装置－低電圧直流電気装置）」

(ⅱ ) ISO 13297:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Alternating current installations （舟

艇－電気装置－交流電気設備）」

(k) 細則第１編 94-2.0は本項について準用する。

第 94 条の２ 直流三線式配電方式、交流単相三線式配電方式及び交流三相四線式配電方式の中性線には、ﾋｭｰｽﾞ、

単極開閉器及び単極自動遮断機を取り付けてはならない。 

本 条 … 追 加 [平 成 ６ 年 ５ 月 運 輸 令 19 号 ] 

94-2.0 (a) 次の ISO規格における中性線に対する措置については、本

条の要件に適合するものと認めて差し支えない。

ISO 13297:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Alternating current installations 

（舟艇－電気装置－交流電気設備）」

(l) 細則第１編 95.0は本項について準用する。

第 95 条 甲 板 又 は 隔 壁 を 貫 通 す る 電 路 は 、 そ の 部 分 を 必 要 に 応 じ て 電 線 貫 通 金 物 、 ｶﾗｰ、 鉛

等 適 当 な も の を 用 い て こ れ を 保 護 し な け れ ば な ら な い 。

95.0 (a) 次のいずれかの ISO規格に適合するものについては、本条の

要件に適合するものと認めて差し支えない。
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(ⅰ ) ISO 10133:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Extra-low-voltage d.c. installations 

（舟艇－電気装置－低電圧直流電気装置）」

(ⅱ ) ISO 13297:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Alternating current installations （舟

艇－電気装置－交流電気設備）」

(m) 細則第１編 96.0は本項について準用する。

第 96 条 電路は、接続箱又は端子箱を用いる等適当な方法により接続し、かつ、帯金等を用いて直接船体に、又は

導板、ﾊﾝｶﾞｰ等に固定しなければならない。 

96.0 (a) ｢適当な方法により接続し｣とは、定格電圧 35ﾎﾞﾙﾄ以下の電路

に用いられる JIS D 5403(自動車用電線端子 )のうち、ｷﾞﾎﾞｼ端

子 (ｽﾘｰﾌﾞ等で完全に絶縁されているもの )、差込形ﾌﾟﾗｸﾞで抜け

どめ装置を有するもの又はｽﾘｰﾌﾞｼﾞｮｲﾝﾄ式 (単線に用いられるも

の )で絶縁ｽﾘｰﾌﾞ等により完全に絶縁されているものとするか、

又はこれと同等以上の効力を有するものとすること。なお、定

格電圧が 100ﾎﾞﾙﾄ以上の電路の接続は、接続箱、分岐箱又は端

子箱を用いるか、又はｽﾘｰﾌﾞ等で保護するものとすること。

(b) 次のいずれかの ISO規格に適合する措置については、本条の

要件に適合するものと認めて差し支えない。

(ⅰ ) ISO 10133:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Extra-low-voltage d.c. installations 

（舟艇－電気装置－低電圧直流電気装置）」

(ⅱ ) ISO 13297:2000「 Small craft - Electrical 

systems - Alternating current installations （舟

艇－電気装置－交流電気設備）」

(n) 細則第１編 97.0は本項について準用する。

第 97 条 定格電圧 100 ﾎﾞﾙﾄ以上の移動灯、移動工具その他これらに類する器具は、その金属製わくをｷﾔﾌﾞﾀｲﾔｹｰﾌﾞﾙ

内の導体により接地しなければならない。ただし、検査機関が当該小型船舶の船質等を考慮して差し支えな

いと認める場合は、この限りでない。 

97.0 (a) ｢検査機関が当該小型船舶の船質等を考慮して差し支えない

と認める場合｣とは、木及び強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等不導体の材料で作ら

れた船体の小型船舶において使用する場合をいう。

(o) 細則第１編 98.2は本項について準用する。

第 98 条 ２ 航海灯制御盤から航海灯までの電路は、各灯ごとに独立のものでなければならない。 

98.2 (a) ｢各灯ごとに独立のもの｣とは、航海灯制御盤に各灯ごとに開

閉器を設けるか、又はﾋｭｰｽﾞを設けたものとすること。
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(p) 細則第１編 99.0は本項について準用する。

第 99 条 電熱設備は、通常の使用状態において火災の生ずるおそれのないものであり、かつ、その充電部を必要に

応じて難燃性材料で保護したものでなければならない。 

99.0 (a) ｢通常の使用状態において火災の生ずるおそれのないもの｣と

は、市販の電熱器を可燃物から離れた場所に固定し、取扱者が

支障なく作業できるように保護したものとすること。
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第 11章  特殊設備  
(作業用救命衣 ) 

第 43条の２ 作業用救命衣は、船舶設備規程第７編第４章の規定に適合するものでなければならない。 

本条…追加[昭和 55年５月農･運令１号]、一部改正[昭和 62年８月農･運令２号] 
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第 12章  復原性  

(復原性の保持 ) 
第 44条 小型漁船は、検査機関が十分と認める復原性を保持できるものでなければならない。 

本条…一部改正[昭和 53年６月農･運令２号] 

44.0 (a) 停泊中の横揺れ試験により求めた自由横揺れ周期が次表の標

準値以下である小型漁船は、｢検査機関が十分と認める復原性

を保持できるもの｣として認めて差し支えない。  

表 44.0<1> 横揺れ周期 (秒 ) 

深
さ 幅 (m) 

(m) 1.6 1.8 2.0 2.2 2.4 2.6 2.8 3.0 3.2 3.4 3.6 3.8 4.0 4.2 4.4 4.5 

0.6 3.2 3.2 3.4 3.6 3.7 

0.7 3.8 3.5 3.5 3.5 3.6 3.8 

0.8 4.3 4.0 3.7 3.6 3.6 3.7 3.9 4.1 

0.9 4.3 4.6 4.3 3.9 3.7 3.7 3.8 4.0 4.2 

1.0 4.3 4.6 4.9 4.5 4.2 4.0 3.8 3.9 4.0 4.2 4.3 

1.1 4.3 4.4 4.8 5.1 4.6 4.4 4.2 4.0 4.0 4.1 4.3 4.4 4.6 

1.2 4.6 4.7 5.0 5.2 4.8 4.5 4.3 4.2 4.1 4.2 4.3 4.5 4.6 

1.3 4.7 5.0 5.1 5.3 5.0 4.7 4.5 4.4 4.2 4.3 4.4 4.6 4.7 

1.4 4.8 5.2 5.3 5.5 5.1 4.9 4.7 4.5 4.4 4.4 4.5 4.6 4.7 

1.5 5.2 5.3 5.4 5.6 5.3 5.1 4.9 4.7 4.6 4.5 4.6 4.7 

1.6 5.2 5.4 5.5 5.7 5.4 5.2 4.9 4.9 4.8 4.7 4.6 

1.7 5.4 5.5 5.7 5.9 5.6 5.4 5.2 5.1 5.0 4.9 

1.8 5.5 5.6 5.8 6.0 5.8 5.5 5.4 5.2 5.2 

1.9 5.6 6.0 6.1 6.3 6.0 5.8 5.6 5.5 

2.0 6.0 6.1 6.3 6.4 6.1 5.9 5.9 

2.1 6.1 6.3 6.4 6.5 6.3 6.2 

注  表の見方 (例 ) 

船の幅が 2.5mで、船の深さが 1.1mの場合、表から

幅が 2.4m、深さが 1.1mのとき→周期 4.6秒  

幅が 2.6m、深さが 1.1mのとき→周期 4.4秒  
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 従って、幅が 2.5mのときは、両方の周期のうち短い

方の周期 4.4秒となる。  

(b) 運航時の復原性に注意が必要と認められる小型漁船について

は、復原性上の注意事項等を記載した別紙に準じた様式の資料

を船長に供与し、漁具、漁ろう機械の搭載、運航等に際しての

指針とすること。  

(c) 横揺れ周期が (a)の標準値をこえる小型漁船については、当

分の間次の事項を本部あて報告すること。

(1) 船名及び船舶所有者名

(2) L、 B、 D、総ﾄﾝ数

(3) 漁業種類及び主たる根拠地

(4) 船質及び船型 (中央断面の概略図を附記すること。 )

(5) 検査時に計測した横揺周期及びその際の乾げん、漁具の

搭載状態等船舶の状態
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別紙

第 号

汽船 丸の復原性に関する注意書

船舶所有者

殿

 標記船舶を運航するに当っては、復原性を保持するため特に次の事項

に注意すること。  

(1) ＿＿＿検査の際に計測した本船の横揺れ周期は＿＿＿秒であ

った。

(2) 本船が標準とすべき横揺れ周期の値は＿＿＿秒以下であるの

で、毎年の漁期の始まる前に横揺れ周期を計測して、以前の復原

性より悪く (横揺れ周期が長くなること。 )なっていないことを確

かめること。  

(3) 船の横揺れ周期による復原性の判定は復原性のおおよその傾

向を知るものであるので、この結果を過信しないようにし、運航

に当っては、波や風の方向にも注意して操船し、無理な急旋回を

しないこと。  

(4) 燃料油、漁具、漁獲物等の積み過ぎに注意するとともに、重

量の大きなものは甲板下等できるだけ低い位置に積むようにする

こと。  

(5) 漁獲物は、片荷にならないように、また、移動しないように

積付けること。

(6) 上甲板上に漁獲物をばら積みする場合は漁獲物が移動しない

ように適当に排水口を設けた仕切板を設置すること。

令和  年  月  日 (支部名) 

日本小型船舶検査機構
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第 13章  操縦性  

(最強速力における操縦性 ) 
第45条 小型漁船は、最強速力において当該小型漁船の安定性を損なわずに直進、旋回及び停止ができ

るものでなければならない。 

本条…追加[平成６年５月･運令１号] 
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第 14章  雑則  

(小型船舶安全規則の準用 ) 
第46条 小型船舶安全規則第116条の規定は、小型漁船について準用する。 

本条…追加[平成14年６月農林水産・国土交通省令第４号] 

(小型漁船に関し施設しなければならない事項及びその標準について必

要な事項 ) 
第47条 この省令に規定するもののほか、小型漁船に関し施設しなければならない事項及びその標準に

ついて必要な事項は、告示で定める。 

本条…追加[平成14年６月農林水産・国土交通省令第４号] 

47.0 (a) 附属書 [１ ]｢小型漁船の基準を定める告示の解釈等｣による。
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細則第 4編  附則  

(経過措置 ) 

(a) 平成 19年 9月 11日前に建造され、又は建造に着手された船舶

については、改正後の 3.0(b)並びに 19.0(d)及び (o)でそれぞ

れ準用する改正後の細則第 1編 3.0(a)、 24.6(b)及び 35.3(a)の

規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。  

(b) 平成 20年 1月 1日前に建造され、又は建造に着手された船舶で

あって、 13.0(e)により甲板室及び船楼に設ける窓に使用する

ガラス材料については、準用する改正後の細則第 1編 10.2(c)

の規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。  
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 附属書[1] 小型漁船の基準を定める告示の解釈等 

 小型漁船安全規則の規定に基づく、小型漁船の基準を定める告示 (平成

14 年農林水産・国土交通省告示第６号 )の規定の解釈等については、以

下によること。  

(用語 ) 

第１条 この告示において使用する用語は、小型漁船安全規則(昭和 49年
農林省

運輸省令第１号。以下｢規則｣と

いう。)において使用する用語の例による。 

(消防設備の要件 ) 
第２条 規則第 31条において準用する小型船舶安全規則第 65条の告示で定める要件は、小型船舶の基

準を定める告示(平成 14年国土交通省告示第 517号)第２条及び第３条に定めるとおりとする。 

2.0 (a) 細則第１編附属書 [13]2.2 は本項について準用する。

第２条 小型船舶用液体消火器(自動拡散型のものを除く。)に係る規則第 65 条の告示で定める要件は、次のとおり

とする。 

一 容易かつ確実に機能を発揮することができること。 

二 有効継続放射時間は、20 秒以上であること。 

三 有効放射距離は、３ﾒｰﾄﾙ以上であること。 

四 容器の内部温度が摂氏 40 度である場合における閉そく圧力が 2.5 ﾒｶﾞﾊﾟｽｶﾙ以下に調節されていること。 

五 材料は、次に掲げる要件に適合するものであること。 

ｲ 容器を構成する部分は、前号に掲げる要件に適合するように調整された圧力に対して十分な強度を有する

ものであること。

ﾛ 消火剤に接触する部分は、消火剤に侵されないものであること。

ﾊ 外気に接触する部分は、水、潮風、湿気等により、さび、変質その他の障害を生じないものであること。

六 消火剤は、人体に有害なｶﾞｽを発生しないものであること。 

七 動揺、振動、衝撃又は転倒による不時の作動を防止するための安全装置が設けられていること。 

八 安全装置、ﾚﾊﾞｰその他の操作部分の操作方法が簡明に表示されていること。 

九 容器の外面の 25 ﾊﾟｰｾﾝﾄ以上の部分が赤色のものであること。 

十 次に掲げる消火剤を充てんしたものであること。 

ｲ 長時間わたり分解、ちんでんその他の異常を生じない水

ﾛ 濃硫酸

ﾊ 水に溶けやすい白色の結晶又は結晶性の粉末の重炭酸ｿｰﾀﾞであって、その容器が微弱なｱﾙｶﾘ性反応を示す

もの

十一 ３ﾘｯﾄﾙ以上の消火剤を充てんしたものであること。 

十二 次に掲げる事項を表示すること。 

ｲ 種類

ﾛ 充てんする消火剤の容量又は質量

ﾊ 総質量

ﾆ 使用方法

ﾎ 製造年月

ﾍ 製造番号

ﾄ 製造者名

２ 自動拡散型の液体消火器に係る規則第 65 条の告示で定める要件は、次のとおりとする。 

一 異常な空気温度、異常な煙の濃度その他の初期消火を示す要因によって検査機関が適当と認める時間以内に

自動的に作動すること。 

二 前項第四号から第六号までに掲げる要件 

三 次に掲げる事項を表示すること 

ｲ 種類

ﾛ 総質量

ﾊ 製造年月

ﾆ 製造番号

ﾎ 製造者名

2.2 (a) ｢異常な空気温度｣とは、熱感知部と消火器本体が分離型の消

火器については、摂氏 90 度以上及び 150 度以下の温度で作動す
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ること。その他のものについては、摂氏 90 度以上及び 110 度以

下の温度で作動すること。

(b) ｢適当と認める時間｣とは、 120 秒以内に自動的に作動するこ

と。

(b) 細則第１編附属書 [13]3.2 は本項について準用する。

第３条 小型船舶用粉末消火器(自動拡散型のものを除く。)に係る規則第 65 条の告示で定める要件は、次のとおり

とする。 

一 有効継続放射時間は、７秒以上であること。 

二 容器を構成する材料は、閉そく圧力に対して十分な強度を有するものであること。 

三 前条第１項第１号、第３号、第５号(ﾛ及びﾊに係るものに限る。)、第６号から第９号まで及び第 12 号に掲げ

る要件 

四 りん酸塩類であって、適当な防湿剤が加えられた 0.177 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以下の微細な粉末状の消火剤を充てんしたも

のであること。 

五 １ｷﾛｸﾞﾗﾑ以上の消火剤を充てんしたものであること。 

２ 自動拡散型の粉末消火器に係る規則第 65 条の告示で定める要件は、前条第１項第５号(ﾛ及びﾊに係るものに限

る。)及び第６号、同条第２項第１号及び第３号並びに前項第２号及び第４号に掲げる要件とする。 

3.2 (a) 2.2(a)及び (b)は、本項について準用する。

(小型船舶の基準を定める告示の準用 ) 
第３条 小型船舶の基準を定める告示第８条及び第９条の規定は、小型漁船の防火措置について準用す

る。この場合において、同告示第８条中｢小型船舶｣とあるのは、｢小型漁船｣と読み替えるものとす

る。 

3.0 (a) 細則第１編附属書 [13]8.0 は本項について準用する。

第８条 小型船舶にｽﾄｰﾌﾞ、ﾚﾝｼﾞ又はｺﾝﾛ(以下この章において｢ｽﾄｰﾌﾞ等｣という。)を設置する場合には、次の各号に

掲げる基準によらなければならない。ただし、検査機関がｽﾄｰﾌﾞ等の構造等を考慮して差し支えないと認める場合

は、この限りでない。 

一 移動しないように固定すること。 

二 ｽﾄｰﾌﾞ等の台及びこれらを設置した床の燃焼のおそれのある部分は、不燃物とすること。 

三 前号の台及び床を除き、不燃物にあってはｽﾄｰﾌﾞの側面及び上端から 0.3 ﾒｰﾄﾙ以上、不燃物以外のものにあっ

てはｽﾄｰﾌﾞの側面から 0.6 ﾒｰﾄﾙ以上、上端から 0.9 ﾒｰﾄﾙ以上離すこと。 

四 第２号の床を除き、不燃物以外のものは、ﾚﾝｼﾞ又はｺﾝﾛの側面から 0.3 ﾒｰﾄﾙ以上、上端から 0.9 ﾒｰﾄﾙ以上離す

こと。 

五 煙突の防熱措置を施さない部分は、不燃物以外のものから 0.3 ﾒｰﾄﾙ以上離すこと。 

8.0 (a) 本条第 4 号の「コンロの側面」とは、「コンロの炎の吹き出

し口」と取り扱って差し支えない。

(b) ただし書の規定を適用するものは、次のものとする。なお、

ﾚﾝｼﾞ又はｺﾝﾛの側面及び上端の壁に断熱性の不燃物を張ったも

のは、不燃物に含めて差し支えない。

ﾚﾝｼﾞ又はｺﾝﾛの側面及び上端の壁のとの間に金属板等の不燃性

材料の遮蔽板を設置 (側面及び上端の壁との間に空間を設け設置

したものに限る。移動式のものでもよい。 )した場合は、ﾚﾝｼﾞ又

はｺﾝﾛの側面からの距離を 0.1 ﾒｰﾄﾙ以上、上端からの距離を 0.6

ﾒｰﾄﾙ以上として差し支えない。

(c) ｢ｽﾄｰﾌﾞ等 ｣には、可燃物に対して直接火災の危険のない電磁

調理器等は含まない。
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(b) 細則第１編附属書 [13]9.0 は本項について準用する。

第９条 賄設備用又は暖房設備用の燃料としてﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽその他の空気より重い爆発性のｶﾞｽ(以下この条において

｢ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ等｣という。)を使用する場合は、ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ等のﾎﾞﾝﾍﾞの設置、ｶﾞｽ配管等は、次に掲げる基準によらな

ければならない。 

一 ﾎﾞﾝﾍﾞは、暴露部の通風良好な場所に設置し、船の動揺により転倒しないように措置しておくこと。ただし、

検査機関がﾎﾞﾝﾍﾞの設置方法、容量等を考慮して差し支えないと認める場合は、検査機関の指示するところによ

る。 

二 ﾎﾞﾝﾍﾞは、直射日光から遮へいすること。 

三 ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ等を使用するｽﾄｰﾌﾞ等を居室内に設置する場合は、通風良好な場所に設置し、ﾎﾞﾝﾍﾞと居室内のｽﾄｰ

ﾌﾞ等との間には、金属管を用いた固定配管を設け、ｽﾄｰﾌﾞ等と接続する部分の管端にﾊﾞﾙﾌﾞ又はｺｯｸを備え付ける

こと。

9.0 (a) ｢差し支えないと認める場合｣とは次の要件に適合する場合を

いう。

(1) 以下のすべての要件に適合する区画にﾎﾞﾝﾍﾞが設置されて

いる場合

(ⅰ ) ﾎﾞﾝﾍﾞ、圧力調整器、ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ等の管系等 (発火源と

なるおそれのあるものを除く。 )のみに使用される専用

のものであること。

(ⅱ ) 風雨及び海水の打込み等からﾎﾞﾝﾍﾞを保護できる構造

であること。

(ⅲ ) 直射日光及び機関の熱等からﾎﾞﾝﾍﾞを保護できる構造

であること。

(ⅳ ) 容易にﾊﾞﾙﾌﾞの操作、日常点検、漏えいﾃｽﾄ等が行える

構造であること。

(ⅴ ) 水線より上方に位置していること。

(ⅵ ) 船内の他の区画に対して気密であること。

(ⅶ ) 以下の要件に適合した換気構造を有していること。

(ｲ) 区画の上方に空気取り入れ口を有し、最も低い位

置から滞留することなく区画より低くかつ、水線上

の船外へ直接換気できること。

なお、当該換気口が第 12 条の適用を受ける場合、

細則第１編 12.0(b)(1)又は (2)によること。この場

合において、 (1)の｢機関の空気取入口、ﾋﾞﾙｼﾞ排出管

の開口端｣とあるのは｢換気口｣と、｢管を上方に湾曲

させる等適当な｣とあるのは｢開口の面積が 10cm 2 以

下とする｣と読み替えるものとする。

(ﾛ) 船体内部への開口から 60cm 以上離れた場所に換気

できること。

(ﾊ) 換気口の下方にｴﾝｼﾞﾝ排気管がある場合、排気管か

ら 60cm 以上離れた場所に換気できること。

(ﾆ) 換気ﾗｲﾝの内径は直径 1.2cm 以上であること。
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図 9.0<1> 

(2) ｶｾｯﾄｺﾝﾛ等に使用される液化ﾌﾞﾀﾝｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞであって (財 )日

本ｶﾞｽ機器検査協会の検査合格品表示のあるものを使用する

場合。

図 9.0<2>

(b) 固定配管の管末には閉止弁を設け、使用しない場合にはｺﾞﾑｷｬ

ｯﾌﾟを施すこと。

(c) 固定配管からｽﾄｰﾌﾞ等までの間はｺﾞﾑ管で接続して差し支えな

いが、この場合のｺﾞﾑ管の長さは２ m 以内とし、使用するｶﾞｽの

種類に応じ JIS K 6348(ｶﾞｽ用 ｺﾞﾑ管 )に適合するもの又はこれと

同等以上の性能を有するものを使用すること。

(d) 次の ISO 規格に従って設置されるボンベについては、第 1 号

及び第 2 号の要件に適合するものと認めて差し支えない。

ISO 10239:2000 「 Small craft －  Liquefied petroleum 

gas (LPG) system (舟艇－液化石油ガス (LPG)装置 )」

(号鐘 ) 
第４条  号鐘に係る規則第 39 条第１項の告示で定める要件は、航海用具の基準を定

める告示 (平成 14 年国土交通省告示第 512 号 )第４条各号に掲げるとおりとする。  

航海用具の基準を定める告示  

(号鐘及びどら ) 

第４条  船舶設備規程第 146 条の９の告示で定める要件は、次のとおり

とする。

一  号鐘又はどらから１ﾒｰﾄﾙの位置における音圧は、 110 ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以上

又は
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であること。

二 材料は、耐しょく性のものであること。

三 澄んだ音色を発するものであること。

四 号鐘の呼び径は、 300 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以上であること

五 号鐘と打子の重量は、号鐘の重量の３ﾊﾟｰｾﾝﾄ以上であること。

六 動力式の号鐘の打子は、できる限り一定の強さで号鐘を打つもの

であって、かつ、手動によっても操作できるものであること。

(形象物 ) 
第５条  形象物に係る規則第 39 条第 1 項の告示で定める要件は ､小型船舶の基準を

定める告示第 13 条から第 15 条まで及び第 18 条に定めるとおりとする ｡

5.0 (a) 細則第１編附属書 [13]13.0、 14.0 及び 15.0 は本項について

準用する。

小型船舶の基準を定める告示

（黒色球形形象物）
第 13 条 規 則 第 82 条 第 １ 号 の 表 黒 色 球 形 形 象 物 の 項 及 び 規 則 第 82 条 第 ２ 号 の 表 黒 色 球 形

形 象 物 の 項 並 び に 黒 色 球 形 形 象 物 に 係 る 規 則 第 82 条 第 １ 号 の 表 備 考 第 ９ 号 の 告 示 で 定 め

る 要 件 は 、 直 径 600 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以 上 の も の で あ る こ と と す る 。 た だ し 、 全 長 20 ﾒｰﾄﾙ未 満 の 小

型 船 舶 に 備 え 付 け る も の の 大 き さ は 、 当 該 小 型 船 舶 の 大 き さ に 適 し た も の と す る こ と が で

き る 。

13.0 (a) 「全長 20 ﾒｰﾄﾙ未満の小型船舶に備え付けるものの大きさ

は、当該小型船舶の大きさに適したもの」とは、直径 300 ﾐﾘﾒ

ｰﾄﾙ以上のものとすること。

（黒色円すい形形象物）
第 14 条 規 則 第 82 条 第 １ 号 の 表 黒 色 円 す い 形 形 象 物 の 項 の 告 示 で 定 め る 要 件 は 、 底 の 直 径

が 600 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以 上 で あ っ て 、 高 さ が 底 の 直 径 と 等 し い も の で あ る こ と と す る 。 た だ し 、 全

長 20 ﾒｰﾄﾙ未 満 の 帆 船 に 備 え 付 け る も の の 大 き さ は 、 当 該 帆 船 の 大 き さ に 適 し た も の と す

る こ と が で き る 。

14.0 (a) 「全長 20 ﾒｰﾄﾙ未満の帆船に備え付けるものの大きさは、当

該帆船の大きさに適したもの」とは、底の直径が 300 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以

上であって、高さが底の直径と等しいものとすること。

（黒色ひし形形象物）
第 15 条 黒 色 ひ し 形 形 象 物 に 係 る 規 則 第 82 条 第 １ 号 の 表 備 考 第 ９ 号 及 び 規 則 第 82 条 第 ２

号 の 表 黒 色 ひ し 形 形 象 物 の 項 の 告 示 で 定 め る 要 件 は 、 底 の 直 径 が 600 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以 上 の 大 き さ

で あ っ て 、 高 さ が 底 の 直 径 と 等 し い ２ 個 の 同 形 の 円 す い を そ の 底 で 上 下 に 結 合 さ せ た 形 の

も の で あ る こ と と す る 。 た だ し 、 全 長 20 ﾒｰﾄﾙ未 満 の 小 型 船 舶 に 備 え 付 け る も の の 大 き さ

は 、 当 該 小 型 船 舶 の 大 き さ に 適 し た も の と す る こ と が で き る 。

15.0 (a) 「全長 20 ﾒｰﾄﾙ未満の小型船舶に備え付けるものの大きさ

は、当該小型船舶の大きさに適したもの」とは、底の直径が

300 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以上であって、高さが底の直径と等しい２個の同

形の円すいをその底で上下に結合させたものとすること。
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（紅色円すい形形象物）
第 18 条 紅 色 円 す い 形 形 象 物 に 係 る 規 則 第 82 条 第 １ 号 の 表 備 考 第 ９ 号 の 告 示 で 定 め る 要 件

は 、 底 の 直 径 600 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以 上 、 高 さ 500 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以 上 の も の で あ る こ と と す る 。

(汽笛 ) 
第６条 汽笛に係る規則第 39条第１項の告示で定める要件は、航海用具の基準を定める告示第３条第

１項各号及び第２項第一号に掲げるとおりとする。 

航海用具の基準を定める告示  

(汽笛 ) 

第３条  汽笛の要件に係る船舶設備規程第 146 条の７の告示で定める要

件は、次のとおりとする。

一 基本周波数及び音圧は、次の表の上欄に掲げる船舶の区分に応じ、

それぞれ同表の中欄及び下欄に掲げるものであること。

区分 基本周波数 音圧 

全長 200 ﾒｰﾄﾙ以上の船舶 70 ﾍﾙﾂ以上 200 ﾍﾙﾂ以下 143 ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以上 

全長 75 ﾒｰﾄﾙ以上 200 ﾒｰﾄ

ﾙ未満の船舶

130 ﾍﾙﾂ以上 350 ﾍﾙﾂ以下 138 ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以上 

全長 20 ﾒｰﾄﾙ以上 75 ﾒｰﾄﾙ

未満の船舶 

250 ﾍﾙﾂ以上 700 ﾍﾙﾂ以下 130 ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以上 

全長 20 ﾒｰﾄﾙ未満の船舶 250 ﾍﾙﾂ以上 700 ﾍﾙﾂ以下 

120 ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以上(180 ﾍﾙﾂ

以上 450 ﾍﾙﾂ以下 ) 

115 ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以上(450 ﾍﾙﾂ

以上 800 ﾍﾙﾂ以下 ) 

111 ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以上(800 ﾍﾙﾂ

以上 2100 ﾍﾙﾂ以下 ) 

備考

 音圧は、当該汽笛から音が最も強い方向 (次号において最強方向と

いう。 )に１ﾒｰﾄﾙ離れた位置において、 180 ﾍﾙﾂから 700 ﾍﾙﾂまでの間

に中心周波数を有する３分の１ｵｸﾀｰﾌﾞﾊﾞﾝﾄﾞのいずれか１により測定

するものとする。ただし､全長 20 ﾒｰﾄﾙ未満の船舶にあっては､表中括

弧内に定める周波数の範囲内に中心周波数を有する 3 分の 1 ｵｸﾀｰﾌﾞ

ﾊﾞﾝﾄﾞのいずれか 1 により測定するものとする｡

二  指向性を有する汽笛は、次に掲げる音圧以上の音圧を有するもの

であること。この場合において、音圧は、前号の音圧の測定に用い

た３分の１ｵｸﾀｰﾌﾞﾊﾞﾝﾄﾞにより測定するものとする。  

ｲ 最強方向から左右それぞれ 45 度の範囲においては、最強方向の

音圧から４ﾃﾞｼﾍﾞﾙを減じた音圧



4 編 -附 [1]-7 

ﾛ ｲに掲げる範囲以外の範囲においては、最強方向の音圧から 10 ﾃﾞ

ｼﾍﾞﾙを減じた音圧

三  船舶の航行中における動揺、振動等によりその性能に支障を生じ

ないものであること。  

２  汽笛の位置に係る船舶設備規程第 146 条の７の告示で定める要件は、

次のとおりとする。  

一  次に掲げるところにより設置するものであること

ｲ できる限り高い位置に設置すること。

ﾛ 他船の汽笛を通常聴取する自船上の場所における音圧が、 110 ﾃﾞ

ｼﾍﾞﾙ(A)を超えず、できる限り 100 ﾃﾞｼﾍﾞﾙ(A)を超えないように設置

すること。

ﾊ 指向性を有する汽笛が当該船舶における唯一の汽笛である場合に

は、当該汽笛は、船首方向において音圧が最大となるように設置す

ること。

(海図 ) 
第７条 海図に係る規則第 39条第１項の告示で定める要件は、航海用具の基準を定める告示第５条各

号に掲げるとおりとする。 

航海用具の基準を定める告示  

(電子海図情報表示装置等 ) 

第５条  電子海図情報表示装置に係る船舶設備規程第 146 条の 10 の告示

で定める要件は、次のとおりとする。

一 電子海図を表示することができるものであること。  

二 船位を連続的に電子海図上に表示することができるものであること。 

三  電子海図上の等深線を選択した場合には、選択した等深線を他の

等深線と識別することができるものであること。  

四  電子海図上の安全等深線を選択した場合には、選択した等深線よ

り浅い位置を、他の位置と識別できる方法により表示することがで

きるものであること。  

五  真方位 (真北を基準とする方位をいう。以下同じ。 )により表示す

ることができるものであること。  

六  真運動表示方式 (表示された陸地又は静止した物標を基準とした表

示面の表示方式をいう。以下同じ。 )により表示することができるも
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のであること。

七  航海計画が設定することができ、かつ、それを表示することがで

きるものであること。  

八  安全等深線の横断その他の適切でない航海計画が設定されたこと

を表示できるものであること。  

九  表示面に表示される情報は、常に明りょうに表示できるものであ

ること。  

十 電子海図情報を更新することができるものであること。

十一  12 時間分の航海情報を１分間隔で、全航海の航海情報を４時間

以内の間隔で記録することができるものであること。

十二  故障を示す警報を発するものであること。

 十三  必要な予備装置を備えているものであること。

(船灯等の要件 ) 
第８条  船灯 (第４種 ﾏｽﾄ灯、第３種舷灯、第２種両色灯、底びき網漁業 灯、かけまわ

し漁法灯及びきんちゃく網漁業灯を除く。 )及び操船信号灯の要件に係る規則第 40

条の告示で定める要件は、航海用具の基準を定める告示第２条各号並びに小型船舶

の基準を定める告示第 19 条第１項第２号及び第３号に掲げるとおりとする。  

２  船灯 (第４種 ﾏｽﾄ灯、第３種舷
げん

灯及び第２種両色灯に限る。 )の要件に係る規則第

40 条の告示で定める要件は、小型船舶の基準を定める告示第 19 条第２項各号に掲

げるとおりとする。  

３  船灯 (底びき網漁業灯、かけまわし漁法灯及びきんちゃく網漁業灯に限る。 )の要

件に係る規則第 40 条の告示で定める要件は、漁船の基準を定める告示 (平成 14 年
農 林 水 産 省

国 土 交 通 省 告示第５号 )第４条に定めるとおりとする。  

航海用具の基準を定める告示  

(船灯等 ) 

第２条  船灯及び操船信号灯の要件に係る規程第 146 条の４の告示で定

める要件は、次のとおりとする。

一 次に掲げる要件に適合する灯光を発するものであること。ただし、

管海官庁が当該小型船舶の構造等を考慮して差し支えないと認める

場合には、この限りでない。  

ｲ 第一号表第１欄に掲げる船灯等の種類ごとに、同表第２欄から第

４欄までに掲げる色、水平射光範囲 (水平方向における射光の範囲

をいう。ﾊ及びﾆにおいて同じ。 )及び光達距離を有するものである

こと。  

ﾛ ｲの色は、第二号表上欄に掲げる色の種類ごとに、日本産業規格

XYZ 表色系の色度図において、同表下欄に掲げる領域内の色度を有



4 編 -附 [1]-9 

するものであること。

ﾊ 第一号表第１欄に掲げる船灯等の種類ごとに、同表第３欄に掲げ

る水平射光範囲において、最小光度 (次の算式により算定した光度

をいう。以下ﾊにおいて同じ。 )以上の光度を有するものであること。

ただし、ﾏｽﾄ灯、舷
げん

灯、両色灯、船尾灯、引き船灯及び三色灯 (ﾆに

おいて｢ﾏｽﾄ灯 ｣という。 )にあっては、水平射光範囲の境界から内側

へ５度の範囲 (舷
げん

灯にあっては、船首方向の境界から内側へ５度の

範囲を除く。 )において、最小光度の 50 ﾊﾟｰｾﾝﾄの光度まで減ずるこ

とができる。  

I=3.43×10 6×D 2×K - D 

I は、光度 (ｶﾝﾃﾞﾗ) 

T は、閾値 (ﾙｸｽ)とし、 0.0000002 

D は、光達距離 (海里 ) 

K は、大気の透過性とし、 0.8 

ﾆ ﾏｽﾄ灯にあっては、水平射光範囲の境界から外側へ５度 (舷
げん

灯の船

首方向の境界にあっては、外側へ１度から３度まで )の範囲内にお

いて遮断されたものであること。  

ﾎ 上下方向において、次に掲げる光度以上の光度を有するものであ

ること。

(1) 水平面の上下にそれぞれ５度の範囲内において、ﾊに規定する

光度

(2) 水平面の上下にそれぞれ５度から 7.5 度までの範囲において、

ﾊに規定する光度の 60 ﾊﾟｰｾﾝﾄの光度 (帆船が帆のみを用いて航行

する場合に使用する船灯にあっては、５度から 25 度までの範囲

において、ﾊに規定する光度の 50 ﾊﾟｰｾﾝﾄの光度 ) 

ﾍ 光度が過度に大きくならないように調節されたものであること。

この場合において、その調節は、可変調節の方法によって行っては

ならない。

二  全長 20 ﾒｰﾄﾙ以上の船舶に備える舷
げん

灯は、黒色のつや消し塗装を施

した内側隔板を取り付けたものであること。

三  閃
せん

光灯及び操船信号灯は、第一号表第５欄に掲げるところにより

閃
せん

光を発するものであること。
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8.1 (a) 細則第１編附属書 [13]19.1 は本項について準用する。

第 19 条 船灯(第４種ﾏｽﾄ灯、第３種舷
げん

灯、第２種両色灯及び第２種三色灯を除く。)及び操船信号灯の要件に係る

規則第 83 条の告示で定める要件は、次のとおりとする。 

一 航海用具の基準を定める告示第２条に定める要件 

二 全長 20 ﾒｰﾄﾙ以上の小型船舶に備える舷
げん

灯は、黒色のつや消し塗装を施した内側隔板を取り付けたものである

こと。 

三 閃
せん

光灯及び操船信号灯は、航海用具の基準を定める告示第１号表に掲げるところにより閃
せん

光を発するもので

あること。 

２ 船灯(第４種ﾏｽﾄ灯、第３種舷
げん

灯、第２種両色灯及び第２種三色灯に限る。)の要件に係る規則第 83 条の告示で

定める要件は、次の掲げるとおりとする。 

一 次に掲げる要件に適合する灯光を発するものであること。ただし、管海官庁が当該小型船舶の構造、航海の

態様等を考慮して差し支えないものと認める場合は、この限りでない。 

ｲ 次の表の第１欄に掲げる船灯の種類ごとに、同表第２欄から第４欄までに掲げる色、水平射光範囲(水平方

向における射光の範囲をいう。)及び光達距離を有するものであること。

船灯の種類 色 水平射光範囲 光達距離 

第４種ﾏｽﾄ灯 白 225 度 ２海里 

第３種舷
げん

灯 左舷
げん

灯 紅 

右舷
げん

灯 緑 

112.5 度 １海里 

第２種両色灯 左舷
げん

側 紅 

右舷
げん

側 緑 

左右各舷
げん

112.5 度 １海里 

第２種三色灯 左舷
げん

側 紅 

右舷
げん

側 緑 

後部  白 

左右各舷
げん

112.5 度 

後部 135 度 

左右各舷
げん

１海里 

後部２海里 

ﾛ 航海用具の基準を定める告示第２条第１項第１号ﾛからﾍまでに掲げる要件に適合するものであること。

二 前項第二号に定める要件 

19.1 (a) 内側隔板は、射光範囲の外側１度から３度の範囲で光を遮る

ことができるものとすること。

高さは、使用する舷
げん

灯の灯窓硝子上端から 100 ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以上と

すること。

(b) 船舶の恒久的構造物を利用して差し支えない。

漁船の基準を定める告示  

(漁法灯及び漁業灯の要件 ) 

第４条  漁法灯及び漁業灯の要件に係る船舶設備規程第 67 条の告示で定

図 19.1<1> 
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める要件は、次のとおりとする。  

一  底びき網漁業灯、かけまわし漁法灯及びきんちゃく網漁業灯は、

次に掲げる灯光を発するものであること。

ｲ 別表第１欄に掲げる船灯の種類ごとに、同表第２欄から第４欄ま

でに掲げる色、水平射光範囲 (水平方向における射光の範囲をい

う。 )及び光達距離を有するものであること。  

ﾛ 航海用具の基準を定める告示 (平成 14 年国土交通省告示第 512

号 )第２条第１項第一号ﾛからﾍまでに掲げる要件に適合するもので

あること。  

二  かけまわし漁法灯及びきんちゃく網漁業灯は、別表第５欄に掲げ

るところにより閃
せん

光を発するものであること。

(船灯等の位置 ) 
第９条  小型船舶の基準を定める告示第 20 条各号の規定は、船灯 (底びき網漁業灯、

かけまわし漁法灯及びきんちゃく網漁業灯を除く。 )及び操船信号灯の位置に係る

規則第 40 条の告示で定める要件について準用する。この場合において、小型船舶

の基準を定める告示第 20 条中「小型船舶」とあるのは、「小型漁船」と読み替え

るものとする。  

２  船灯 (底びき網漁業灯、かけまわし漁法灯及びきんちゃく網漁業灯に限る。 )の位

置に係る規則第 40 条の告示で定める要件は、漁船の基準を定める告示第５条各号

に掲げるとおりとする。  

9.1 (a) 細則第１編附属書 [13]20.0 は本項について準用する。

第 20 条 船灯の位置に係る規則第 83 条の告示で定める要件は、次のとおりとする。 

一 船灯は、その射光が妨げられるおそれのない適当な位置(停泊灯以外の全周灯(海上衝突予防法第 21 条第６項に

規定する全周灯をいう。以下同じ。)にあっては、その水平方向における射光(隔板を取り付けることその他の方

法により、２個の全周灯を１海里の距離から１の灯火として視認できるように装置する場合にあっては、当該２

個の全周灯による射光)が６度を超えて妨げられるおそれのない適当な位置)に装置すること。 

二 ﾏｽﾄ灯(２個又は３個のﾏｽﾄ灯を垂直線上に装置する場合にあっては、いずれか１のﾏｽﾄ灯をいう。第三号を除

き、以下この条において同じ。)を装置する位置は、次の各号に適合するものであること。 

ｲ 船の首尾線上であること。ただし、全長 12 ﾒｰﾄﾙ未満の動力船に備え付けるﾏｽﾄ灯を船の首尾線上に装置できな

い場合は、この限りでない。

ﾛ 全長 12 メートル以上の小型船舶にあっては、高さは、舷
げん

縁上 2.5 ﾒｰﾄﾙ(全長 20 ﾒｰﾄﾙ以上の小型船舶にあって

は、上甲板(最上層の全通甲板をいう。)上６ﾒｰﾄﾙ(最大幅が６ﾒｰﾄﾙを超える推進機関を有する小型船舶にあって

は、最大幅))以上であること。ただし、全長 20 ﾒｰﾄﾙ以上の小型船舶であって最強船速が次項で定める算式によ

り算定した値以上となるもののﾏｽﾄ灯にあっては、ﾏｽﾄ灯と舷
げん

灯を頂点とする二等辺三角形を当該小型船舶の船体

中心線に垂直な平面に投影した二等辺三角形の底角が 27 度以上となる高さとすることができる。 

ﾊ ﾏｽﾄ灯以外のすべての船灯より上方であること。

ﾆ ﾏｽﾄ灯は、船体中央部より前方(全長 20 ﾒｰﾄﾙ未満の小型船舶にあっては、できる限り前方)に装置しなければな

らない。ただし、管海官庁が当該小型船舶の構造等を考慮してやむを得ないと認める場合は、管海官庁の指示す

るところによるものとする。

三 舷
げん

灯を装置する位置は、次の各号に適合するものであること。 

ｲ 上甲板上の高さは、ﾏｽﾄ灯の上甲板上の高さの４分の３以下であること。

ﾛ ﾏｽﾄ灯又は規則第 82 条第１項第一号の表備考第十号の規定により備え付けることができる白灯を舷
げん

縁上 2.5 ﾒｰ

ﾄﾙ未満の高さに装置する場合にあっては、当該ﾏｽﾄ灯又は白灯より１ﾒｰﾄﾙ以上下方であること。

ﾊ 全長 20 ﾒｰﾄﾙ以上の小型船舶に装置する場合は、ﾏｽﾄ灯より前方でなく、かつ、舷
げん

側又はその付近であること。 

四 両色灯を装置する位置は、次の各号に適合するものであること。 

ｲ 船の首尾線上であること。ただし、ﾏｽﾄ灯又は規則第 82 条第１項第一号の表備考第十号又は第十一号の規定に

より備え付けることができる白灯を船の首尾線上に装置できない場合は、当該ﾏｽﾄ灯又は白灯が装置されている

位置から船の首尾線に平行に引いた直線上又はできる限りその直線に近い位置とすることができる。
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ﾛ ﾏｽﾄ灯より１ﾒｰﾄﾙ以上下方であること。

五 海上衝突予防法の規定により２個又は３個の船灯を垂直線上に掲げることとされる場合における当該船灯の位

置は、航海用具の基準を定める告示第２条第２項第六号ｲ及びﾛの規定に適合するものであること。 

２ 前項に規定する算式は、次に掲げるものとする。 

  3.7V0.1667(ﾒｰﾄﾙ毎秒) 

  この場合において、 

  V は、計画満載喫水線における排水容積(立方ﾒｰﾄﾙ) 

20.0 (a) ｢最大幅｣とは、小型船舶の航行の状態における船体、ﾌﾞﾙﾜｰ

ｸ、船体に固定された付加物を含む一方の舷
げん

側端から反対舷
げん

側端

までの最大の水平距離をいう。

この場合、小型帆船の帆装用ﾌﾞｰﾑ及び工具その他を使用する

ことなく小型船舶から取り外すことができる付加物は含まない

ものとする。

(b) ｢舷
げん

縁｣とは、甲板を有する船舶にあっては甲板の上面の延長

及び外板の外面の交点をいい、甲板を有しない船舶にあっては

舷
げん

端の上面をいう。

(c) 船灯の高さは当該船灯の設けられる場所を基準とする。ただ

し、他の船灯との相対関係が示されているものにあっては、基

準となる船灯の設けられる高さに従う。この場合において、ﾄﾘﾑ

は計画満載状態におけるﾄﾘﾑとする。

漁船の基準を定める告示  

(漁法灯及び漁業灯の位置 ) 

第５条  漁法灯及び漁業灯の位置に係る規程第 67 条の告示で定める要件

は、次のとおりとする。  

一  海上衝突予防法 (昭和 52 年法律第 62 号 )第 26 条第１項又は第２項

の規定により２個の漁業灯を垂直線上に掲げることとされる場合に

おける当該漁業灯のうち下方のものは、当該２個の漁業灯の間隔の

２倍以上舷
げん

灯より上方に設置すること。  

二  １対の底びき網漁業灯又はきんちゃく網漁業灯は、互いに 0.9 ﾒｰﾄ

ﾙ以上隔てて前号に規定する漁業灯より下方に設置すること。

三  かけまわし漁法灯は、海上衝突予防法第 26 条第３項又は第５項の

規定により掲げることとされる場合における当該漁業灯より下方に

設置すること。  
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(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ選択呼出装置及びﾃﾞｼﾞﾀﾙ選択呼出聴守装置 )
第 10条 HF ﾃﾞｼﾞﾀﾙ選択呼出装置に係る規則第 42条において準用する小型船舶安全規則第 84条の４の告

示で定める要件は、航海用具の基準を定める告示第 28条各号に掲げるとおりとする。 

２ HF ﾃﾞｼﾞﾀﾙ選択呼出聴守装置に係る規則第 42条において準用する小型船舶安全規則第 84条の４の告

示で定める要件は、航海用具の基準を定める告示第 29条各号に掲げるとおりとする。 

航海用具を定める告示

(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ選択呼出装置 )

第 28 条  船舶設備規程第 146 条の 38 の４の告示で定める要件は、次の

とおりとする。  

一  遭難周波数において他の船舶その他の施設と有効かつ確実に呼出

しの送信及び受信ができるものであること。  

二  選択し、又は選択された周波数を制御盤上に表示することができ

るものであること (MF のみで運用するものを除く。 )。  

三  第 26 条第一号、第二号及び第四号から第十八号までに掲げる要件

(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ選択呼出聴守装置 )

第 29 条  船舶設備規程第 146 条の 38 の４の告示で定める要件は、次の

とおりとする。  

一  選択された周波数を制御盤上に表示できるものであること (MF の

みで運用するものを除く。 )。  

二  第６条第六号及び第八号から第十四号まで、第 26 条第一号、第七

号、第十一号、第十二号、第十四号及び第十六号並びに第 27 条第一

号及び第二号に掲げる要件  
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